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略称等一覧

本計画では、以下の略称を用いる

略称 正式名称

特措法 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）

感染症法 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10

年法律第 114 号）

基本的対処方針 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）第

18 条第 1項に規定する基本的対処方針

県行動計画 静岡県新型インフルエンザ等対策行動計画

市町行動計画 新型インフルエンザ等対策市町行動計画

政府行動計画 新型インフルエンザ等対策政府行動計画

保健医療計画 静岡県保健医療計画

予防計画 静岡県における感染症の予防のための施策の実施に関する計画、静岡

市感染症予防計画及び浜松市感染症予防計画

県予防計画 静岡県における感染症の予防のための施策の実施に関する計画

県対策本部 静岡県新型インフルエンザ等対策本部

政府対策本部 内閣に設置される新型インフルエンザ対策本部

連携協議会 静岡県感染症対策連携協議会

専門家会議 静岡県感染症対策専門家会議

推進会議 新型インフルエンザ等対策推進課意義。政府における新型インフルエ

ンザ等対策の推進を図るため、内閣に置かれる会議。

保健所設置市 静岡市及び浜松市

全国の保健所設置市 保健所を設置する市

市町 県内の市町（保健所設置市を含む）

センター ふじのくに感染症管理センター

保健所 県保健所と保健所設置市の保健所

県環境衛生科学研究所等 県環境衛生科学研究所、静岡市環境保健研究所及び浜松市保健環境研究所

本庁 県及び保健所設置市における保健所以外の本庁部局（県はセンターを含む）

感染症試験研究機関等 感染症の治療の方法の研究、病原体等の検査その他の感染症に関する

試験研究又は検査を行う機関

統括庁 内閣感染症危機管理統括庁

JIHS 国立健康危機管理研究機構。国立健康危機管理研究機構法に基づき、

内閣感染症危機管理統括庁や厚生労働省に質の高い科学的知見を提

供する新たな専門家組織として、2025 年４月に設立予定

新型コロナ 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

緊急事態宣言 特措法第 32 条第１項に規定する新型インフルエンザ等緊急事態宣言



大臣公表 感染症法第 44 条の２第１項、第 44 条の７第１項又は第 44 条の 10

第１項の規定に基づく、感染症法第 16 条第１項に定める情報等の厚

生労働大臣による公表

相談センター 新型インフルエンザ等の発生国・地域からの帰国者等や有症状者等か

らの相談を受け、受診先となる感染症指定医療機関等の案内を行うも

ので、県及び保健所設置市が設置するもの

コールセンター 県民から、感染症対策その他感染症に関する一般的な質問について受

け付けるセンターで、県及び保健所設置市が設置するもの

G-MIS 医療機関等情報支援システム

IHEAT 要員 地域保健法（昭和 22 年法律第 101 号）第 21 条に規定する業務支援員

※「IHEAT」は感染症のまん延時等に地域の保健師等の専門職が保健

所等の業務を支援する仕組み
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第１章 総論



総論 特措法、政府行動計画と県行動計画 県行動計画の作成

２

I 特措法、政府行動計画と県行動計画

１ 感染症を取り巻く状況

2009 年の新型インフルエンザ（A/H1N1)においては県内で約 55 万人が感染し、

新型コロナは 2020 年２月 28 日に県内で患者が初めて確認されてから 2023 年５

月８日の５類感染症への移行までに県内で約 87 万人が感染する等、新興感染症

が繰り返し流行し、大きな脅威となっている。

特に新型コロナの感染拡大時においては、病床・外来医療体制のひっ迫や療養

者支援等、平時から備えておくべき様々な課題が明らかとなった。

これらの課題への対応として、県は新型インフルエンザ等の発生に備えるべ

く、センターを設置する等体制を整備した。

２ 特措法の制定

特措法の目的等は以下の図のとおり。

総論 特措法、政府行動計画と県行動計画



総論 特措法、政府行動計画と県行動計画 県行動計画の作成

３

３ センターを中心とした県の感染症危機管理の体制

県は、準備期から保健所とセンターの連携のもと、地域の医療機関との連携に

よる医療ネットワークを構築するとともに、センターの取組により、感染症への

対応力を高め、防疫先進県を目指す。

また、県は、保健所設置市、感染症指定医療機関、診療に関する学識経験者の

団体、消防機関その他の関係機関を構成員とする連携協議会を設置し、県予防計

画の策定や進捗の確認、構成する機関の連携の緊密化を図る。

総論 特措法、政府行動計画と県行動計画



総論 特措法、政府行動計画と県行動計画 県行動計画の作成

４

４ 県の責務及び計画の位置付け

(1) 県行動計画の作成

県行動計画は、政府行動計画に基づき策定され、特定の感染症や過去の事例

のみを前提とするのではなく、新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染

症等以外の新たな呼吸器感染症等が流行する可能性をも想定しつつ、発生した

新型インフルエンザ等の特性を踏まえ、様々な状況で対応できるよう、対策の

選択肢を示すものである。

(2) 新型コロナ対応での経験

2019 年 12 月末、中華人民共和国湖北省武漢市で原因不明の肺炎が集団発生

し、2020 年１月には我が国でも新型コロナの感染者が確認された。

その後、同月には政府対策本部（新型コロナウイルス感染症対策本部）が設

置された。同年３月には特措法が改正され、新型コロナを特措法の適用対象と

し、特措法に基づく政府対策本部の設置、基本的対処方針の策定が行われた。

県では、政府対策本部の設置に併せ、県対策本部を設置し「県民の命を守る

ため、感染拡大防止と医療体制の確保」と「ウィズ/アフターコロナをふまえた

社会・経済活動の維持」のため、様々な対応を行った。これらの対応内容、課

題及び次なる感染症危機への備えについては、「静岡県感染症予防計画（2023 年

改定）」、「静岡県における新型コロナウイルス感染症対応記録～保健・医療・福

祉関係～」及び「新型コロナウイルス感染症対応における保健師活動の記録」

へのとりまとめを行った。

(3) 県行動計画改定の理由と目的

新型インフルエンザ等に関する最新の科学的知見、新型インフルエンザ等対

策の経験や訓練等を通じた改善等を踏まえて、国は、定期的な検討を行い、適時

適切に政府行動計画の改定を行うものとされている。

今般の政府行動計画の改定（2024 年７月閣議決定）は、実際の感染症危機対

応で把握された課題を踏まえ、次の感染症危機でより万全な対応を行うことを目

指して対策の充実等を図るために行われたものである。

政府による新型コロナ対応の課題整理の結果、

・平時の備えの不足

・変化する状況への柔軟かつ機動的な対応

・情報発信

が課題として挙げられた。

こうした新型コロナ対応の経験やその課題を踏まえ、次なる感染症危機対応

を行うに当たっては、感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた、感染

症危機に強くてしなやかに対応できる社会を目指すことが必要であることから、

政府行動計画は

・感染症危機に対応できる平時からの体制作り

・国民生活及び社会経済活動への影響の軽減

・基本的人権の尊重

の３つの目標を実現できるよう、全面改定された。

今回、これらの政府行動計画の改定内容に併せて県行動計画の改定を行う。

総論 特措法、政府行動計画と県行動計画



総論 特措法、政府行動計画と県行動計画 県行動計画改定の理由と目的

５

５ 県行動計画の構成

2020 年２月に本県で最初の新型コロナの感染者が確認されて以降、新型コロナ

の感染が拡大する中で、住民の生命及び健康が脅かされ、県民生活及び社会経済

活動は大きく影響を受けることとなった。この未曽有の感染症危機において、

次々と変化する事象に対し、住民はもとより、政治、行政、医療関係者、事業者

等、国・県・市町を挙げての取組が進められてきた。

今般の県行動計画の改定は、新型コロナの対応（以下「新型コロナ対応」とい

う。）で明らかとなった課題や、これまでの関連する法改正等も踏まえ、新型イン

フルエンザや新型コロナウイルス感染症等以外も含めた幅広い感染症による危機

に対応できる社会を目指すものである。

県行動計画に基づき、感染症危機に対する平時の備えに万全を期すとともに、

有事には、感染症の特性や科学的知見を踏まえ、迅速かつ着実に必要な対策を実

施していく。

県行動計画は、感染症有事に際して迅速に対処を行うため、あらかじめ有事の

際の対応策を整理し、平時の備えの充実を図るものである。有事に際しては、県

行動計画の様々な対策の選択肢を参考に、政府行動計画の他、基本的対処方針と

整合しつつ、対応を行っていくこととなる。

従前の県行動計画は、2013 年に策定されたものであるが、今般、初めてとなる

抜本改正を行う。具体的には、

・新型コロナ対応の経験やその間に行われた関係法令等の整備

・県におけるセンター及び国における統括庁や JIHS の設置等を通じた感染症危

機対応への体制整備

・県及び国の総合調整権限・指示権限の創設・拡充によるガバナンス強化

等を踏まえ、各種の対策を抜本的に拡充し、具体化している。また、対象とす

る疾患についても、新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等だけでな

総論 特措法、政府行動計画と県行動計画



総論 特措法、政府行動計画と県行動計画 県行動計画改定の理由と目的

６

くその他の幅広い呼吸器感染症をも念頭に置くこととした上で、記載を３期（準

備期、初動期及び対応期）に分け、特に準備期の取組を充実させている。

また、対策項目をこれまでの６項目から 13 項目に拡充させ、新型コロナ対応で

課題となった項目を独立させ、記載の充実を図る。感染が長期化する可能性も踏

まえ、複数の感染拡大の波への対応や、ワクチンや治療薬の普及等に応じた対策

の機動的な切替えについても明確化する。

さらに、実効性を確保するため、実施状況のフォローアップや定期的な改定を

行うとともに、県及び国を始めとした多様な主体の参画による実践的な訓練を実

施することとする。

県行動計画は、国、市町及び指定（地方）公共機関と相互に連携協力し、自ら

県内の新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施し、県内において関係機

関が実施する新型インフルエンザ等対策を総合的に推進するためのものである。

計画期間は 2025 年度を初年度とし、政府行動計画、保健医療計画及び県予防計

画と整合性の確保を図る。

今回、政府行動計画に基づきつつ、センターを中心とした本県独自の施策も踏

まえ策定する。

○計画年次と県他計画との関係

総論 特措法、政府行動計画と県行動計画



総論 特措法、政府行動計画と県行動計画 県行動計画改定の理由と目的

７

○県行動計画の位置づけ

総論 特措法、政府行動計画と県行動計画



総論 特措法、政府行動計画と県行動計画 県行動計画改定の理由と目的

８

○県行動計画の構成

６ 市町行動計画及び指定地方公共機関業務計画

政府行動計画及び県行動計画に基づき改定される市町行動計画や指定地方公共

機関における業務計画等、新型インフルエンザ等対策に関連する計画を全体とし

て機能させるとともに、国等の関係機関との訓練等を通して実効性を高め、感染

症危機への対応力の向上に向けて県、国及び市町が一丸となって取組む。

総論 特措法、政府行動計画と県行動計画



総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針 (1)新型インフルエンザ等対策の目的

９

II 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針

１ 新型インフルエンザ等対策の目的及び基本的な戦略

(1)新型インフルエンザ等対策の目的

新型インフルエンザ等の発生時期を正確に予知することは困難であり、また、

その発生そのものを阻止することは不可能である。また、世界中のどこかで新

型インフルエンザ等が発生すれば、我が国及び本県への侵入も避けられないと

考えられる。病原性が高くまん延のおそれのある新型インフルエンザ等が発生

すれば、住民の生命及び健康、県民生活及び地域経済にも大きな影響を与えか

ねない。新型インフルエンザ等については、長期的には、住民の多くがり患す

るおそれがあるものであるが、患者の発生が一定の期間に偏ってしまった場合

は、医療提供体制のキャパシティを超えてしまうということを念頭に置きつつ、

新型インフルエンザ等対策を国家及び県の危機管理に関わる重要な課題と位置

付け、次の２点を主たる目的として対策を講じていく必要がある。

２ 新型インフルエンザ等対策の基本的な考え方

政府行動計画において、新型インフルエンザ等対策の基本的な考え方を次のと

おり示しており、県の対策は、この考え方に基づいて行うものとする。

新型インフルエンザ等対策は、発生の段階や状況の変化に応じて柔軟に対応してい

く必要があることを念頭に置かなければならない。過去の新型インフルエンザや新型

コロナのパンデミックの経験等を踏まえると、特定の事例に偏重して準備を行うこと

は、大きなリスクを背負うことになりかねない。政府行動計画は、特定の感染症や過

去の事例のみを前提とするのではなく、新型インフルエンザや新型コロナウイルス感

総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針



総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針 (1)新型インフルエンザ等対策の目的

１０

染症等以外の新たな呼吸器感染症等が流行する可能性をも想定しつつ、発生した新型

インフルエンザ等の特性を踏まえ、様々な状況で対応できるよう、対策の選択肢を示

すものである。

我が国においては、科学的知見及び各国の対策も踏まえ、我が国の地理的な条件、

大都市への人口集中、少子高齢化、交通機関の発達度等の社会状況、医療提供体制、

受診行動の特徴等の国民性も考慮しつつ、各種対策を総合的かつ効果的に組み合わせ

てバランスのとれた戦略を目指すこととする。その上で、新型インフルエンザ等の発

生前から流行状況が終息するまでの状況に応じて、次の点を柱とする一連の流れを持

った戦略を確立する。なお、実際に新型インフルエンザ等が発生した際には、感染症

の特徴、病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、流行の状況、地域の実情

その他の状況を踏まえ、人権への配慮や、対策の有効性、実行可能性及び対策そのも

のが国民生活及び国民経済に与える影響等を総合的に勘案し、本政府行動計画等で記

載するものの中から、実施すべき対策を選択し決定する。

○ 発生前の段階（準備期）では、水際対策の実施体制の構築、地域における医療提

供体制の整備や抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄、ワクチンや治療薬等の研究開

発と供給体制の整備、国民に対する啓発や政府・企業による事業継続計画等の策定、

DX の推進や人材育成、実践的な訓練の実施による対応体制の定期的な点検や改善等、

新型インフルエンザ等の発生に備えた事前の準備を周到に行っておくことが重要で

ある。

○ 国内で発生した場合を含め世界で新型インフルエンザ等に位置付けられる可能

性がある感染症が発生した段階（初動期）では、直ちに初動対応の体制に切り替える。

新型インフルエンザ等に位置付けられる可能性がある感染症が海外で発生した場合

は、病原体の国内への侵入を完全に防ぐことは困難であるということを前提として対

策を策定することが必要である。海外で発生している段階で、国内の万全の体制を構

築するためには、我が国が島国である特性をいかし、検疫措置の強化等により、病原

体の国内侵入や感染拡大のスピードをできる限り遅らせることが重要である。

○ 国内の発生当初の封じ込めを念頭に対応する時期（対応期）では、患者の入院措

置や抗インフルエンザウイルス薬等による治療、感染リスクのある者の外出自粛やそ

の者に対する抗インフルエンザウイルス薬の予防投与の検討、病原性に応じて、不要

不急の外出の自粛要請や施設の使用制限等を行い、感染拡大のスピードをできる限り

抑えることを目的とした各般の対策を講ずる。

○ なお、国内外の発生当初等の病原性や感染性等に関する情報が限られている場合

には、過去の知見等も踏まえ、病原性や感染性等が高い場合のリスクを想定し、封じ

込めを念頭に強力な対策を実施するが、常に新しい情報を収集・分析し、対策の必要

性を評価し、更なる情報が得られ次第、感染拡大のスピードを抑制し、可能な限り感

染者数等を減少させるための対策等、適切な対策へと切り替えることとする。また、

状況の進展に応じて、必要性の低下した対策についてはその縮小や中止を図る等の見

直しを行うこととする。
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○ 国内で感染が拡大し、病原体の性状等に応じて対応する時期（対応期）では、国、

地方公共団体、事業者等は相互に連携して、医療提供体制の確保や国民生活及び国民

経済の維持のために最大限の努力を行う必要があるが、社会の緊張が高まり、変化す

る状況に対策が必ずしも適合しなくなることも含め様々な事態が生じることが想定

される。したがって、あらかじめ想定したとおりにいかないことが考えられ、社会の

状況を把握し、状況に応じて臨機応変に対処していくことが求められる。

○ 地域の実情等に応じて、都道府県や関係省庁が政府対策本部と協議の上、柔軟に

対策を講ずることができるようにし、医療機関を含めた現場が動きやすくなるような

配慮や工夫を行う。

○ その後、ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期（対応期）では、科学的

知見の集積、検査体制や医療提供体制の整備、ワクチンや治療薬の普及等の状況の変

化等に合わせて、適切なタイミングで、柔軟かつ機動的に対策を切り替える。

○ 最終的には、流行状況が収束し、特措法によらない基本的な感染症対策に移行す

る時期を迎える。

国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれがある新型インフルエン

ザ等への対策は、不要不急の外出の自粛要請、施設の使用制限等の要請、各事業者に

おける業務縮小等による接触機会の抑制等の医療対応以外の感染対策と､ワクチンや

治療薬等を含めた医療対応を組み合わせて総合的に行うことが必要である。

特に医療対応以外の感染対策については、社会全体で取り組むことにより効果が期

待されるものであり、全ての事業者が自発的に職場における感染予防に取り組むこと

はもちろん、感染拡大を防止する観点から、継続する重要業務を絞り込む等の対策を

実施することについて積極的に検討することが重要である。

事業者の従業員のり患等により、一定期間、事業者のサービス提供水準が相当程度

低下する可能性があることについて周知し、国民の理解を得るための呼び掛けを行う

ことも必要である。

また、新型インフルエンザ等のまん延による医療提供体制の限界や社会的混乱を回

避するためには、国、都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）及び指定（地

方）公共機関による対策だけでは限界があり、事業者や国民一人一人が、感染予防や

感染拡大防止のための適切な行動や備蓄等の準備を行うことが必要である。新型イン

フルエンザ等対策は、日頃からの手洗いやマスク着用等の咳エチケット等の季節性イ

ンフルエンザ等の呼吸器感染症に対する対策が基本となる。特にワクチンや治療薬が

ない可能性が高い新興感染症等が発生した場合は、公衆衛生対策がより重要である。
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３ 様々な感染症に幅広く対応できる想定対応

(1)有事の想定対応の考え方

過去に流行した新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等以外の呼

吸器感染症も念頭に、中長期的に複数の感染の波が生じることも想定し、様々

な状況に対応できるよう、想定対応は以下のアからエまでの考え方を踏まえる。

ア 特定の感染症や過去の事例のみを前提とするのではなく、新型インフルエ

ンザや新型コロナウイルス感染症等以外の新たな呼吸器感染症等が流行す

る可能性を想定しつつ、病原体の性状に応じた対策等についても考慮する。

イ 病原体について限られた知見しか明らかになっていない発生初期には、感

染拡大防止を徹底し、流行状況の早期の収束を目標とする。

ウ 科学的知見の集積による病原体の性状の把握、検査体制や医療提供体制の

整備、ワクチンや治療薬の普及等の状況の変化や社会経済等の状況に合わ

せて、適切なタイミングで、柔軟かつ機動的に対策を切り替えることを基

本とする。

エ 病原体の変異による病原性や感染性の変化及びこれらに伴う感染拡大の繰

り返しや対策の長期化の場合も織り込んだ想定とする。

また、有事の対応の想定に当たっては、病原体の性状（病原性、感染性、薬

剤感受性等）のリスク評価の大括りの分類を設け、それぞれのケースにおける

対応の典型的な考え方を示す。その上で、柔軟な対応が可能となるよう、対策

の切替えについては第２章の「各段階の対策」の部分で具体的な対策内容の記

載を行う。

新型インフルエンザ等対策は、予防や準備等の事前準備の部分（準備期）と、

発生後の対応のための部分（初動期及び対応期）に大きく分けた構成とする。

(2)感染症危機における有事の時期ごとの対応

具体的には、前述の(1)の有事の想定対応の考え方も踏まえ、感染症の特性、

感染症危機の長期化、状況の変化等に応じて幅広く対応するため、初動期及び

対応期を、対策の柔軟かつ機動的な切替えに資するよう以下のように区分し、

有事の対応を想定する。時期ごとの対応の特徴も踏まえ、感染症危機対応を行

う。

○ 初動期（A）

感染症の急速なまん延及びその可能性のある事態を探知して以降、政府対

策本部及び県対策本部が設置されて基本的対処方針が定められ、これが実行

されるまでの間、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受

性等）を明らかにしつつ、感染拡大のスピードをできる限り抑えて、感染拡

大に対する準備を行う時間を確保するため、新型インフルエンザ等の特徴や

事態の推移に応じて迅速かつ柔軟に対応する。
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対応期については、以下の Bから Dまでの時期に区分する。

・封じ込めを念頭に対応する時期（B）

・病原体の性状等に応じて対応する時期（C-1）

・ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期（C-2）

・特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期（D）

○ 対応期：封じ込めを念頭に対応する時期（B）

政府対策本部及び県対策本部の設置後、国内での新型インフルエンザ等の

発生の初期段階では、病原体の性状について限られた知見しか得られていな

い中で、諸外国における感染動向等も考慮しつつ、まずは封じ込めを念頭に

対応する（この段階で新型インフルエンザであることが判明した場合は、抗

インフルエンザウイルス薬やプレパンデミックワクチン等の対応を開始し、

検査・診療により感染拡大防止を図ることができる可能性があることに留意

する）。

その後の感染拡大が進んだ時期については、対策の切替えの観点から、以下

のように区分する。

○ 対応期：病原体の性状等に応じて対応する時期（C-1）

感染の封じ込めが困難な場合は、知見の集積により明らかになる病原体の

性状等を踏まえたリスク評価に基づき、感染拡大のスピードや潜伏期間等を

考慮しつつ、確保された医療提供体制で対応できるレベルに感染拡大の波（ス

ピードやピーク等）を抑制するべく、感染拡大防止措置等を講ずることを検

討する。

○ 対応期：ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期（C-2）

ワクチンや治療薬の普及等により、新型インフルエンザ等への対応力が高

まることを踏まえて、科学的知見に基づき対策を柔軟かつ機動的に切り替え

る（ただし、病原体の変異により対策を強化させる必要が生じる可能性も考

慮する。）。

○ 対応期：特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期（D）

最終的に、ワクチン等により免疫の獲得が進むこと、病原体の変異により

病原性や感染性等が低下すること及び新型インフルエンザ等への対応力が一

定水準を上回ることにより特措法によらない基本的な感染症対策（出口）に

移行する。

この初動期から対応期までの時期ごとの感染症危機対応の大きな流れに基づ

き、第２章の「各段階の対策」の部分において、それぞれの時期に必要となる

対策の選択肢を定める。

特に対応期の「病原体の性状等に応じて対応する時期」（C-1）においては、

病原性や感染性等の観点からリスク評価の大括りの分類を行った上で、それぞ

れの分類に応じ各対策項目の具体的な内容を定める。また、病原性や感染性等

の観点からのリスク評価の大まかな分類に応じた対策を定めるに当たっては、
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複数の感染の波への対応や対策の長期化、病原性や感染性の変化の可能性を考

慮する。

また、対応期の「ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期」（C-2）に

ついては、ワクチンや治療薬の有無や開発の状況等によっては、こうした時期

が到来せずに、対応期の「特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時

期」（D）を迎えることも想定される。

さらに、感染や重症化しやすいグループが特にこどもや若者、高齢者の場合

に必要な措置等については、社会や医療提供体制等に与える影響が異なること

から、準備や介入の在り方も変化することに留意しつつ対策を定める。

４ 新型インフルエンザ等対策実施上の留意事項

県、市町、指定（地方）公共機関は、新型インフルエンザ等の発生時やその準

備段階に、特措法その他の法令、政府行動計画、県行動計画及び各市町行動計画

又は業務計画に基づき、相互に連携協力し、新型インフルエンザ等対策の的確か

つ迅速な実施に万全を期す。この場合において、次の点に留意する。

(1)平時の備えの整理や拡充

感染症危機への対応には平時からの体制作りが重要である。このため、以下

のアからオまでの取組により、平時の備えの充実を進め、訓練により迅速な初動

体制を確立することを可能とするとともに、情報収集・共有、分析の基盤となる

DX の推進等を行う。

ア 新型インフルエンザ等の発生時 に行うべ き対策の共有とその準備の整理

将来に必ず起こり得る新型インフルエンザ等の発生時に行うべき対策

を関係者間で共有しながら、その実施のために必要となる準備を行う。

イ 初発の感染事例の探知能力の向上と迅速な初動の体制整備

初動対応については、未知の感染症が発生した場合や新型インフルエ

ンザ等が国内で発生した場合も含め様々な想定を行い、初発の探知能力

を向上させるとともに、国内初発の感染事例を探知した後速やかに初動

対応に動き出せるように体制整備を進める。

ウ 関係者や住民等への普及啓発と訓練等を通じた不断の点検や改善

感染症危機は必ず起こり得るものであるとの認識を広く感染症対策に

携わる関係者や住民等に持ってもらうとともに、次の感染症危機への備

えをより万全なものとするために、多様な想定対応や実施主体による訓

練の実施等を通じて、平時の備えについて不断の点検や改善を行う

エ 医療提供体制、検査体制、ワクチンや診断薬、治療薬等の研究開発体

制、リスクコミュニケーション等の備え

感染症法や医療法等の制度改正による医療提供体制等の平時からの備

えの充実を始め、有事の際の速やかな対応が可能となるよう、検査体制

の整備、ワクチンや診断薬、治療薬等の研究開発体制、リスクコミュニ
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ケーション等について平時からの取組を進める。

オ 負担軽減や情報の有効活用、国との連携等のための DX の推進や人材育

成等

保健所等の負担軽減、医療関連情報の有効活用、国との連携の円滑化等

を図るための DX の推進のほか、人材育成、国との連携、研究開発への支援、

国際的な連携等の複数の対策項目に共通する横断的な視点を念頭に取組を

進める。

(2)感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた対策の切替え

対策に当たっては、バランスを踏まえた対策と適切な情報提供・共有により

県民生活及び社会経済活動への影響を軽減させるとともに、身体的、精神的及

び社会的に健康であることを確保することが重要である。このため、以下のア

からオまでの取組により、感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた

対策の切替えを円滑に行い、住民の生命及び健康の保護と県民生活及び社会経

済活動に及ぼす影響が最小となるよう対策を講ずる。

ア 可能な限り科学的根拠に基づいた対策の切替え

対策の切替えに当たっては、感染症の特徴、病原体の性状、感染症の発

生状況等も含めたリスク評価を考慮する。可能な限り科学的な根拠に基づ

き対応するため、平時からこうしたデータの収集の仕組みや適時適切なリ

スク評価の仕組みを構築する。

イ 医療提供体制と県民生活及び社会経済への影響を踏まえた感染拡大防

止措置

有事には県予防計画及び保健医療計画に基づき医療提供体制の速やかな

拡充を図りつつ、医療提供体制で対応できるレベルに感染拡大のスピード

やピークを抑制することが重要である。リスク評価に基づき、このレベル

を超える可能性がある場合等には、適時適切に感染拡大防止措置等を講ず

る。その際、影響を受ける住民や事業者を含め、県民生活や社会経済等に

与える影響にも十分留意する。

ウ 状況の変化に基づく柔軟かつ機動的な対策の切替え

科学的知見の集積による病原体の性状の把握、検査体制や医療提供体制

の整備、ワクチンや治療薬の普及等の状況の変化や社会経済等の状況に合

わせて、適切なタイミングで、柔軟かつ機動的に対策を切り替えることを

基本として対応する。あわせて、対策の切替えの判断の指標や考慮要素に

ついて可能な範囲で具体的に事前に定める。

エ 対策項目ごとの時期区分

柔軟な対応が可能となるよう、対策の切替え時期については、リスク評

価等に応じて、個別の対策項目ごとに具体的な対策内容を記載し、必要に

応じて個々の対策の切替えのタイミングの目安等を示す。

総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針
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オ 住民等の理解や協力を得るための情報提供・共有

対策に当たっては、住民等の理解や協力が最も重要である。このため、

平時から感染症や感染対策の基本的な知識を、学校教育の現場を始め様々

な場面を活用して普及し、こどもを含め様々な年代の住民等の理解を深め

るための分かりやすい情報提供・共有が必要である。こうした取組を通じ、

可能な限り科学的根拠に基づいた情報提供・共有により、適切な判断や行

動を促せるようにする。特にまん延防止等重点措置や緊急事態措置等の強

い行動制限を伴う対策を講ずる場合には、対策の影響を受ける住民等や事

業者の状況も踏まえ、対策の内容とその科学的根拠を分かりやすく発信し、

説明する。

(3)基本的人権の尊重

県及び市町は、新型インフルエンザ等対策の実施に当たっては、基本的人権

を尊重することとし、特措法による要請や行動制限等の実施に当たって、住民

の自由と権利に制限を加える場合は、その制限はこの新型インフルエンザ等対

策を実施するため必要最小限のものとする。

新型インフルエンザ等対策の実施に当たって、法令の根拠があることを前提

として、リスクコミュニケーションの観点からも、住民等に対して十分説明し、

理解を得ることを基本とする。

また、感染者やその家族、医療関係者に対する誹謗(ひぼう)中傷等の新型イ

ンフルエンザ等についての偏見・差別は、これらの方々への人権侵害であり、あ

ってはならないものである。これらの偏見・差別は、患者の受診行動を妨げ、感

染拡大の抑制を遅らせる原因となる可能性がある。また、新型インフルエンザ等

に対応する医療従事者等の士気の観点等からも、防止すべき課題である。

さらに、新型インフルエンザ等対策の実施に当たっては、より影響を受けが

ちである社会的弱者への配慮に留意する。感染症危機に当たっても住民の安心を

確保し、新型インフルエンザ等による社会の分断が生じないよう取り組む。

(4)危機管理としての特措法の性格

特措法は、感染症有事における危機管理のための制度であって、緊急事態に

備えて様々な措置を講ずることができるよう制度設計されている。しかし、新型

インフルエンザ等感染症、指定感染症や新感染症が発生したとしても、病原性の

程度や、ワクチンや治療薬等の対策が有効であること等により、まん延防止等重

点措置や緊急事態措置を講ずる必要がないこともあり得るので、どのような場合

にもこれらの措置を講ずるものではないことに留意する。

(5)関係機関相互の連携協力の確保

県対策本部、市町対策本部及び政府対策本部は、相互に緊密な連携を図りつつ、

新型インフルエンザ等対策を総合的に推進する。

新型インフルエンザ等対策に関する総合調整について、県は必要がある場合は

国に対して要請する。又、市町から県に対して、要請があった場合には、県はそ

の要請の趣旨を尊重し、必要がある場合には速やかに所要の総合調整を行う。

総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針
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(6)高齢者施設等や障害者施設等の社会福祉施設等における対応

感染症危機における高齢者施設等や障害者施設等の社会福祉施設等において

必要となる医療提供体制等について、医療機関との連携等を含め平時から検討し、

有事に備えた準備を行う。

(7)感染症危機下の災害対応

市町は、感染症危機下の災害対応についても想定し、平時から防災備蓄や避難

所施設の確保等を進めるとともに、県及び市町において、自宅療養者等の避難の

ための情報共有等の連携体制を整えること等を進める。感染症危機下で地震等の

災害が発生した場合には、県、市町は国と連携し、発生地域における状況を適切

に把握するとともに、必要に応じ、避難所における感染症対策の強化や、自宅療

養者等への情報共有、避難の支援等を速やかに行う。

(8)記録の作成や保存

県及び市町は、新型インフルエンザ等が発生した段階で、県対策本部及び市町

対策本部における新型インフルエンザ等対策の実施に係る記録を作成し、保存し、

公表する。

総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針
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５ 対策推進のための役割分担

総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針



総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針 (1)新型インフルエンザ等対策の目的
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６ 県行動計画における対策項目等

(1)主な対策項目における目標と目標達成のための取組

総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針



総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針 (1)新型インフルエンザ等対策の目的
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(2)複数の対策項目に共通する横断的な視点

総論 新型インフルエンザ等対策に関する基本方針
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III 県行動計画の実効性を確保するための取組等

１ センターの果たすべき役割

センターは、次の感染症危機への備えのため、感染症に関する研修、検査、相

談業務等、県内の感染症対策を総括的に担う。

センターは感染症の特性を踏まえつつ、感染症発生前から流行拡大時、そして

終息まで一貫した対応により県内の感染症に対する司令塔機能を発揮する。

(1)センターの機能

センターは平時から以下の取組を実施し、感染症への対応力を高め、防疫先

進県を目指す。

○常設の専門家会議を設置し、専門家の意見を施策に反映する。

○情報プラットフォームを構築し、保健所・医療機関等関係機関の業務効率

化、情報の共有化と感染状況分析等のため、業務のデジタル化とデータ管

理を一元化する。また、住民が感染症に関する正しい情報を得るとともに、

感染症に関するデータを活用することのできる環境を整備する。

○研修・訓練等の実施及び情報プラットフォームへの研修用動画の設置を行

うこと等により、医療機関や福祉施設において、感染対策を講ずることの

できる人材を育成し、標準的な感染予防策の徹底や、感染症発生時の施設

内のまん延防止対策が行えるよう、県全体の感染対策の底上げを目指す。

総論 県行動計画の実効性を確保するための取組等
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（2)県内関係機関とのネットワークを活用した情報収集に基づくリスク評価

新型インフルエンザ等対策の基礎となるのは、その新型インフルエンザ等

の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や

臨床像等を把握し、それに基づくリスク評価を行うことである。

そのためには、平時から情報収集・分析やリスク評価を行うための体制を構

築し運用することが不可欠である。

こうした体制の構築のため、JIHS との連携に加え保健所、県環境衛生科学研

究所等、検疫所、感染症指定医療機関との感染症情報のネットワークを更に密

なものとする。

(3)科学的知見の迅速な提供、対策の助言と分かりやすい情報提供・共有

科学的知見の迅速な提供や科学的根拠に基づいた対策の助言の場面でも、セ

ンターには、重要な役割が期待される。

特に新型インフルエンザ等の発生初期段階には、事例の集積を通じ、病原体

の性状や感染経路等を分析し、リスク評価に基づき、新型インフルエンザ等対

策の内容の検討等につなげることは重要な役割である。新型インフルエンザ等

対策を進めていく中で状況の変化も含めてリスク評価を継続的に行い、対策の

切替えにつなげていくことも重要な役割である。

こうした役割として、いわゆる「First Few Hundred Studies（FF100）」の

ように、可能であれば新型インフルエンザ等の発生時の最初期に症例定義に合

致した数 100 症例程度を対象に県内医療機関や保健所との協力のもとで臨床及

び疫学調査を実施し、得られた対策に必要な知見を国と共有し、住民等に還元

することが期待される。

また、国から提供される新型インフルエンザ等の診療指針や検査方法の指針

等を元に、県内における医療提供体制を構築することも重要な役割である。

さらに、住民の理解の促進や不安の軽減に資するよう、収集した情報や病原

体のリスク評価、治療法等、新型インフルエンザ等の対策等について、分かりや

すく情報提供・共有を行っていく。

総論 県行動計画の実効性を確保するための取組等
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(4)人材育成

新型インフルエンザ等への対応能力を向上させるために、JIHS が厚生労働省

の委託を受けて実施している「実地疫学専門家養成コース（FETP）」等を活用す

るなどして、疫学調査やリスク評価、公衆衛生対応の中核となる人材育成に努

める。

このほか、センターが実施する研修により、医療機関や福祉施設において、

感染対策を講ずることのできる人材を育成する。

２ 県行動計画等の実効性確保

(1)EBPM（エビデンス・ベースド・ポリシー・メイキング）の考え方に基づく政

策の推進

県行動計画等の実効性を確保して、新型インフルエンザ等への対応をより万

全なものとするためには、新型インフルエンザ等対策の各取組について、でき

る限り具体的かつ計画的なものとすることが重要である。

感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた対策の切替えに当たって

の対応時はもとより、平時から有事までを通じて、政策効果の測定に重要な関

連を持つ情報や統計等のデータを活用するEBPMの考え方に基づいて政策を実施

する。 その前提として、適切なデータの収集とその分析ができる体制が重要で

ある。

(2)新型インフルエンザ等への備えの機運（モメンタム）の維持

県行動計画は新型インフルエンザ等への平時の備えをより万全なものにする

ための手段であり、県行動計画が改定された後も、継続して備えの体制を維持

及び向上させていくことが不可欠である。

新型インフルエンザ等は、いつ起こるか予想できず、いつ起きてもおかしく

ないものである。このため、自然災害等への備えと同様に、日頃からの備えと

意識を高める取組を継続的に行うことが重要である。

県、市町や住民等が幅広く対応に関係した新型コロナの経験を踏まえ、新型

インフルエンザ等への備えの充実につながるよう、訓練や研修、啓発活動等の取

組を通じて、平時から新型インフルエンザ等への備えを充実させる機運（モメン

タム）の維持を図る。

(3)多様な主体の参画による実践的な訓練の実施

「訓練でできないことは、実際もできない」というのは災害に限らず、新型

インフルエンザ等への対応にも当てはまる。訓練の実施により、平時の備えにつ

いて不断の点検や改善につなげていくことが極めて重要である。県及び市町は、

訓練の実施やそれに基づく点検や改善が関係機関で継続的に取り組まれるよう、

働き掛けを行う。

総論 県行動計画の実効性を確保するための取組等
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(4)定期的なフォローアップと必要な見直しの実施

訓練の実施等により得られた改善点や、感染症法に基づく県予防計画や医療

法に基づく保健医療計画の定期的な見直し等による制度の充実、政府行動計画の

改定や新興感染症等について新たに得られた知見等、状況の変化に合わせて、県

は、県行動計画等の関連文書について、必要な見直しを行う。

(5)市町行動計画

市町は、市町行動計画を政府行動計画及び県行動計画に基づき作成するもの

とし、必要に応じ見直しを行う。

(6)指定（地方）公共機関業務計画

指定（地方）公共機関は、指定（地方）公共機関業務計画を政府行動計画及

び県行動計画に基づき作成するものとし、確実な業務継続のために必要な取組を

検討する。これらの検討結果等を踏まえ、指定（地方）公共機関は、必要に応じ

見直しを行う。

総論 県行動計画の実効性を確保するための取組等
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第２章 各段階における対策
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I 準備期

１ 準備期における各対策項目の目的と主な取組

(1) 各対策項目の目的



各段階における対策 準備期 各対策項目の目的
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各段階における対策 準備期 主な取組（訓練）
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(2) 主な取組（訓練）



各段階における対策 準備期 (1)実施体制
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２ 対応

(1)実施体制

1-1.県行動計画の見直し

県は、特措法の規定に基づき、政府行動計画の内容を踏まえ、連携協議

会や感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者からなる

専門家会議等の意見をあらかじめ聴いた上で、新型インフルエンザ等の発



各段階における対策 準備期 (1)実施体制
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生に備えた県行動計画を必要に応じて見直していく。（危機管理部、健康福

祉部、その他全部局）

1-2.実践的な訓練の実施

県は、国、JIHS、市町、指定（地方）公共機関及び医療機関とともに、

政府行動計画や県行動計画の内容を踏まえ、新型インフルエンザ等の発生

に備えた実践的な訓練を実施する。（危機管理部、健康福祉部、その他全部

局）

1-3.県等の体制整備・強化

① 県、市町及び指定（地方）公共機関は、国の支援を受けて、それぞ

れ県行動計画、市町行動計画、指定（地方）公共機関における業務計画を

作成・変更する。なお、市町が行動計画を作成・変更する際も上記 1-1 と

同様、あらかじめ、感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識

経験者の意見を聴く。（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）

② 県及び市町は、国の支援を受けて、新型インフルエンザ等の発生時

において強化・拡充すべき業務を実施するために必要な人員等の確保及び

有事においても維持すべき業務の継続を図るため、業務継続計画を作成・

変更する。県の業務継続計画については、県内の保健所等や市町の業務継

続計画との整合性にも配慮しながら作成する。（危機管理部、健康福祉部、

その他全部局）

③ 県は、特措法の定めのほか、県対策本部に関し、必要な事項を条例

で定めることができる。（危機管理部）

④ 県、市町、指定（地方）公共機関及び医療機関等は、国及び JIHS の

支援を受けて、新型インフルエンザ等対策に携わる医療従事者や専門人材、

行政職員等の養成等を行う。県は、国や JIHS、県の研修等を積極的に活用

しつつ、地域の感染症対策の中核となる保健所や県環境衛生科学研究所等

の人材の確保や育成に努める。 （経営管理部、くらし・環境部、健康福祉

部）

⑤ 県は、国の支援を受けて、新型インフルエンザ等対策に必要な施設・

設備の整備等について取り組む。（健康福祉部）

⑥ 県は、新型インフルエンザ等の発生時における全庁での対応体制の

構築のため、研修や訓練等の実施を行うとともに、感染症対応担当部門と

危機管理担当部門との連携強化や役割分担に関する調整を行う。（危機管理

部、健康福祉部、関係部局）

⑦ 県は、準備期における取組の進捗状況等について、連携協議会に報

告し、改善すべき点について意見を聴く等 PDCA サイクルにより取組を進め

ていく。（健康福祉部）

⑧ 県として一体的・整合的ないわゆるワンボイスでの情報提供・共有

を行うことができるよう、記者会見を担当する広報担当官をセンターに置

くことを含め必要な体制を整備する。（知事直轄組織、健康福祉部）

⑨ センターは、平時から、住民に対し、感染症に関する基本的な情報
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や感染症の発生状況等の情報、新型インフルエンザ等に関する情報やその

対策等について、分かりやすく情報提供・共有を行う。（知事直轄組織、健

康福祉部）

⑩ センターは、専門家会議を設置し、平時から専門家の意見を聴取す

るとともに、感染症危機管理における情報収集・分析について、県内外の

関係者と連携し、利用可能なあらゆる情報源から収集・分析、解釈し、県

の政策上の判断に活用可能な情報を入手する体制を構築することを目指す。

（健康福祉部）

1-4.国、県及び市町等の連携の強化

① 県は、国、市町及び指定（地方）公共機関と相互に連携し、新型イ

ンフルエンザ等の発生に備え、平時からの情報共有、連携体制の確認、訓

練を実施する。（危機管理部、健康福祉部、関係部局）

② 県は、国、市町及び指定（地方）公共機関とともに、新型インフル

エンザ等の発生に備え、県内の業界団体や関連する学会等の関係機関と情

報交換等を始めとした連携体制を構築する。（危機管理部、健康福祉部、経

済産業部、関係部局）

③ 県は、国の支援を受けて、警察、消防機関、海上保安機関、自衛隊

等と連携を進める。（危機管理部、健康福祉部、県警本部、関係部局）

④ 県は、感染症法に基づき、2023 年度に連携協議会を組織しており、

同協議会等を活用して、入院調整の方法や医療人材の確保、保健所体制、

検査体制や検査実施の方針、情報共有の在り方等について協議する。その

協議結果及び国が定める基本指針等を踏まえた県予防計画を変更する。な

お、県予防計画を変更する際には、特措法に基づき県が作成する県行動計

画、医療法に基づく保健医療計画及び地域保健対策の推進に関する基本的

な指針に基づく健康危機対処計画と整合性の確保を図る。（健康福祉部）

⑤ 県は、第２章Ⅲ対応期(1)実施体制 3-1-5 に記載している特定新型イ

ンフルエンザ等対策（特措法第２条第２号の２に規定する特定新型インフ

ルエンザ等対策をいう。以下同じ。）の事務代行や応援の具体的な運用方法

について、市町と事前に調整し、着実な準備を進める。（危機管理部、健康

福祉部、関係部局）

⑥ 県は、感染症対策の事前の体制整備や人材確保等の観点から必要が

ある場合には、市町や医療機関、感染症試験研究等機関等の民間機関等に

対して総合調整権限を行使し、着実な準備を進める。（危機管理部、健康福

祉部、関係部局）

(2)情報収集・分析

1-1.実施体制

① センターは、平時から感染症に関する県内外からの情報を収集・分

析、評価を行う体制を整備する。また、県内外の関係機関や専門家等との

交流や往来を深めるなど、人的・組織的ネットワークの形成や維持・向上

に努める。
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また、県及び保健所設置市は国から提供された情報・分析結果も活用す

る。（健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、有事に備え、積極的疫学調査や臨床研究に

資する情報の収集について、平時から体制を整備する。（健康福祉部）

1-2.平時に行う情報収集・分析

① センターは、有事において、G-MIS 等を活用し、病床使用率、重症者

用病床使用率、外来ひっ迫状況や救急搬送困難事例等の情報を収集し、感

染症対策における医療機関等の状況をモニタリングができる体制を平時か

ら構築する。 （健康福祉部）

② センターは、構築した感染症情報プラットフォームにより、効率的に

県内の感染症情報の収集・分析を行い、政策上の意思決定及び実務上の判

断につなげる。（健康福祉部）
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1-3.訓練

県及び保健所設置市は、国及び JIHS 等と連携し、新型インフルエンザ等の

発生を想定した様々な想定への対応によるシミュレーションや定期的な演習、

訓練を通じて、情報収集・分析の実施体制の運用状況等の確認を行う。（健康

福祉部）

1-4.人員の確保

① 県は、情報収集・分析の円滑な実施のため、平時において、多様な背

景の専門性（公衆衛生や疫学、データサイエンス等）を有する感染症専門人

材の育成や人員確保に努める。（経営管理部、健康福祉部）

② 有事の際に必要な検査体制に速やかに移行できるよう、県及び保健所

設置市は県環境衛生科学研究所等の計画的な人員の確保や配置を行う。人員

の配置に当たっては、検査を実施する技術職員のみならず、技術職員をサポ

ートする補助職員、情報収集・解析を行う情報系専門人材等を含め検討する。

（経営管理部、くらし・環境部、健康福祉部）

1-5.DX の推進

① センターは、平時から迅速に情報収集・分析を行うため、情報入力の

自動化・省力化や情報の一元化・データベース連携等の DX を感染症情報プラ

ットフォームにより推進する。（健康福祉部）

② センターは、効果的な感染対策が実施できるよう、国が構築する感染

症サーベイランスシステム等各種システムに対して、改善が必要な点があれ

ば意見を述べる。（健康福祉部）
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1-6.情報漏えい等への対策

センターは、県内の感染症サーベイランス等から得られた公表前の県内の

疫学情報、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）

の機微情報の漏えい等への対策のため、セキュリティの強化事案が発生した

場合の対応手順について整理する。整理に当たっては、情報連携等を行って

いる関係機関等とも対応手順を調整するよう留意する。

また、公表前情報が漏えいしないように留意する。（健康福祉部）

(3) サーベイランス

1-1.実施体制

① センターは、国が整備した体制を活用し、平時から感染症の発生動向

等を把握する。（健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、国と JIHS が実施するリスク評価に資す

る報告を行うとともに、そのリスク評価に基づき速やかに有事の体制へ移行

できるよう必要な準備を行う。

特に、感染症危機対応時は、サーベイランスの業務量が大幅に増加するこ

とから、県は、平時から必要となる体制や役割分担を確認し、速やかに体制

を拡大できるよう準備を行う。その際に、感染症危機対応時においては、病

原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）の変化を踏まえた、追加的な

手法や柔軟な運用を行う旨国から連絡があることに予め留意する。（健康福祉

部）

③ センター及び保健所設置市は、平時から国及び JIHS とネットワークを

構築し、双方向の円滑なデータのやりとりによる情報共有を図るほか、感染

症サーベイランスに係る技術的な指導・支援を受け、人材育成を実施すると

ともに、訓練等を通じて有事におけるサーベイランスの実施体制について評

価・検証を受ける。（くらし・環境部、健康福祉部）
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1-2.平時に行うサーベイランス

① センター及び保健所設置市は、平時から、季節性インフルエンザや新

型コロナ等の急性呼吸器感染症について、指定届出機関における患者の発生

動向や入院患者の発生動向等の複数の情報源から全国的な流行状況を把握す

る。なお、センターは、幼稚園、保育所、小学校、中学校、高等学校、特別

支援学校等から、インフルエンザ様症状の患者による臨時休業（学級閉鎖、

学年閉鎖、休校）の状況及び欠席者数の報告を受ける学校サーベイランスを

実施し、臨時休業の施設数や欠席者数等を公表する。

また、保健所は、医療機関、社会福祉施設等におけるインフルエンザの集

団的な発生が疑われる事例について、それらの施設長等からの報告により必

要に応じて疫学調査等を実施し、技術的支援や衛生上の指導を行うとともに、

県を通じてその結果を国に報告する。保健所は、県及び市町の社会福祉施設

等担当部局とその社会福祉施設等に関する情報交換を行う。（健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、JIHS 等と連携し、指定届出機関からインフル

エンザ患者の検体を入手し、インフルエンザウイルスの型・亜型、感染症の

特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）を平時から把握する

とともに、感染症サーベイランスシステムを活用し、発生状況について国及

び JIHS 等と共有する。

また、県は、県内に居住する健康な者を対象に説明を行い、同意を得て、

血清の提供等を受ける。収集した血清について、県環境衛生科学研究所にお

いて、インフルエンザのうち流行している亜型や流行が予測される亜型に

関する抗体検査を行う。（くらし・環境部、健康福祉部）

③ センターは、基幹定点医療機関において、インフルエンザ及び新型コ

ロナによる入院患者の年齢や、重症者に対する検査・対応の実施状況（人工
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呼吸器装着の有無、集中治療室入室の有無など）について一週間ごとに報告

を受ける。

センターは、平時から、報告機関に対し、報告内容・方法等に関する啓 発

を行う等、報告についての理解及び協力を求める。（健康福祉部）

④ 国が実施するポリオウイルス及び新型コロナの下水サーベイランスに

対して、県は協力する。（健康福祉部）

⑤ センターは、病原体ゲノムサーベイランスのサンプリングについては、

地域の実情に応じて適切に行うこととし、新型インフルエンザ等の発生時に

も実施可能な検体数で継続する（サンプリングの手法については別に定め

る。）。

センターは、報告機関に対し、報告内容・方法等に関する啓発を行う等、

報告についての理解及び協力を求めるとともに、新型インフルエンザの発生

時にも十分な対応ができるよう、県環境衛生科学研究所やセンター施設内の

静岡県東部保健所細菌検査課の検査体制の整備に努めるとともに、国立遺伝

学研究所と連携する。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑥ 県及び保健所設置市は、ワンヘルス・アプローチの考え方に基づき、

JIHS、家畜保健衛生所、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構、

国立研究開発法人国立環境研究所等と連携し、家きんや豚及び野生動物のイ

ンフルエンザウイルス等の保有状況を把握し、新型インフルエンザ等の発生

を監視する。

また、医療機関から鳥インフルエンザ等の動物由来インフルエンザに感染

したおそれのある者について保健所に情報提供があった場合には、関係者間

での情報共有を速やかに行う体制を整備する。

さらに、家きんについては、県において鳥インフルエンザの発生予察のた

め、血清抗体検査等を実施する。また、豚については、県が行う病性鑑定の

中でＡ型インフルエンザウイルスの検査を実施する。（くらし・環境部、健康

福祉部、経済産業部）

⑦ 県及び保健所設置市は、国及び JIHS 等と連携し、新型インフルエンザ

等の発生を想定し た訓練等を通じ、感染症サーベイランスシステムを活用

した疑似症サーベイランスによる早期検知の運用の習熟を行う。（くらし・環

境部、健康福祉部）

1-3.人材育成及び研修の実施

① 県及び保健所設置市は、国及び JIHS と連携し、感染症サーベイランス

に関係する人材の育成と確保のため、有事に必要な人員規模をあらかじめ検

討し、担当者の研修を実施する。（くらし・環境部、健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、国（国立保健医療科学院を含む。）や JIHS 等

で実施される感染症対策等に関する研修会や実地疫学専門家養成コース

(FETP―J)、感染症危機管理リーダーシップ人材育成モデル事業等に、保健所

及び県環境衛生科学研究所等の職員を積極的に派遣するとともに、県が感染

症に関する講習会等を開催すること等により保健所の職員等に対する研修の

充実を図る。（くらし・環境部、健康福祉部）
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1-4.DX の推進

① センターは、平時から迅速に情報収集・分析を行うため、情報入力の自

動化・省力化や情報の一元化・データベース連携等の DX を感染症情報プラッ

トフォームにより推進する。（健康福祉部）

② センターは、効果的な感染対策が実施できるよう、国が構築する感染症

サーベイランスシステム等各種システムに対して、改善が必要な点があれば意

見を述べる。（健康福祉部）

③ 県は、国と連携し、有事の際に、医師等が感染症サーベイランスシステ

ムへ円滑に報告が実施できるよう、平時よりアカウント発行等の手順を検討す

る。（健康福祉部）

④ 県及び保健所設置市は、令和４年感染症法改正により、発生届等の電磁

的方法による届出が努力義務とされたことを踏まえ、平時より、医師や指定届

出機関の管理者からの電磁的な方法による発生届及び退院等の提出を促進す

る。（健康福祉部）

1-5.分析結果の共有・公表

① センター及び保健所設置市は、国が JIHS と連携して実施した感染症の特

徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、ゲノム情報、臨床像等

の情報等の感染症サーベイランスの分析結果の提供を受けるとともに、その分

析結果及び地域ごとの実情に応じたサーベイランスより得られた分析結果に

基づく正確な情報を住民等に分かりやすく提供・共有する。（知事直轄組織、

健康福祉部）

② センターは、必要に応じ、市町長に対し、その市町に居住する新型イン

フルエンザ等の患者又は新感染症の所見がある者の数、当該者の居住する市町

の名称、当該者がこれらの感染症の患者又は所見がある者であることが判明し

た日その他厚生労働省令で定める情報を提供する準備をする。（知事直轄組織、

健康福祉部）

③ センターは、情報等の公表を行うに当たっては、まん延防止への寄与、

個人が特定されることのリスク等を総合的に勘案して、個人情報やプライバシ

ーの保護に十分留意することを平時から実施する。（知事直轄組織、健康福祉

部）

④ 収集した情報の取り扱いについては、保存、利用、廃棄に関し、関連す

る法律や規制を遵守するとともに、情報漏えいや不正アクセスを防ぎ、適切に

管理し取扱う体制（データガバナンス）を構築する。 （知事直轄組織、健康

福祉部）

(4) 情報提供・共有、リスクコミュニケーション

1-1.新型インフルエンザ等の発生前における住民等への情報提供・共有

1-1-1.感染症に関する情報提供・共有

センターは、平時から国及び JIHS 等と連携して、感染症に関する基本的

な情報、基本的な感染対策（換気、マスク着用等の咳エチケット、手洗い、

人混みを避ける等）、感染症の発生状況等の情報、新型インフルエンザ等に関
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する情報や発生時にとるべき行動などその対策等について、住民等の理解を

深めるため、各種媒体を利用し、可能な限り多言語で、継続的かつ適時に、

分かりやすい情報提供・共有を行う。これらの取組等を通じ、有用な情報源

として住民等による認知度・信頼度が一層向上するよう努める。

その際、個人レベルでの感染対策が社会における感染拡大防止にも大きく

寄与することについて啓発する。

なお、保育施設や学校、職場等は集団感染が発生するなど、地域における

感染拡大の起点となりやすいことや、高齢者施設等は重症化リスクが高いと

考えられる者の集団感染が発生するおそれがあることから、県及び市町の保

健衛生担当部局や福祉担当部局、教育委員会等は国の所管省庁等と連携する

とともに連携協議会等を介して相互に連携し、感染症や公衆衛生対策につい

て丁寧に情報提供・共有を行う。また、学校教育の現場を始め、こどもに対

する分かりやすい情報提供・共有を行う。（知事直轄組織、健康福祉部、経済

産業部、教育委員会、関係部局）

1-1-2.偏見・差別等に関する啓発

県は、感染症は誰でも感染する可能性があるもので、感染者やその家族、

所属機関、医療従事者等に対する偏見・差別等は、許されるものではなく、

法的責任を伴い得ることや、患者が受診行動を控えるなど感染症対策の妨げ

にもなること等について、感染症に関する正しい知識とともに啓発する。

これらの取組等を通じ、県による情報提供・共有が有用な情報源として、

住民等による認知度・信頼度が一層向上するよう努める。（知事直轄組織、健

康福祉部）

1-1-3.偽・誤情報に関する啓発

県は、感染症危機において、偽・誤情報の流布、さらに SNS 等によって増

幅されるインフォデミックの問題が生じ得ることから、住民等のメディアや

情報に関するリテラシーの向上が図られるように、各種媒体を活用した偽・

誤情報に関する啓発を行うよう努める。

これらの取組等を通じ、県による情報提供・共有が有用な情報源として、

住民等による認知度・信頼度が一層向上するよう努める。

また、例えば、ワクチン接種や治療薬・治療法に関する科学的根拠が不確

かな情報等、偽・誤情報の拡散状況等については、国が行うモニタリング結

果を踏まえつつ、その時点で得られた科学的知見等に基づく情報を繰り返し

提供・共有するなど、住民等が正しい情報を円滑に入手できるよう、適切に

対処する。（知事直轄組織、健康福祉部）
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1-2.新型インフルエンザ等の発生時における情報提供・共有体制の整備等

県は、情報提供・共有の体制整備等として、以下の取組を行う。

1-2-1.迅速かつ一体的な情報提供・共有の体制整備

① 県は、新型インフルエンザ等の発生状況に応じて住民等へ情報提供・

共有する内容について整理する。また、住民等が必要な情報を入手できるよ

う、高齢者、こども、日本語能力が十分でない外国人、視覚や聴覚等が不自

由な方等への適切な配慮をしつつ、情報提供・共有する媒体や方法について

整理する。なお、積極的に情報収集をしない方々に対しては、プッシュ型の

情報提供・共有の方法も準備する。（知事直轄組織、健康福祉部）

② 県として一体的かつ整合的ないわゆるワンボイスでの情報提供・共有

を行うことができるよう、記者会見を担当する広報担当官を置くことを含め

必要な体制を整備する。（知事直轄組織、健康福祉部）

③ 県は、新型インフルエンザ等発生時に、市町や業界団体等を通じた情

報提供・共有を円滑に行うことができるよう、あらかじめ双方向の情報提供・

共有の在り方を整理するとともに、業界団体等が独自に作成する感染予防ガ

イドラインに基づく対応について、必要に応じ助言等を行う。（知事直轄組織、

健康福祉部）

④ センターは、国が感染症の特性等に応じて見直した感染症の発生状況

等に関する公表基準等を目安として、個人情報やプライバシーの保護に留意

しつつ、感染症対策に必要な情報提供・共有を行う準備をする。（知事直轄組

織、健康福祉部）

⑤ 県は、新型インフルエンザ等発生時に、その患者の情報を患者居住地

の市町に提供する具体的な手順等、情報連携の方法について、あらかじめ県

と市町間での合意を図る。（健康福祉部）

1-2-2.双方向のコミュニケーションの体制整備や取組の推進

① 県及び市町は、国や他の地方公共団体等の対応も参考にしつつ、地域

の実情を踏まえ、準備期から住民等が感染症危機に対する理解を深めるため

の情報提供・共有を行い、県及び市町による情報提供・共有について、有用

な情報源として住民等による認知度・信頼度が一層向上するよう努める。（知

事直轄組織、健康福祉部）

② 県及び市町は、ホームページや SNS 等分かりやすいツールを活用する

とともに、地域の特産品やランドマーク、なじみのあるキャラクター（例え

ば、県におけるふじっぴー）などをメッセージや情報提供・共有の方法に取

り込むことで、分かりやすく行動変容につながりやすい情報提供・共有の工

夫も行う。

この工夫について、リスク情報を伝える際には、以下の点に留意する。（知

事直轄組織、健康福祉部）

○本人や社会にとって意味があると感じられる、自分が取り得る対策を、併せ

て伝えることが重要である。その際、推奨される行動等は、実行しやすいよ

う、可能な限り、具体的で肯定的な伝え方をすることが望ましい。
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○現時点で分かっていることと不確実なこととの線引きを明確化しつつ、情報

は現時点におけるものであり、更新され得る旨をあらかじめ付記しておく。

○リスクの有無は程度の問題であることを理解しやすくするため、換算可能な

数値や身近にある例を挙げて、イメージしやすいものにする。

○統計を示して説明する場合、直感的に分かりやすく、誤解の可能性も低くす

るため、割合だけでなく分母や実数といった生の数値も示しつつ、視覚化す

ることが望ましい。

③ 県は、可能な限り双方向のコミュニケーションに基づいたリスクコミ

ュニケーションを適切に行うことができるよう、情報の受取手の反応や必要

としている情報を把握し、更なる情報提供・共有に活かす方法等を整理し、

必要な体制を整備する。

また、こうした情報へのアクセスが困難な方々に対して、適切に情報が届

いているかモニタリングし、必要に応じて情報提供・共有の方法等を見直す

ことも重要である。（知事直轄組織、健康福祉部）

④ センターは、市町とともに、国から設置準備を要請されたコールセンタ

ー設置の準備をする。（健康福祉部）

(5) 水際対策

1-1.水際対策の実施に関する体制の整備

① 県は、水際対策の実効性を高めるため、国が関係機関と実施する合同

訓練に要請に応じて参加する。（健康福祉部、関係部局）

② 検疫所が帰国者等への質問票等により得た情報について、県及び保健

所設置市への提供の方法や情報の内容について調整する。（健康福祉部）

③ 国が、検疫法に基づく隔離、停留や施設待機で用いる医療機関、宿泊

施設や搬送機関と協定を締結する際や、円滑に入院や施設隔離等を行うため

の体制を整備する際に、県は、病院等の選定において検疫所に協力する。

また、県及び保健所設置市は検疫所との連携体制を構築し、検疫所が定期

的に入院調整スキームを確認する際に、必要に応じて協力する。（健康福祉部）

④ 国が新型インフルエンザ等に対する検疫所における PCR 検査等の検査

の実施体制を整備するにあたって、県環境衛生科学研究所等や民間検査会社

に PCR 検査等の検査を必要に応じて依頼できるよう協定を締結することを

求めてきた際には、県は協力するように努める。（くらし・環境部、健康福祉

部）

⑤ センターは、国が整備する帰国者等の健康監視等に関するオンライン

で完結できる情報共有システムを活用し、県域の水際対策に必要な情報把握

に努める。（健康福祉部）

1-2.国との連携

県は、国が検疫法の規定に基づく協定を締結するに当たり、県内の医療機

関とともに国と連携する。また、県及び保健所設置市は、国が実施する有事

に備えた訓練に参加することを通じて、県内の医療機関とともに国との連携

を強化する。（健康福祉部）
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② 国の方針決定のために、県及び保健所設置市は、新型インフルエンザ

等の発生時又は発生疑い時において、検疫所の質問票等により得られた情報

について、情報提供の方法や提供する情報の内容について国と調整する。（健

康福祉部）

③ 検疫所が、同時に多数の患者が発生した場合に備えて、医療機関や宿

泊施設への搬送に対して消防機関への応援要請や民間救急の活用についての

スキームを確認する際に、県は必要に応じて協力する。（健康福祉部）

(6) まん延防止

1-1.対策の実施に係る参考指標等の検討

県は、有事に感染症のまん延を予防する対策を機動的に開始や強化したり、

緩和や終了する等、柔軟に対策を切り替えていくため、対策の実施等に当た

り参考とするべき県内の指標やデータ等の内容、取得方法、取得時期等を整

理する。その際、有事にも円滑な把握ができるよう、可能な限り平時から定

期的に収集している既存の指標やデータ等を用いる。（健康福祉部、関係部局）

1-2.新型インフルエンザ等発生時の対策強化に向けた理解及び準備の促進等

① 県は、県行動計画に基づき、新型インフルエンザ等対策として想定さ

れる対策の内容やその意義について周知広報を行う。その際、新型インフル

エンザ等のまん延を防止し、住民の生命及び健康を保護するためには住民一

人一人の感染対策への協力が重要であることや、実践的な訓練等を行うこと

の必要性について理解促進を図る。（知事直轄組織、健康福祉部）

② 県、市町、学校等は、換気、マスク着用等の咳エチケット、手洗い、

人混みを避ける等の基本的な感染対策の普及を図る。

また、自分が感染したことが疑われる場合は、相談センターに連絡し指示
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を仰ぐことや、感染を広げないように不要不急の外出を控えること、マスク

の着用等の咳エチケットを行うこと等の有事の対応等について、平時から理

解促進を図る。（健康福祉部、教育委員会、関係部局）

③ 新型インフルエンザ等の発生時には、まん延防止等重点措置による休

業要請、新型インフルエンザ等緊急事態における緊急事態措置による不要不

急の外出の自粛要請や施設の使用制限の要請等が実施される可能性がある。

県は、これらの要請について個人や事業者におけるまん延防止対策への理解

促進を図る。（危機管理部、健康福祉部、経済産業部、関係部局）

④ 公共交通機関については、旅客運送を確保するため指定（地方）公共

機関となるものであり、適切な運送を図る観点からは、新型インフルエンザ

等感染症の症状のある者の乗車自粛や、マスク着用等の咳エチケットの徹底、

時差出勤や自転車等の活用の呼び掛け等が想定される。国は、その運行に当

たっての留意点等について、調査研究の結果を踏まえ、指定（地方）公共機

関に周知する。県は、同時に住民に対して、公共交通機関を利用する際の留

意点について周知する。（知事直轄組織、危機管理部、健康福祉部、交通基盤

部、関係部局）

⑤ 県及び保健所設置市は、医療機関での診察、県環境衛生科学研究所等

による検査により、速やかに患者を特定し、適切な医療を提供する体制を準

備するとともに、円滑に医療機関等に搬送等が可能な体制を整備する。（くら

し・環境部、健康福祉部）

⑥ 県及び保健所設置市は、国と協力し、健康観察のための体制整備や、

必要な抗インフルエンザウイルス薬の予防投与に向けた準備等を行う。（健康

福祉部）

(7) ワクチン

1-1.ワクチンの研究開発に係る人材の育成及び活用

県及び保健所設置市は、国とともに、ワクチンの研究開発や感染症の基礎

研究及び治験等臨床研究の領域における人材育成を行う大学等の研究機関を

支援する。また、県及び保健所設置市は、育成した人材について、キャリア

形成の支援等を通じて積極的に活用することにより、研究を推進する連携ネ

ットワークに参画する臨床研究中核病院や感染症指定医療機関等における研

究開発の実施体制の強化を国とともに支援する。（健康福祉部）

1-2.ワクチンの接種に必要な資材の確保の準備

市町又は県は、下記の表を参考に、平時から予防接種に必要となる資材の

確保方法等の確認を行い、必要な場合に速やかに確保できるよう準備する。

（健康福祉部）
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1-3.ワクチンの供給体制

1-3-1.ワクチンの流通に係る体制の整備

① 県は、国の要請を受け、市町、県医師会、県卸売販売業者団体等の関

係者と協議の上、ワクチンの円滑な流通を可能とするため、以下アからウま

での体制を構築する。（健康福祉部）

ア 県内の卸売販売業者や医療機関等の在庫状況等を迅速に把握すること

が可能な体制

イ ワクチンの供給の偏在があった場合の卸売販売業者の在庫に係る融通

方法

ウ 市町との連携の方法及び役割分担

② 県及び市町は、実際にワクチンを供給するに当たっては、管内のワク

チン配送事業者のシステムへの事前の登録が必要になる可能性があるため、

随時事業者の把握をするほか、医療機関単位のワクチン分配量を決定する必

要もあることから、管内の医療機関と密に連携し、ワクチンの供給量が限定

された状況に備え、ワクチンの供給量に応じた医療機関ごとの分配量を想定

しておく。

1-4.基準に該当する事業者の登録等（特定接種の場合）

特定接種については、基本的には住民接種よりも先に開始されるものであ

ることを踏まえれば、特定接種の対象となり得る者に関する基準を決定する

に当たっては、住民等の十分な理解が得られるように、特措法上高い公益性

及び公共性が認められるものでなければならない。国が、この基本的考え方

を踏まえ、対象となる登録事業者、公務員の詳細について定める。なお、特

定接種については、備蓄しているプレパンデミックワクチンが有効であれば、
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備蓄ワクチンを用いることとなるが、発生した新型インフルエンザ等に対す

る有効性が低い場合には、パンデミックワクチンを用いることとなる。（健康

福祉部）

1-4-1.登録事業者の登録に係る周知

県は、市町とともに、特定接種について、基準に該当する県内の事業者に

対して、国が管理するデータベースへ登録申請するように登録に必要な作業

や手続等を周知する。（健康福祉部）

1-5.接種体制の構築

1-5-1.接種体制

県は、居住する市町以外の地方公共団体における接種を可能にするよう、

国がシステム構築した集合的な契約を全国の医療機関と全国の市町村又は都

道府県と結ぶ。

また、県は、新型インフルエンザ等の発生時に、迅速に特定接種又は住民

接種の実施が可能となるよう、市町とともに、県医師会や郡市医師会等の関

係者と連携し、接種に必要な人員、会場、資材等の確保等、接種体制の構築

に必要な検討と訓練を平時から行う。（健康福祉部）

1-5-2.特定接種

県は、国の要請を受け、市町や県内登録事業者とともに、集団的な接種を

原則として、速やかに特定接種の対象者に対して円滑に接種が実施できるよ

う、接種体制の構築を図る。なお、新型インフルエンザ等対策の実施に携わ

る県職員については、県が実施主体となり、市町職員についてはその職員が

所属する市町が実施主体として実施する。

特に登録事業者のうち県民生活・地域経済安定分野の事業者については、

接種体制の構築が登録要件となることを周知する。

なお、特定接種を事業者において接種する方法としては、企業内診療所で

の接種、外部の医療機関からの診療による接種が考えられる。企業内診療所

の開設について新たに許可が必要な場合には、県又は保健所設置市は迅速に

対応する。（健康福祉部）

1-5-3.住民接種

住民接種の実施主体は、市町又は県であるが、全国民を対象とする住民接種

を実施する場合においては、市町において接種体制を構築の上、その市町の住

民の接種を実施することとし、県は県内の市町の状況を踏まえ、必要に応じ補

充的に接種会場を設けるという役割分担が基本となる。

市町又は県は、平時から以下アからウまでのとおり迅速な予防接種等を実現

するための準備を行う。（健康福祉部）

ア 市町又は県は、国等の協力を得ながら、その市町内に居住する者に対し、

速やかにワクチンを接種するための体制の構築を図るため、接種に必要な

資源等（接種対象者数、自治体職員、医療従事者、接種会場場所、資器材、
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連絡体制、周知方法）を明確にした上で、地域医師会等と連携の上、接種

体制について検討を行う。また、必要に応じ、接種会場において接種の流

れを確認するシミュレーションを行う等、訓練を平時から行う。

また、市町又は県は、医療従事者や高齢者施設等の従事者、高齢者等の

接種対象者数を推計しておく。

さらに、高齢者施設等の入所者など、接種会場での接種が困難な者が

接種を受けられるよう、市町又は県の福祉担当部局、介護保険担当部局、

障害保健福祉担当部局と保健衛生担当部局等が連携し、これらの者への接

種体制を検討する。

イ 市町又は県は、円滑な接種の実施のため、国の構築するシステムを活用し

て全国の医療機関と委託契約を結ぶ等、居住する市町以外の地方公共団体に

おける接種を可能にするよう取組を進める。また、市町においては日頃から

接種対象者等の情報の適切な管理に努める。

ウ 市町又は県は、接種体制の具体的なモデル例示等の国の技術的な支援を受

けながら、医師会等の医療関係者や学校関係者等と協力し、接種に携わる医

療従事者等の体制や、接種の場所、接種の時期の周知・予約等、接種の具体

的な実施方法について準備を進める。

市町又は県は、医療従事者の確保について、接種方法（集団的接種か個別

接種）や会場の数、開設時間の設定により、必要な医師数や期間が異なるこ

とから、接種方法に応じ、必要な医師数を算定するとともに、地域の医師会

や医療機関等との協力の下、接種体制が構築できるよう、事前に合意を得る

ことが望ましいことに留意する。

また、市町又は県は、接種場所の確保について、各接種会場の対応可能人

数等を推計するほか、各接種会場について、受付場所、待合場所、問診を行

う場所、接種を実施する場所、経過観察を行う場所、応急処置を行う場所、

ワクチンの保管場所、接種の実施に当たる人員の配置のほか、接種会場の入

り口から接種会場までの導線交差がなく、かつそれぞれの場所で滞留が起こ

らないよう配置を検討する。

さらに、県は、過去のパンデミックにおける大規模接種会場の運営やワク

チン接種後の副反応に係る相談対応の経験その他、市町及び国との情報共有

で得た知見等を集約することで、パンデミック発生時には県が実施者として

も住民接種を実施できるよう、あらかじめ関係者との連携等に努めるととも

に、市町が住民接種をする際に市町を事務的、技術的に支援できる体制を構

築する。具体的には、ワクチン、ワクチンの接種に必要な資材等について市

町間の偏在が生じないよう市町や地域の卸業者等と流通の調整を行うことや、

医療従事者が不足する市町への支援、接種後の副反応に係る相談等が想定さ

れる。

1-6.情報提供・共有

①センターは、定期の予防接種について、その意義や制度の仕組み等、予

防接種やワクチンへの理解を深める啓発を行う。具体的には、被接種者やそ

の保護者（小児の場合）等にとって分かりやすい情報提供を行うとともに、



各段階における対策 準備期 (7) ワクチン

４７

被接種者等が持つ疑問や不安に関する情報収集及び必要に応じたQ&Ａ等の提

供など、双方向的な取組を進める。

市町は、定期の予防接種の実施主体として、医師会等の関係団体と

の連携の下に、適正かつ効率的な予防接種の実施、健康被害の救済及び

住民への情報提供等を行うこととなり、センターは、こうした市町の取組を

支援する。

また、センターは、国、市町、医師会等の関係団体並びに関係学会等と連携

し、医療従事者を対象とした予防接種に関する継続的な教育、研修の充実を図

り、実施する。（健康福祉部）

② センターは、新型インフルエンザ等対策におけるワクチンの役割や有

効性及び安全性、供給体制・接種体制、接種対象者、接種順位の在り方等の基

本的な情報についてホームページや SNS 等を通じて情報提供・共有を行い、住

民等の理解促進を図る。（健康福祉部）

③ 予防接種施策の推進に当たり、医療関係者及び保健衛生担当部局以外の

分野、具体的には県の労働担当部局、介護保険担当部局、障害保健福祉担当部

局等との連携及び協力が重要であり、県及び市町はその強化に努める。

また、児童及び生徒に対する予防接種施策の推進に当たっては、学校保健と

の連携が不可欠であり、県及び市町の保健衛生担当部局は、文部科学省及び

県・市町教育委員会等の文教担当部局との連携を進める。（健康福祉部、経済

産業部、教育委員会、関係部局）

1-7.DX の推進

① 市町又は県は、国が整備する予防接種データベースに住民の接種記録等

を迅速かつ正確に登録する。センターは、そのデータに基づき県内の接種状況

等について公表可能な情報を公開する。（健康福祉部）

② 県は、国が一括してワクチンの供給を担い、医療機関等のワクチン納入

希望量を集約し、全国の市町村又は都道府県への分配量を決定し、分配を行う

場合には、国の要請に応じて協力する。（健康福祉部）

③ 市町又は県は、国とともに、予防接種事務のデジタル化に対応する医療

機関を住民が把握でき、マイナンバーカードを活用して電子的に予診票情報の

登録等を行った接種対象者が、予防接種事務のデジタル化に対応できていない

医療機関に来院する等のミスマッチが生じないよう環境整備に取り組む。（健康

福祉部）

④ 市町は予防接種関係のシステムが国が整備するシステム基盤と連携する

ことで予防接種事務のデジタル化が実現されるよう、国が示す標準仕様書に沿

ったシステム整備に努めるとともに、システムを活用した接種勧奨（スマート

フォン等への通知等）の実施の準備を進める。

ただし、スマートフォン等の活用が困難な方がいることにも留意し、紙によ

る対応（紙の接種券の発行、接種会場や接種開始日等の情報誌への掲載）につ

いても留意する。（健康福祉部）
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(8) 医療

1-1.基本的な医療提供体制

① センターが新型インフルエンザ等に係る医療提供の司令塔となり、県

内の保健所とも有事の役割分担をあらかじめ整理した上で、下記 1-1-1 から

1-1-7 までに記載した相談センター、感染症指定医療機関、病床確保を行う

第一種協定指定医療機関、発熱外来及び自宅療養者等への医療の提供を行う

第二種協定指定医療機関、後方支援や医療人材の派遣を行う協定締結医療機

関等の多数の施設や関係者を有機的に連携させることにより、住民等に対し

て必要な医療を提供する。（健康福祉部）

② センターは、医療機関への入院、宿泊療養、自宅療養等について、症

状や重症化リスク等に応じて国が示した有事の振り分けの基準を参考にして、

県内の実情に応じて、機動的な運用を行う。（健康福祉部）

③ 県及び保健所、県内医療機関等関係者は、上記の有事の医療提供体制

を平時から準備することで、有事において感染症医療及び通常医療を適切に

住民に提供する。（健康福祉部）

④ 県は、感染症有事において、新型インフルエンザ等に係る医療提供の

司令塔はセンターであることを平時から明確化し、体制整備を行う。

センターは、協定締結医療機関の確保病床数や稼働状況、病床使用率、重

症者用病床使用率、外来ひっ迫状況、救急搬送困難事案数等の情報を把握し、

相談センター、感染症指定医療機関、病床確保を行う協定締結医療機関、発

熱外来を行う協定締結医療機関、自宅療養者等への医療の提供を行う協定締

結医療機関、後方支援を行う協定締結医療機関、医療人材の派遣を行う協定

締結医療機関、県医師会・郡市区医師会等の医療関係団体等の多数の施設や

関係者を有機的に連携させ、入院や搬送等の必要な調整を実施する。（健康福

祉部）
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1-1-1.相談センター

県及び保健所設置市は、新型インフルエンザ等の国内外での発生を覚知し

た段階で、早期に相談センターを整備する。相談センターは、発生国・地域

からの帰国者等や有症状者等からの相談を受け、受診先となる県内の感染症

指定医療機関等の案内を行う。（健康福祉部）

1-1-2.感染症指定医療機関

新たな感染症が発生した場合は、新型インフルエンザ等感染症等に関する

発生等の大臣公表前は、県内の感染症指定医療機関が中心となって対応する。

その後も、感染症指定医療機関は、県内の感染症医療提供体制の中核として

役割を果たす。

このため、県は、県内の感染症指定医療機関がこの役割を果たせるよう支

援するとともに、何らかの理由で役割が果たせなくなった場合は、その医療

圏内で代替となる感染症指定医療機関を確保する。（健康福祉部）

1-1-3.病床確保を行う協定締結医療機関（第一種協定指定医療機関）

病床確保を行う協定締結医療機関は、平時に県と締結した協定に基づき、

県からの要請に応じて、病床を確保し、入院医療を提供する。

新型インフルエンザ等の流行初期（新型インフルエンザ等感染症等に係る

発生等の公表から約３か月を想定。以下同じ。）においては、流行初期医療確

保措置の対象となる協定締結医療機関（以下「流行初期医療確保措置協定締

結医療機関」という。）が対応を行い、その後順次その他の協定締結医療機関

も対応を行う。

1-1-4.発熱外来を行う協定締結医療機関（第二種協定指定医療機関）

発熱外来を行う協定締結医療機関は、平時に県と締結した協定に基づき、

県からの要請に応じて、全国的に検査の実施環境が整備される中で、発熱患

者等専用の診察室（時間的・空間的分離を行い、プレハブ・簡易テント・駐

車場等で診療する場合を含む。）を設け、発熱患者の診療を行う。

新型インフルエンザ等の流行初期においては、流行初期医療確保措置協定

締結医療機関が対応を行い、その後順次その他の協定締結医療機関も対応を

行う。

1-1-5.自宅療養者等への医療の提供を行う協定締結医療機関（第二種協定指

定医療機関）

自宅療養者等への医療の提供を行う協定締結医療機関は、平時に県と締結

した協定に基づき、県からの要請に応じて、病院、診療所、薬局及び訪問看

護事業所で、自宅療養者、宿泊療養者、高齢者施設等における療養者への、

往診、電話・オンライン診療、調剤・医薬品等交付・服薬指導、訪問看護等

を行う。
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1-1-6.後方支援を行う協定締結医療機関

後方支援を行う協定締結医療機関は、平時に県と締結した協定に基づき、

県からの要請に応じて、新型インフルエンザ等以外の患者や新型インフルエ

ンザ等から回復後の患者の受入れを行う。

1-1-7.医療人材の派遣を行う協定締結医療機関

医療人材の派遣を行う協定締結医療機関は、平時に県と締結した協定に基

づき、県からの要請に応じて、新型インフルエンザ等に対応するため、医療

人材を医療機関等に派遣する。

1-2.県予防計画及び保健医療計画に基づく医療提供体制の整備

① 県は、県予防計画及び保健医療計画に基づく医療提供体制の目標値を

設定するとともに、地域の医療機関等の分担を明確化し、新型インフルエン

ザ等発生時における医療提供体制を整備する。県は、上記の２計画に基づき、

医療機関との間で、病床確保、発熱外来、自宅療養者等への医療の提供、後

方支援又は医療人材派遣に関する協定を締結する。（健康福祉部）

② 県は、①の医療提供体制を整備する際に国から必要な支援や助言等を

受ける。 （健康福祉部）

③ 県は、1-1-3 による入院病床が有効に機能するよう、1-1-6 による後方

支援を行う協定締結医療機関の感染症対策の向上を支援するほか、社会福祉

施設等への研修を充実させ、新型インフルエンザ等から回復した患者の転

院・退院先の確保のための取組を行う。（健康福祉部）

④ 県は、民間宿泊事業者等との間で協定の締結を進めて必要と判断した

際には宿泊療養施設を確保する体制を整えつつ、対応期に軽症者等を受け入

れる場合において宿泊施設の近隣の第１種協定指定医療機関等による医療的

な対応等について事前に検討を行う。（健康福祉部）

1-3.研修や訓練の実施を通じた人材の育成等

① 県は、医療機関とともに、国が、研修や訓練等を通じて、人工呼吸器

や ECMO 等を扱う医療人材、感染症専門人材の育成を推進することに協力する。

（健康福祉部）

② 県は、医療法に基づき災害・感染症医療業務従事者（DMAT、DPAT、災

害支援ナース）等の医療人材の派遣を行う医療機関との間で協定を締結する

とともに、医療機関、医療人材（災害・感染症医療業務従事者を含む。）、消

防機関、医療機関清掃従事者等の研修や訓練を実施し、研修や訓練の結果を

国へ報告する。（健康福祉部）

③ 県は診療報酬における感染症対策向上加算１における病院間の医療ネ

ットワークの活用を支援し、地域全体の感染対策水準の向上を図る。（健康福

祉部）
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④ 県は、本庁において速やかに感染症有事体制に移行するための、感染

症危機管理担当部局に限らない全庁的な研修・訓練を行う。その際、本庁が

主体となり、関係する多数の機関（市町、保健所、県環境衛生科学研究所等）

に対して訓練の参加を促す。（くらし・環境部、健康福祉部、関係部局）

⑤ 県は、有事の際の速やかな初動体制を確立するため、平時から整備し

ている連絡体制を確認する情報伝達訓練や、県としての対応を決定するため

の知事等が出席する県対策本部設置訓練について、年１回を基本として全庁

的に実施する。（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）

⑥ 県内の協定締結医療機関等は、協定における役割や機能に応じて、関

係学会の最新の知見に基づくガイドライン等を参考にし、院内感染対策（ゾ

ーニング、換気、個人防護具の着脱等）や患者の受入体制の確保等に係る実

践型の訓練や研修を実施するか、又は、県等の自治体を含む外部の機関が実

施するものに職員を参加させる。

そして、その実施状況について G-MIS 等により県及び国へ報告する。

1-4.新型インフルエンザ等の発生時のための DX の推進

センターは、医療機関等とともに、G-MIS 等の運用について確認するため、

研修や訓練等を定期的に実施する。（健康福祉部）

1-5.医療機関の設備整備・強化等

① 県は、国とともに、新型インフルエンザ等の対応を行う感染症指定医

療機関及び協定締結医療機関について、施設整備及び設備整備の支援を行う

とともに、準備状況の定期的な確認を行う。（健康福祉部）

② 県内の医療機関は、平時から、ゾーニングや、個室・陰圧室等の準備

状況について定期的な確認を行い、対応体制の強化を行う。
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1-6.臨時の医療施設等の取扱いの整理

県は、臨時の医療施設の設置・運営・医療人材確保等の方法についての国

による整理も踏まえ、平時から、臨時の医療施設の設置等について必要性や

実現性を検討し、臨時の医療施設の設置、運営、医療人材確保等の方法を整

理する。（健康福祉部）

1-7.連携協議会等の活用

県は、新型インフルエンザ等が発生した際に対応ができるよう、連携協議

会等を活用し、医療機関や保健所、消防機関、高齢者施設等、医師会等との

連携を図り、県予防計画や保健医療計画に基づく医療提供体制が有事に適切

に確保できるよう、相談・受診から入退院までの流れ、入院調整の方法、医

療人材の確保、患者及び症状が回復した者の移動手段、高齢者施設等への医

療人材派遣や、高齢者施設等における重症者対応、集団感染が発生した場合

の医療の提供等について整理を行い、随時更新を行う。

また、県は、これらの整理を踏まえ、必要に応じて感染症法に基づく総合

調整権限を活用しながら、医療提供体制の確保を行うことについて、あらか

じめ関係機関等と確認する。

さらに、県は、連携協議会等においてこれらの関係機関と協議した結果を

踏まえ、県予防計画や保健医療計画を改定する。（健康福祉部）

1-8.特に配慮が必要な患者に関する医療提供体制の確保

① 県は、特に配慮が必要な患者について、患者の特性に応じた受入れ医

療機関の設定及び病床の確保や、関係機関等との連携等の体制確保を行う。

② 県は、地域によっては、小児や妊産婦等の医療にひっ迫が生じる可能

性があることから、そのような場合の広域的な感染症患者等の移送・他の疾

患等の傷病者の搬送手段等について保健所、消防機関、患者等搬送事業者等

との間で、平時から協議を行う。（健康福祉部）

(9) 治療薬・治療法

1-1.情報収集・分析体制の整備

センターは、国及び JIHS が構築する情報共有体制を通じて、新型インフル

エンザ等の治療薬・治療法の研究開発動向や備蓄の状況、臨床情報等に関す

る情報を共有し、適切に活用する。（健康福祉部）

1-2.治療薬・治療法の研究開発の推進

1-2-1.研究開発体制の構築

① 国が JIHS を中心として、県指定の感染症指定医療機関と連携して、臨

床情報、検体、病原体を管理集約できる体制を構築する際に、センターは協

力する。（健康福祉部）

② センターは、感染症の診療を行う医療機関が感染症の科学的知見の創

出や治療薬等の開発に向けた共同研究を実施できる体制づくりを支援すると

ともに、国が強化する都道府県や国内外の医療機関、研究機関等との連携及
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びネットワークに参加する。（健康福祉部）

③ センターは、国が主導する治療薬・治療法の研究開発について、県内

の感染症の診療を行う医療機関等を通じた臨床研究の実施に積極的に協力す

る。（健康福祉部）

1-2-2.基礎研究及び臨床研究等の人材育成

国及び JIHS が大学等の研究機関と連携して行う、感染症の基礎研究から治

験等臨床研究の領域における人材育成に対して、県及び保健所設置市は支援

を行う。

また、県及び保健所設置市は、国とともに、育成した人材について、キャ

リア形成の支援等を通じて積極的に活用することにより、研究を推進する医

療機関や研究機関等との連携ネットワークに参画する臨床研究中核病院や感

染症指定医療機関等における臨床研究等の実施体制の強化を支援する。（健康

福祉部）

1-3.治療薬・治療法の活用に向けた整備

1-3-1.医療機関等への情報提供・共有体制の整備

① センターは、国及び JIHS が、新型インフルエンザ等の診断・治療に資

する情報等を迅速に提供・共有するために整備した体制から得た情報を医療

機関等や医療従事者等、住民等に対して適切に周知する。 （健康福祉部）

② センターは、新型インフルエンザ等の発生時に、感染症指定医療機関

や協定締結医療機関等で、国及び JIHS が示す情報等に基づき治療薬・治療法

を使用できるよう、医療機関等と体制を構築するとともに、医療機関におけ

る実施体制を定期的に確認する。（健康福祉部）

1-3-2.有事の治療薬等の供給に備えた準備

① 県は、新型インフルエンザ等の治療薬を医療機関や薬局へ円滑に流通

させることに関して国が実施する、有事を想定した準備や訓練に協力する。

（健康福祉部）

② 県は、新型インフルエンザ等の発生時に、感染症指定医療機関や協定

締結医療機関等で、国及び JIHS が示す情報等に基づき治療薬・治療法を使用

できるよう、医療機関等と体制を構築するとともに、医療機関における実施

体制を定期的に確認する。

特に、地域の実情に合わせた体制の構築のため、対応期において治療薬の

供給が限定された場合を想定し、感染症指定医療機関や協定指定医療機関等

に配分対象機関が限定された場合においても対応できる体制の検討を行う。

（健康福祉部）

1-3-3.感染症危機対応医薬品等の備蓄及び流通体制の整備

① センターは、国とともに、抗インフルエンザウイルス薬について、諸

外国における最新の備蓄状況や医学的な知見等を踏まえ、全り患者の治療と

その他の医療対応に必要な量を目標として計画的かつ安定的に備蓄する。そ
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の際、現在の備蓄状況、流通の状況や重症患者への対応等も勘案する

具体的には、日本全体での抗インフルエンザウイルス薬の行政備蓄 3,500

万人分のうち、国と都道府県が半分ずつ均等に備蓄するため、本県の備蓄分

は約 50 万人分となるが、これを計画的かつ安定的に備蓄し続ける。

なお、国及び県は、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の保管場所を

非公開とし、十分な警備体制の下で厳重に管理する。（健康福祉部）

② 県は、医師会関係者、薬剤師会関係者、指定（地方）公共機関を含む

卸業者、学識経験者、保健所職員等からなる抗インフルエンザウイルス薬対

策委員会等を設置し、新型インフルエンザの発生時における抗インフルエン

ザウイルス薬の安定供給等を図るため、次に掲げる事項を取り決める。（健康

福祉部）

○ 県内の卸業者及び医療機関、薬局等の抗インフルエンザウイルス薬の在

庫状況等を短期間に把握する体制整備に関すること

○ 備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の放出方法に関すること

(10) 検査

1-1.検査体制の整備

① 県及び保健所設置市は、国と連携し、予防計画に基づき、平時から検

査の精度管理に取り組み、感染症サーベイランスの実施体制を整備・維持す

る等、有事に検査体制の拡大を速やかに実施するための準備を行う。（くら

し・環境部、健康福祉部）

② 県環境衛生科学研究所等は、JIHS と試験・検査等の業務を通じて平時

から連携を深める。また、JIHS と検査精度等の検証を迅速に行う体制を確立

することに協力する。（くらし・環境部、健康福祉部）

③ 県及び保健所設置市は、有事において検査を円滑に実施するため、検

体採取容器や検体採取器具、検査用試薬等の検査物資の備蓄及び確保を進め

る。また、医療機関等において、検体の採取のみを行った場合に、検査実施

機関へ迅速に検体の搬送を行えるよう、準備期から体制の整備に努める。（く

らし・環境部、健康福祉部）

④ 県は、新型インフルエンザ等の発生時に速やかに検査体制を整備する

ため、国が検疫所や地方衛生研究所等、民間検査機関、医療機関、研究機関

及び流通事業者等有事に検査の実施に関与する機関（以下「検査関係機関等」

という。）との間の役割分担を平時から確認し、有事における検査体制整備を

進めることに協力する。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑤ 県及び保健所設置市は、予防計画に基づき、県環境衛生科学研究所等

や県においては検査等措置協定を締結している民間検査機関等における「検

査体制の充実・強化」に係る検査実施能力の確保状況の情報を把握し、毎年

度その内容を国に報告するとともに、これらの機関等からの検査体制の整備

に向けた相談等への対応を行う。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑥ 県は、国が新型コロナ対応で確保した PCR 検査能力等を一定程度維持

することを目指し、検査実施能力の確保と検査機器の維持管理に取り組むこ

とに協力する。（くらし・環境部、健康福祉部）
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1-2.訓練等による検査体制の維持及び強化

① 県及び保健所設置市は、予防計画に基づき、県環境衛生科学研究所等

や県においては検査等措置協定締結機関等における検査体制の充実・強化に

係る検査実施能力の確保状況等の情報を有事に速やかに把握できるよう、訓

練等で定期的に確認を行う。県環境衛生科学研究所等や検査等措置協定締結

機関等は、訓練等を活用し、国、県及び保健所設置市と協力して検査体制の

維持に努める。（くらし・環境部、健康福祉部）

② 県環境衛生科学研究所等及び検査等措置協定締結機関等は、県内の検

査関係機関等と協力し、有事の際に検体や病原体の搬送が滞りなく実施可能

か、研修や訓練を通じて確認する。（くらし・環境部、健康福祉部）

③ 県と県環境衛生科学研究所等は、検体入手から病原体の検出手法の確

立及びその手法を検査機関に普及する初動体制を構築するために JIHS が実

施する訓練に参加する。（くらし・環境部、健康福祉部）

④ 県は、検体採取部位によっては検体採取を行う者の職種が限られるこ

とから、国が実施する歯科医師を対象とした検体採取の技術研修等を支援す

る。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑤ 県環境衛生科学研究所等は、健康危機対処計画を策定し、有事におけ

る所内の組織・人員体制、検査実施体制（検査機器等の整備、検査試薬の備

蓄、検体搬送の仕組み等）、関係機関との役割分担や連携、研修・訓練の実施

方針等について記載する。

また、県環境衛生科学研究所等は、健康危機対処計画で定めた内容に基づ

き、感染症有事に想定される人員を対象とした定期的な研修・訓練等を実施

し、訓練結果を踏まえて健康危機対処計画の見直しを行う。（くらし・環境部）

1-3.検査実施状況等の把握体制の確保

① 国が、県環境衛生科学研究所等と県内の民間検査機関、医療機関等と

連携して、有事において、検査の実施状況（検査実施機関名、検査実施可能

数、検査実施数・検査結果（陽性数等）等）や検査陽性割合等を効率的に把

握するための電磁的な方法の確立や体制の確保を行う際に、県は協力する。

（くらし・環境部、健康福祉部）

② 県は、検査等措置協定を締結した機関に対し、検査実施機関名、検査

実施可能数、検査実施数・検査結果（陽性数等）等の情報を効率的に収集し、

県内の状況を把握することに努め、国が整備する仕組みを活用し、電磁的な

方法を活用して収集・報告を行う。（健康福祉部）

1-4.研究開発支援策の実施等

1-4-1.研究開発の方向性の整理

① 県及び保健所設置市は、国及び JIHS が国内外の医療機関や研究機関

等と連携し、研究開発能力を有する研究機関や検査機関等とともに、検査診

断技術の開発の方針を整理することに協力する。

また、県環境衛生科学研究所等は、有事において感染症のリスク評価等の

ため、バイオセーフティーレベル等の状況に応じて JIHS から病原体分離検査
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実施の依頼の可能性があることを想定して平時に準備する。（くらし・環境部、

健康福祉部）

1-4-2.研究開発体制の構築

新型インフルエンザ等が発生した際に、検査方法の研究開発や普及を早期

に実現することを目的として、感染症の診療を行う医療機関が診断薬・検査

機器等の開発に向けた共同研究を実施できる体制を構築するために国及び

JIHS が行うネットワークの強化に県は協力する。

具体的には、県は、国が主導する検査法の研究開発について、県内の感染

症指定医療機関や感染症の診療を行う医療機関等、治験体制を整えることが

可能な医療機関に治験への参加を呼び掛ける等臨床研究の実施に医療機関や

専門家の意見を聴いて適切に協力する。（健康福祉部）

1-4-3.検査関係機関等との連携

県及び保健所設置市は、国及び JIHS が主導する検査診断技術の研究開発に

ついて、管内の感染症の診療を行う医療機関等を通じた臨床研究の実施に医

療機関や専門家の意見を聴いて適切に協力する。（健康福祉部）

(11) 保健

1-1.人材の確保

① 国が都道府県の区域を越えた応援職員の派遣の仕組みを全国知事会

等とも協力しながら整備するので、県は全国知事会を通じてこれに協力する。

（知事直轄組織、健康福祉部、関係部局）

② 県は、感染症対応が可能な専門職を含む人材の確保、国及び他の地方

公共団体等からの人材の送出し及び受入れ等に関する体制を構築する。（経営

管理部、健康福祉部）

③ 県及び保健所設置市は、保健所における流行開始（新型インフルエン

ザ等感染症等に係る発生等の公表）から１か月間において想定される業務量

に対応するため、保健所職員、本庁等からの応援職員、IHEAT 要員、県にお

いては市町からの応援派遣等、保健所の感染症有事体制を構成する人員を確

保する。また、県及び保健所設置市は、有事の際に必要な検査体制に速やか

に移行できるよう、県環境衛生科学研究所等の計画的な人員の確保や配置を

行う。人員の配置に当たっては、検査を実施する技術職員のみならず、技術

職員をサポートする補助職員、情報収集・解析を行う情報系専門人材等を含

め検討する。（経営管理部、くらし・環境部、健康福祉部）

④ 県及び保健所設置市は、IHEAT の運用の主体として、県内の外部の専

門職や保健所を退職した者等の行政機関での勤務経験者等に対する積極的な

募集や広報等による IHEAT 要員の確保、名簿管理、研修を行う。また、所属

先がある IHEAT 要員については支援が円滑に実施されるよう所属機関との調

整等を行う。さらに、保健所における受入体制が整備されるよう人員や財源

の確保、マニュアルの整備等必要な支援を行う。（健康福祉部）
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⑤ 県及び保健所設置市は、有事の際の県環境衛生科学研究所等の人員確

保について、庁内の職員による応援だけでなく、民間検査機関等との協定締

結等による応援派遣についても検討する。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑥ 保健所は、健康危機発生時に速やかに IHEAT 要員の支援を受けること

ができるよう、IHEAT 要員の受入体制を整備する。また、県及び保健所設置

市等が行う IHEAT 要員の確保及び IHEAT 要員に対する研修・訓練について、

県及び保健所設置市の本庁と連携して取り組む。（健康福祉部）

⑦ 県は、県内の IHEAT 要員による支援体制を確保するため、平時から保

健所設置市における IHEAT の運用体制を把握した上で、感染症法に基づく連

携協議会を活用するなどして保健所設置市との協議の機会を設け、県と各保

健所設置市の役割分担等の調整を主導する。また、IHEAT 要員になり得る専

門職の関係団体や医療系大学等と連携して IHEAT 要員の募集や広報を行う。

（健康福祉部）

⑧ 保健所及び県環境衛生科学研究所等は、感染症有事体制を構成する人

員のリスト及び有事対応の組織図を作成し、定期的に点検・更新を行うなど、

受援の体制を整備する。（くらし・環境部、健康福祉部）

1-2.業務継続計画を含む体制の整備

① 県及び保健所設置市は、国の要請を受けて、予防計画に定める保健所

における感染症有事体制の状況を毎年度確認する。 （健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、予防計画に定める県環境衛生科学研究所等や

県においては検査等措置協定を締結した民間検査機関等における検査体制

（検査の実施能力）の目標値の達成状況を確認するとともに、県環境衛生科

学研究所等や検査等措置協定を締結している医療機関、民間検査機関等によ

る検査体制の確保等を行う。（くらし・環境部、健康福祉部）

③ 県及び保健所設置市又は保健所は、保健所業務に関する業務継続計画

を策定する。県環境衛生科学研究所等においても、優先的に取り組むべき業

務の継続のために必要な体制をあらかじめ想定した上で業務継続計画を策定

する。

なお、業務継続計画の策定に当たっては、有事における県及び保健所設置

市の本庁やセンター、保健所、県環境衛生科学研究所等の業務を整理すると

ともに、有事において円滑に業務継続計画に基づく業務体制に移行できるよ

う、平時から ICT や外部委託の活用等により、業務の効率化を図る。県保健

所の感染症関係業務に関する ICT による効率化は、センターが中心となって

行う。

また、業務継続計画の作成に当たって行う業務の優先度の整理については、

各業務の縮小・延期・停止が住民の生活や安全確保に与える影響や、縮小・

延期・停止することにより法令違反となる可能性の有無等を踏まえて行う。

（くらし・環境部、健康福祉部）
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1-3.研修・訓練等を通じた人材育成及び連携体制の構築

1-3-1.研修・訓練等の実施

① センター及び保健所設置市は、国の要請を受けて、保健所における感

染症有事体制を構成する人員（IHEAT 要員を含む。）への年１回以上の研修・

訓練を実施する。（健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、保健所の感染症有事体制を構成する人員（保

健所職員、本庁等からの応援職員、IHEAT 要員、県においては市町からの応

援派遣等）の全員が年１回以上受講できるよう、センターや保健所において

研修・訓練（特に実践型訓練）を実施する。また、県環境衛生科学研究所等

においても、円滑に有事体制に移行し検査を実施できるよう、定期的に実践

型訓練を実施する。

保健所の感染症有事体制を構成する人員を対象とした実践型訓練において

は、初動対応（外部人材も含んだ参集、チームビルディング、指揮命令系統

の確立等）の訓練、感染症業務訓練（相談対応、積極的疫学調査、移送、検

体搬送、PPE 着脱等の実技等）、情報連絡訓練、ICT 利活用に関する訓練等を

行う。

県環境衛生科学研究所等が行う実践型訓練においては、本部機能の立ち上

げから検査終了までの一連の流れを通し、県又は保健所設置市の本庁や保健

所、関係機関と連携しながら実施し、検体搬送の体制、各担当の連絡窓口等

の確認を行う。（くらし・環境部、健康福祉部）

③ 県及び保健所設置市は、国立保健医療科学院や JIHS 等で実施される

感染症対策・感染症検査等に関する研修会や実地疫学専門家養成コース

(FETP-J)等に、保健所及び県環境衛生科学研究所等の職員等を積極的に派遣

するとともに、感染症に関する研修等を開催すること等により保健所の職員
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等に対する研修の充実を図る。さらに、これらにより感染症に関する知識を

習得した者を保健所や県環境衛生科学研究所等において活用等を行う。（くら

し・環境部、健康福祉部）

④ 県は、IHEAT 要員の育成において、管内の保健所設置市等の実施する研

修に対し、必要に応じて講師派遣や、部分開催、共催等による支援、企画への

助言等を行う。

県及び保健所設置市は、IHEAT 要員に対し、実践的な訓練を含む研修を、少

なくとも年１回受講させる。また、県及び保健所設置市が実施する研修を受講

した IHEAT 要員に対し、国が実施する感染症の高度な研修等への受講を促す。

（健康福祉部）

⑤ 県は、県内の保健所や県環境衛生科学研究所等の人材育成を支援する。

（くらし・環境部、健康福祉部）

⑥ 県及び保健所設置市は、保健所や県環境衛生科学研究所等に加え、各本

庁においても速やかに感染症有事体制に移行するため、感染症危機管理担当部

局に限らない全庁的な研修・訓練を実施することで、感染症危機への対応能力

の向上を図る。

その際、関係する多数の機関（市町、保健所、県環境衛生科学研究所等）に

対して訓練の参加を促進し、県及び保健所設置市の本庁が主体となった連携訓

練を行う。

県は、有事の際の速やかな初動体制を確立するため、平時から整備している

連絡体制を確認する情報伝達訓練や、県としての対応を決定するための知事等

が出席する対策本部設置訓練について、年１回を基本として全庁的に実施する。

（危機管理部、くらし・環境部、健康福祉部、その他全部局）
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1-3-2.多様な主体との連携体制の構築

① 県及び保健所設置市は、新型インフルエンザ等の発生に備え、連携協

議会等を活用し、平時から保健所や県環境衛生科学研究所等のみならず、市

町、消防機関等の関係機関、専門職能団体等と意見交換や必要な調整等を通

じ、連携を強化する。（健康福祉部）

② 連携協議会等においては、入院調整の方法や医療人材の確保、保健所

体制、検査体制や検査実施の方針、情報共有の在り方、感染症患者等の移送、

他の疾患等の傷病者の救急搬送等について協議し、その結果を踏まえ、県及

び保健所設置市は、予防計画を策定・変更する。

なお、予防計画を策定・変更する際には、県行動計画や市町行動計画、保

健医療計画並びに地域保健対策の推進に関する基本的な指針に基づき、県内

の保健所及び県環境衛生科学研究所等が作成する健康危機対処計画と整合性

をとる。

その際、県は、必要に応じて総合調整権限を活用しながら、医療提供体制

の確保について、あらかじめ関係機関等と確認する。（健康福祉部）

③ 有事に、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性

等）、流行状況、病床のひっ迫状況等により、陽性者が自宅や宿泊療養施設で

療養する場合には、陽性者への食事の提供等の実施、宿泊施設の確保等が必

要となるため、県は、市町や協定を締結した民間宿泊事業者等との連携体制

を構築し、オール静岡で感染症危機に備える体制を構築する。

県は、市町の協力を得て、新型インフルエンザ等患者等に対して食事の提

供等や健康観察等を実施するため、センターが感染症サーベイランスシステ

ムにより把握・管理している情報のうち、新型インフルエンザ等患者等に係

る氏名、住所、年代、重症度、確定診断日、連絡先など、必要な個人情報を
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その居住する市町に提供する。その実施にあたって、必要な目的にのみ個人

情報を共有する観点から、県と市町との間で覚書を締結するよう努める。（健

康福祉部）

④ 県は、有事における感染症患者の搬送について消防機関との連携を含め、

搬送体制について検討する。（健康福祉部）

1-4.保健所及び県環境衛生科学研究所等の体制整備

① 県及び保健所設置市は、感染経路の特定、濃厚接触者の把握等に係る

積極的疫学調査、病原体の収集や分析等の専門的業務を適切に実施するため

に、感染症がまん延した際の情報量と業務量の増大を想定し、効率的な情報

集約と柔軟な業務配分・連携・調整の仕組みを構築する。

また、保健所や県環境衛生科学研究所等における交替要員を含めた人員体

制、設備等を整備するとともに、感染症対応業務に従事する職員等のメンタ

ルヘルス支援等の必要な対策を講ずる。加えて、県は、外部委託や市町の協

力を活用しつつ自宅療養者等の健康観察を実施できるよう体制を整備する。

なお、県及び保健所設置市は、予防計画において、保健所及び県環境衛生

科学研究所等の体制整備に関する事項として、病原体等の検査の実施体制及

び検査能力の向上に関する事項、感染症の予防に関する人材の養成及び資質

の向上に関する事項、感染症の予防に関する保健所の体制の確保に関する事

項等を記載し、数値目標として、検査の実施件数（実施能力）、検査設備の整

備数、保健所職員等の研修・訓練回数、保健所の感染症対応業務を行う人員

確保数、即応可能な IHEAT 要員の確保数（IHEAT 研修受講者数）を記載する。

（経営管理部、くらし・環境部、健康福祉部）

② 保健所は、平時から新型インフルエンザ等の発生など、感染症のまん
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延等に備えた準備を計画的に進めるため、健康危機対処計画を策定し、想定

した業務量に対応するための人員の確保、研修・訓練の実施、ICT 活用等に

よる業務の効率化、メディカルコントロール協議会などの場を活用した消防

機関との情報共有、地域の専門職能団体や大学等教育機関等の関係機関との

連携強化等に取り組む。

なお、保健所が策定する健康危機対処計画には、有事における業務量及び

人員数の想定、研修・訓練の実施方針、組織・業務体制（ICT 活用、外部委

託や県による一元化による業務効率化の方針を含む）、関係機関との役割分担

や連携等について記載する。

また、保健所は、健康危機対処計画で定めた内容に基づき、保健所の感染

症有事体制を構成する人員を対象とした定期的な研修・訓練の実施等による

人材育成や、ICT 活用等による計画的な保健所業務の効率化に取り組むとと

もに、訓練結果の評価を踏まえて健康危機対処計画の見直しを行う。また、

保健所の感染症有事体制を構成する人員については、平時から対象人員のリ

ストを作成しておき、定期的に点検・更新を行う。（健康福祉部）

③ 県環境衛生科学研究所等は、JIHS が構築する情報共有等の連携体制

に参加し、迅速な検査及び疫学調査の機能の維持及び強化のために必要な支

援を受ける。（くらし・環境部）

④ 県環境衛生科学研究所等は、健康危機対処計画を策定し、施設及び機

器の整備・メンテナンス、検査の精度管理の向上、感染症情報の管理等のた

めのシステムの活用、調査及び研究の充実並びに JIHS 等の関係機関との連携

体制の構築、休日及び夜間において適切な対応を行う体制の整備等を図る。

なお、県環境衛生科学研究所等が策定する健康危機対処計画には、有事に

おける所内の組織・人員体制、検査実施体制（検査機器等の整備、検査試薬
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の備蓄、検体搬送の仕組み等）、関係機関との役割分担や連携、研修・訓練の

実施方針等について記載する。そして、その内容に基づき、施設及び機器の

整備・メンテナンス、検査の精度管理の向上、感染症情報の管理等のための

システムの活用、調査及び研究の充実並びに JIHS 等の関係機関との連携体

制の構築、休日及び夜間において適切な対応を行う体制の整備等を図る。

また、県環境衛生科学研究所等の感染症有事に想定される人員を対象とし

た定期的な研修・訓練等を実施し、訓練結果を踏まえて健康危機対処計画の

見直しを行う。（くらし・環境部）

⑤ 県環境衛生科学研究所等及び県が検査等措置協定を締結した機関等は、

迅速な検査及び疫学調査の機能の維持・強化を図るため、国が JIHS と連携し

て実施する訓練等に参加する。また、平時の訓練等を活用し、国、県及び保

健所設置市と協力して検査体制の維持に努める。（くらし・環境部、健康福祉

部）

⑥ 県環境衛生科学研究所等及び県が検査等措置協定を締結した機関等は、

平時から県及び保健所設置市の関係機関と協力し、有事の際に検体の輸送が

滞りなく実施可能か、研修や訓練を通じて確認する。（くらし・環境部、健康

福祉部）

⑦ 県、保健所設置市及び県環境衛生科学研究所等は、JIHS が有事に迅速

に検査体制が整備できるように実施する、検体の入手から病原体の検出手法

の確立及びその手法を検査機関に普及する初動体制を構築するための訓練に

参加する。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑧ センター、保健所設置市、保健所及び県環境衛生科学研究所等は、国

及び JIHS とともに、感染症サーベイランスシステムを活用し、平時から季節

性インフルエンザや新型コロナ等の流行状況（病原体ゲノムサーベイランス

を含む。）を迅速に把握する体制を整備する。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑨ センター、保健所設置市及び保健所は、国とともに G-MIS を活用し、

協定締結医療機関の協定の準備状況（病床確保・発熱外来等の措置内容確認、

研修・訓練等、各物資の備蓄状況等）を把握する。（健康福祉部）

⑩ 県、保健所設置市、保健所及び県家畜保健衛生所は、感染症法若しく

は家畜伝染病予防法に基づく獣医師からの届出又は野鳥等に対する調査等に

基づき、国内及び地域における鳥インフルエンザの発生状況等を把握する。

また、医療機関から鳥インフルエンザの感染が疑われる者について保健所に

情報提供・共有があった場合に、それぞれ情報提供・共有を行う体制を整備

する。（健康福祉部、経済産業部）

⑪ 国及び JIHS が主導する感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染

性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や臨床像等を明らかにするための調査研

究や、治療薬等の研究開発について、県及び保健所設置市は、医療機関や専

門家の意見を聴いて適切に協力する。（健康福祉部）

⑫ センターは社会福祉施設等の現場に対して保健所が感染防止対策につ

いての助言を行う際にそれを支援する仕組み（FICT：ふじのくに感染症専門

医協働チーム）を整備する。（健康福祉部）
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1-5.DX の推進

県及び保健所設置市は、保健所及び県環境衛生科学研究所等とともに、感

染症サーベイランスシステムや G-MIS を有事にも活用する国実施の訓練に参

加し、各種システムの運用に関する課題について改善を図るよう国に積極的

に意見する。

県及び保健所設置市の本庁と保健所等は、感染症サーベイランスシステム

による感染者数の把握、健康観察（本人からの報告及び保健所・医療機関等

が健康状態を確認するための自動架電を含む））や、G-MIS による医療機関の

病床の稼働状況、医療スタッフの状況、受診者数の把握等について、平時か

ら研修・訓練等により活用方法を習得しておく。（くらし・環境部、健康福祉

部）

1-6.地域における情報提供・共有、リスクコミュニケーション

① センター及び保健所設置市は、平時から感染症に関する基本的な情報、

基本的な感染対策（換気、マスク着用等の咳エチケット、手洗い、人混みを

避ける等）、感染症の発生状況等の情報、新型インフルエンザ等に関する情報

や発生時にとるべき行動等その対策等について、国から提供された情報や媒

体を活用しながら、県内の実情に応じた方法で、住民に対して情報提供・共

有を行う。（知事直轄組織、健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、住民への情報提供・共有方法や、住民

向けのコールセンター等の設置を始めとした住民からの相談体制の整備方法、

リスクコミュニケーションの在り方等について、あらかじめ検討を行い、有

事に速やかに感染症情報の住民への情報提供・共有体制を構築できるように

する。（知事直轄組織、健康福祉部）

③ センター及び保健所設置市は、感染症情報の共有に当たり、情報の受

取手である住民等と可能な限り双方向のコミュニケーションに基づいたリス
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クコミュニケーションを適切に行うことができるよう、住民等が必要とする

情報を把握し、更なる情報提供・共有に活用する方法等を整理する。（知事直

轄組織、健康福祉部）

④ センター及び保健所設置市は、感染症は誰でも感染する可能性がある

もので、感染者やその家族、所属機関、医療従事者等に対する偏見・差別等

は、決して許されるものではなく、法的責任を伴い得ることや、患者が受診

行動を控える等、感染症対策の妨げにもなること等について住民等へ繰り返

し啓発する。（健康福祉部）

⑤ 県は、市町と連携し、高齢者、こども、日本語能力が十分でない外国

人、視覚や聴覚等が不自由な方等の情報共有に当たって配慮が必要な者に対

しても、有事に適時適切に情報共有ができるよう、平時における感染症情報

の共有においても適切に配慮する。

また、保健所設置市においても同様の配慮をする。（健康福祉部）

⑥ センターは、病院、診療所、老人福祉施設等において感染症が発生し

又はまん延しないよう、最新の医学的知見等を踏まえた施設内感染に関する

情報をこれらの施設の開設者又は管理者に適切に提供する。

また、施設内感染に関する情報や研究の成果及び講習会・研修に関する情

報を、医師会等の関係団体等の協力を得つつ、病院、診療所、老人福祉施設

等の現場の関係者に普及し、活用を促していく。（健康福祉部）

⑦ 保健所は、センターや県環境衛生科学研究所等、管内市町等と連携し、

感染症対策に必要な情報の収集を行い、管内地域における総合的な感染症の

情報の発信拠点として、管内住民に対して感染症についての情報共有及び普

及啓発や相談等のリスクコミュニケーションを行う。具体的には、保健所は

センターと連携し、地域住民に対し、感染症に関する研修の実施や教材の作

成等による正しい知識の普及や、感染症に関する情報リテラシーを高めるた

めの啓発を行う。 また、保健所に寄せられる住民の相談等は、感染症危機の
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発生を探知する契機となることもあることに留意し、保健所は、平時から住

民からの相談に幅広く応じるなかで、情報の探知機能を高めておく必要があ

る。（健康福祉部）

⑧ 県環境衛生科学研究所等は、住民が感染症に関する正しい認識を持つ

ように情報提供するとともに、感染症発生時における広報体制について、事

前に県及び保健所設置市の本庁と役割を整理する。（くらし・環境部）

(12) 物資

1-1.体制の整備

県は、国が需給状況の把握、供給の安定化、生産等の要請等を円滑に行う

ため情報共有の体制を整備することに協力する。（健康福祉部、関係部局）

1-2.感染症対策物資等の備蓄等

① 県は、国、市町及び指定（地方）公共機関とともに、県行動計画、政

府行動計画、市町行動計画及び業務計画に基づき、その所掌事務又は業務に

係る新型インフルエンザ等対策の実施に必要な感染症対策物資等の備蓄や医

療機器の配置等をするとともに、定期的に備蓄状況等を確認する。

なお、上記の備蓄については、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）

第 49 条の規定による物資及び資材の備蓄と相互に兼ねることができる。

また、有事の際に想定される感染症対策物資の受入、保管、仕分け及び配

送等の業務発生を想定し、事前に物流業者等と調整を行うとともに、市場か

らの衛生資材調達が困難な期間が長く続いた場合に備えて、県内医療機関等

に対して優先的に感染症対策物資を供給可能な県内の生産業者及び販売業者

等の情報を把握する。（危機管理部、健康福祉部）

② 県は、県内の医療機関等に個人防護具を迅速に配布し、医療提供体制

を維持する観点から、初動１か月分の備蓄の確保を行う。県は、国の要請や

支援・助言等を受けて、県予防計画に定める個人防護具を国の定める備蓄品

目（サージカルマスク、N95 マスク、アイソレーションガウン、フェイスシ

ールド、非滅菌手袋）や備蓄水準（初動１か月分）を踏まえて、使用推奨期

限の近いまたは超過したものを放出し、それに見合う量を新たに調達する方

法や流通在庫備蓄によって確実に備蓄するとともに、その備蓄を確実に維持

する。（健康福祉部）

③ 県は、国とともに、最初に感染者に接触する可能性のある救急隊員等

搬送従事者のための個人防護具の備蓄を進めるよう消防機関に要請するとと

もに、必要な支援を行う。（健康福祉部）
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1-3.医療機関等における感染症対策物資等の備蓄等

① 県は、県予防計画に基づき地域の協定締結医療機関における個人防護

具の備蓄等を推進するほか、保健医療計画の数値目標等を踏まえつつ、有事

の通常医療との両立の観点からも、協定締結医療機関における必要な感染症

対策物資等の備蓄・配置状況を確認する。（健康福祉部）

② 協定締結医療機関は、国が定める備蓄品目（サージカルマスク、N95

マスク、アイソレーションガウン、フェイスシールド、非滅菌手袋）や備蓄

水準（2か月分を推奨）を踏まえ、県予防計画に基づき個人防護具を計画的

に備蓄する。県は、国とともに、協定締結医療機関の個人防護具の保管施設

整備の支援を行う。（健康福祉部）

③ 県は、国とともに、協定締結医療機関に対して、個人防護具以外の必

要な感染症対策物資等の備蓄・配置にも努めるよう要請する。（健康福祉部）

④ 県は、国とともに、協定を締結していないその他の医療機関等（薬局・

訪問看護事業所を含む）に対しても、必要な感染症対策物資等の備蓄・配置

に努めるよう要請する。（健康福祉部）

⑤ 県は、国とともに、平時から年に１回程度 G-MIS を通じて、定期的に

協定締結医療機関における感染症対策物資等の備蓄・配置状況を確認する。

（健康福祉部）

⑥ 県は、国とともに、社会福祉施設等に対して、可能な限り必要な感染

症対策物資等の備蓄・配置に努めるよう呼び掛ける。（健康福祉部）

⑦ 県は、国とともに、重症者用病床を有する、病床確保に関する協定を

締結した医療機関において、必要な人工呼吸器（一般的名称が汎用人工呼吸

器又は成人用人工呼吸器であるもののうち、重症肺炎患者に使用可能なもの

で、気管挿管に対応可能なもの。）が適切に配置されているか平時から年に１

回程度 G-MIS を通じて確認する。（健康福祉部）
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(13) 県民生活・地域経済

1-1.情報共有体制の整備

国は、新型インフルエンザ等の発生時に、国民生活及び社会経済活動への

影響に関する情報収集を行うため、連絡の窓口となる部署及び担当者を定め

て国と都道府県との間で情報共有体制を整備するので、県も、窓口となる部

署及び担当者を定める。

また、県は、市町とともに、新型インフルエンザ等対策の実施に当たり、

関係機関との連携や内部部局間での連携のため、必要となる情報共有体制を

整備する。（危機管理部、くらし・環境部、健康福祉部、関係部局）

1-2.支援の実施に係る仕組みの整備

県は、国、市町とともに、新型インフルエンザ等の発生時の支援の実施に

係る行政手続や支援金等の給付・交付等について、DX を推進し、適切な仕組

みの整備を行う。その際は、高齢者やデジタル機器に不慣れな方々、外国人

等も含め、支援対象に迅速に網羅的に情報が届くようにすることに留意する。

（危機管理部、くらし・環境部、健康福祉部、関係部局）

1-3.条例等の弾力的な運用に関する準備

県は、県民生活及び社会経済活動の安定を確保する観点から、新型インフ

ルエンザ等の発生時に弾力的に運用することが必要な条例等について、必要

があれば、具体的な対応方針を整理する。（関係部局）

1-4.新型インフルエンザ等の発生時の事業継続に向けた準備

1-4-1.業務継続計画の策定の勧奨及び支援

① 国が、事業者における感染対策の実施及び事業継続のため、関係業界

団体を通じること等により、可能な範囲で新型インフルエンザ等の発生時の

業務継続計画を策定することを勧奨し、必要な支援を行う際に、県も協力す

る。（健康福祉部、経済産業部、関係部局）

② 県は、国とともに、県内の指定地方公共機関に対して、新型インフル

エンザ等の発生に備え、職場における感染対策、従業員の健康管理、重要業

務の継続や一部の業務の縮小等について、業務計画を策定する等の十分な事

前の準備を行うよう求めるとともに、その業務計画の策定を支援し、その状

況を確認する。（危機管理部、健康福祉部、経済産業部、関係部局）
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1-4-2.柔軟な勤務形態等の導入準備の勧奨

国が事業者に対し、新型インフルエンザ等発生時に、オンライン会議等の

活用、テレワークや時差出勤等の人と人との接触機会を低減できる取組が勧

奨される可能性のあることを周知し、その準備を検討するよう勧奨する際に、

県も協力する。（危機管理部、健康福祉部、経済産業部、関係部局）

1-5.緊急物資運送等の体制整備

県は、国と連携し、新型インフルエンザ等の発生時における医薬品、食料品

等の緊急物資の流通や運送の確保のため、緊急物資の製造・販売、運送を行

う事業者である県内の指定（地方）公共機関等に対し、緊急物資の流通や運

送等の事業継続のため体制の整備を要請する。（危機管理部、健康福祉部、経

済産業部、関係部局）

1-6.物資及び資材の備蓄

① 県は、国、市町及び指定地方公共機関とともに、県行動計画、政府行

動計画、市町行動計画及び業務計画に基づき、第２章Ⅰ準備期（12）物資 1-2

で備蓄する感染症対策物資等のほか、その所掌事務又は業務に係る新型イン

フルエンザ等対策の実施に当たり、必要な食料品や生活必需品等を備蓄する。

なお、上記の備蓄については災害対策基本法第 49 条の規定による物資及

び資材の備蓄と相互に兼ねることができることに留意する。（危機管理部、

健康福祉部、関係部局）

② 県は、国、市町とともに、県内事業者や住民に対し、新型インフルエン

ザ等の発生に備え、マスクや消毒薬等の衛生用品、食料品や生活必需品等の

備蓄を行うことを勧奨する。（危機管理部、健康福祉部、経済産業部、関係部

局）
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1-7.生活支援を要する者への支援等の準備

県は、国とともに、市町に対し、新型インフルエンザ等の発生時における、

高齢者、障害者等の要配慮者等への生活支援（見回り、介護、訪問診療、食

事の提供等）、搬送、死亡時の対応等について、要配慮者の把握とともにその

具体的手続を決めておくよう要請し、それを支援する。（健康福祉部）

1-8.火葬能力等の把握、火葬体制の整備

① 県は、国及び市町と連携し、県内の火葬場の火葬能力及び一時的に遺

体を安置できる施設等についての把握・検討を行い、火葬又は埋葬を円滑に

行うための体制を整備する。（健康福祉部）

② 県は、市町の協力を得て、火葬場における稼働可能火葬炉数、平時及

び最大稼働時の一日当たりの火葬可能数、使用燃料、その備蓄量及び職員の

配置状況等の火葬場の火葬能力並びに公民館、体育館及び保冷機能を有する

施設など一時的に遺体を安置することが可能な施設（以下「臨時遺体安置所」

という。）数について調査し、その結果を市町及び近隣県と情報共有する。（健

康福祉部）

③ 県は、調査の結果を踏まえ、市町の意見を聞いた上で、対応期に備え

た火葬体制の整備を行うものとする。その際には、遺体搬送手段の確保のた

め必要に応じて遺体の搬送作業に従事する者と協定を締結するほか、県警察

等関係機関と必要な調整を行う。（健康福祉部、県警本部）

④ 県は、遺体の搬送作業及び火葬作業に従事する者の感染防止のために

必要となる手袋、不織布製マスク、消耗品（火葬の際に必要となる柩又はこ

れに代わる板等）等の物資を確保できるよう準備する。あわせて、火葬業務

の実施体制に関しては、緊急時に火葬業務への協力が得られる火葬業務経験

者等をリスト化しておく。（健康福祉部）

⑤ 市町は県内の火葬体制を踏まえ、域内における火葬の適切な実施がで

きるよう、戸籍事務担当部局等関係機関との調整を行う。

⑥ 対応期に火葬場の火葬能力を超える死亡者が一時的にでることも考

えられるため、県は、災害時の広域火葬に係る相互扶助協定等を活用するな

どして、近隣県と遺体を保存するための資器材や火葬に使用する燃料の融通

を迅速に行えるよう連携体制を整備する。（健康福祉部）
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II 初動期

１ 初動期における各対策項目の目的
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２ 対応

(1)実施体制

2-1.新型インフルエンザ等の発生の疑いを把握した場合の措置

① センターは、国内外で新型インフルエンザ等の発生の疑いがある場合

には、専門家会議を開催し、速やかにリスク評価を行い、対策を協議し提言

を受ける。（健康福祉部）

② 県は、提言の内容によって必要であれば、連携協議会を開催し、対策

を協議し提言を受ける。（健康福祉部）

③ 県は、連携協議会の提言を受けて、必要であれば県対策本部を設置す

る。（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）

2-2.新型インフルエンザ等の発生が確認された場合の措置

① 国が、政府対策本部を設置した際は、県は、直ちに県対策本部を設置

する。あわせて、市町は、必要に応じて、対策本部を設置することを検討し、

新型インフルエンザ等対策に係る措置の準備を進める。（危機管理部、健康福

祉部、その他全部局）

② 県及び市町は、感染終息に至るまで、必要に応じて、必要な人員体制

の強化が可能となるよう、全庁的な対応を進める。（危機管理部、経営管理部、

健康福祉部、その他全部局）

③ 県は、国がり患した場合の病状の程度が季節性インフルエンザと同程

度以下と認められる新型インフルエンザ等が発生したと判断し、感染症法等

に基づく基本的な感染症対策を実施する際には、それを住民等に周知する。

（健康福祉部）

2-3.迅速な対策の実施に必要な予算の確保

県は、国が都道府県及び市町村への財政支援について迅速に検討し、所要

の措置を講ずる際に、必要な財政的支援について国に要望する。また、県及

び市町は、必要に応じて、対策に要する経費について県債又は市町債を発行

することを検討し、その準備を行う。（知事直轄組織、危機管理部、健康福祉

部、関係部局）

(2)情報収集・分析

2-1.実施体制

センターは、新型インフルエンザ等が発生した場合は、県内外からの情報

収集・分析体制を強化し、この感染症に関する速やかなリスク評価体制を確

立する。（健康福祉部）

2-2.リスク評価

2-2-1.情報収集・分析に基づくリスク評価

① センター及び保健所設置市は、国及び JIHS が行う新たな感染症につ

いてのリスク評価に資する情報の提供に努める。（健康福祉部）
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② 県及び保健所設置市は、国のリスク評価等を踏まえ、医療提供体制、

検査体制、保健等の各体制について、速やかに有事の体制への移行を判断す

るとともに、必要な準備を行う。（健康福祉部）

③ 県は、県民生活及び地域経済に関する情報や社会的影響等についても

収集を行い、感染症危機がこれらに及ぼす影響を早期に分析することを目指

す。（健康福祉部）

2-2-2.リスク評価体制の強化

① センター及び保健所設置市は、国と JIHS が感染症インテリジェンス体

制を強化し、継続的なリスク評価体制を確立する際に協力する。（健康福祉部）

② 県は、国に専門的調査支援を求めることが必要と判断した際は、国に

それを要請する。国が県に政府現地対策本部を設置した際は、JIHS に準備さ

れた感染症専門人材等の配員を受け、センターは、連携して専門的調査を行

う。（健康福祉部）

2-2-3.リスク評価に基づく感染症対策の判断及び実施

センター及び保健所設置市は、国のリスク評価に協力するとともに、国及

び JIHS と連携し、リスク評価に基づき、感染症対策を迅速に判断し、実施す

る。（健康福祉部）

2-3.情報収集・分析から得られた情報や対策の共有・公表

① センター及び保健所設置市は、新たな感染症が発生した場合には、国

が公表した感染症情報の分析結果より得られた分析結果に基づく正確な情報

について、必要な場合に公表に関する支援を国から受けつつ住民等に迅速か
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つ分かりやすく提供・共有する。（知事直轄組織、健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、情報等の公表に当たっては、個人情報

やプライバシーの保護に十分留意する。（知事直轄組織、健康福祉部）

(3) サーベイランス

2-1.有事の感染症サーベイランスの開始

① センター及び保健所設置市は、感染症サーベイランスを継続するとと

もに、新たな感染症の発生情報を探知した場合に国が開始した疑似症サーベ

イランスを実施する。

なお、この新たな感染症にかかった場合の病状の程度が重篤であるものが

発生又は発生するおそれがあると認めたとき、センターは疑似症サーベイラ

ンスの全数把握を専門家会議や関係団体等と、検討の上、開始する。（健康福

祉部）

② センター及び保健所設置市は、患者全数把握を始めとする患者発生サ

ーベイランス等の強化により、患者の発生動向等を迅速かつ的確に把握する。

なお、疫学調査や臨床研究等により明らかになった病原体の特性等に基づき

届出基準を国が変更した際には、センターは、変更された届出基準や発生届

の様式変更について、迅速に公表し周知する。（健康福祉部）

③ センター及び保健所設置市は、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、

感染性、薬剤感受性、ゲノム情報等）、臨床像や治療効果等の必要な知見を得

るため、国が開始する有事の感染症サーベイランス（入院者数、重症者数の

収集（入院サーベイランス）及び病原体サーベイランス等）を実施する。（健

康福祉部）

④ 新型インフルエンザ等に感染したおそれのある者から採取した検体

を用いて、県環境衛生科学研究所等や国立遺伝学研究所等において、ゲノム

解析を開始し、亜型等の同定を行い、JIHS は、それを確認する。ゲノム解析

の結果は県環境衛生科学研究所等が集約し、定められたシステムに入力する

とともに、県と保健所設置市で共有する。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑤ 国が、新型インフルエンザ等に感染した死亡者数を可能な範囲で速や

かに把握することを目的に、都道府県と全国の保健所設置市に対し、「陽性者

であって、入院中や療養中に亡くなった方（厳密な死因を問わない。）」につ

いて、公表の検討を求めた際は、センター及び保健所設置市は、専門家や関

係者の意見を聴いて、公表を検討する。（健康福祉部）
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2-2.リスク評価に基づく感染症対策の判断及び実施

センターは、国及び JIHS と連携し、感染症サーベイランスで収集した情報

等のリスク評価に基づく感染症対策を迅速に判断し、実施する。（健康福祉部）

2-3.感染症サーベイランスから得られた情報の共有・公表

① センター及び保健所設置市は、国が公表した感染症サーベイランスの

分析結果及び地域ごとの実情に応じたサーベイランスより得られた分析結果

に基づく正確な情報について、住民等へ分かりやすく提供・共有する。（知事

直轄組織、健康福祉部）

② センターは、必要に応じ、市町長に対し、その市町に居住する新型イ

ンフルエンザ等の患者又は新感染症の所見がある者の数、当該者の居住する

市町の名称、当該者がこれらの感染症の患者又は所見がある者であることが

判明した日その他厚生労働省令で定める情報を提供・共有する。（健康福祉部）

③ センター及び保健所設置市は、情報等の公表を行うに当たっては、ま

ん延防止への寄与、個人が特定されることのリスク等を総合的に勘案して、

個人情報やプライバシーの保護に十分留意する。（知事直轄組織、健康福祉部）

(4) 情報提供・共有、リスクコミュニケーション

センターは、国等から提供された、その時点で把握している科学的知見等

に基づき、新型インフルエンザ等の特性、県内外における発生状況、有効な

感染防止対策等について、その感染症に関する全体像が分かるよう、住民等

に対し、以下のとおり情報提供・共有する。 （知事直轄組織、健康福祉部）
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2-1. 迅速かつ一体的な情報提供・共有

① 県は、住民等が情報を受け取る媒体やその受け止めが千差万別である

ことから、準備期にあらかじめ定めた方法等を踏まえ、利用可能なあらゆる

情報媒体を整備・活用し、下記の情報について、迅速かつ一体的に情報提供・

共有を行う。

○感染症の特性に関する情報

○感染症発生状況に関する情報

○有効な感染防止対策に関する情報

○水際対策に関する情報

○検査に関する情報

○医療提供体制、治療法に関する情報

○（生活関連物資を含めた）物資の供給状況に関する情報

○各種相談窓口（コールセンター等）に関する情報

その際、個人レベルでの感染対策が社会における感染拡大防止にも大きく

寄与することを含めて、行動変容に資する啓発を進めるとともに、冷静な対

応を促すメッセージを発出するよう努める。

また、住民等が必要な情報を入手できるよう、高齢者、こども、日本語能

力が十分でない外国人、視覚や聴覚等が不自由な方等への適切な配慮をしつ

つ、理解しやすい内容や方法での情報提供・共有を行う。なお、積極的に情

報収集をしない方々に対しては、プッシュ型の情報提供・共有も適宜実施す

る。（知事直轄組織、健康福祉部）

② 県は、住民等の情報収集の利便性向上のため、県庁の各部局、国の関

係省庁、市町、指定（地方）公共機関の情報等について、必要に応じて、集

約の上、総覧できるウェブサイトを立ち上げる。（知事直轄組織、健康福祉部）

③ 県は、準備期にあらかじめ整理された情報提供・共有の在り方を踏ま

え、市町や業界団体等を通じた情報提供・共有を行う。（知事直轄組織、健康

福祉部、関係部局）

④ センターは、国が感染症の特性等に応じて見直した感染症の発生状況

等に関する公表基準等を目安として、個人情報やプライバシーの保護に留意

しつつ、感染症対策に必要な情報提供・共有を適切に行う。（知事直轄組織、

健康福祉部）

2-2.双方向のコミュニケーションの実施

① センターは、感染症対策を円滑に進めていく上で、関係者の理解や協

力を得ることが重要であることから、一方向の情報提供だけでなく、SNS の

動向やコールセンターに寄せられた意見等の把握、アンケート調査等を通じ

て、情報の受取手の反応や関心を把握し、可能な限り双方向のコミュニケー

ションに基づくリスクコミュニケーションを行うよう努める。（知事直轄組織、

健康福祉部）

② 県及び市町は、国が作成した都道府県及び市町村向けの新型インフル

エンザ等に関する Q&A 等を住民に周知するとともに、県においてはコールセ

ンター等を設置する。コールセンターに寄せられた質問事項等から、住民等
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の関心事項等を整理し、県作成の Q&A 等に反映するとともに、県庁各部局等

で共有し、情報提供・共有する内容に反映する。（健康福祉部、関係部局）

③ 県は、国の要請に基づき、市町とともに、オンライン等により新型イ

ンフルエンザ等に関する Q&A を配布する。（健康福祉部）

2-3.偏見・差別等や偽・誤情報への対応

県は、感染症は誰でも感染する可能性があるもので、感染者やその家族、

所属機関、医療従事者等に対する偏見・差別等は、許されるものではなく、

法的責任を伴い得ることや、患者が受診行動を控えるなど感染症対策の妨げ

にもなること等について、その状況等を踏まえつつ、適切に情報提供・共有

する。あわせて、偏見・差別等に関する国、県、市町、NPO 等の各種相談窓

口に関する情報を整理し、住民等に周知する。

また、例えば、ワクチン接種や治療薬・治療法に関する科学的根拠が不確

かな情報等、偽・誤情報の拡散状況等については、国が行うモニタリング結

果を踏まえつつ、その時点で得られた科学的知見等に基づく情報を繰り返し

提供・共有するなど、住民等が正しい情報を円滑に入手できるよう、適切に

対処する。 （知事直轄組織、健康福祉部）

(5) 水際対策

2-1.検疫措置の強化への協力

① 国が JIHS と連携し、PCR 検査等の検査を実施するための技術的検証

を行い、検疫所が保有する検査機器が活用できる体制を整備する際に、第２

章Ⅰ準備期（5）水際対策 1-1 で協力体制を構築した県環境衛生科学研究所等

や民間検査会社は、協定内容に基づき検査実施に協力する。（くらし・環境部、

健康福祉部）

② 国による検疫措置の強化に伴い、県警察は、県内の検疫実施空港・港

及びその周辺において、混乱による不測の事態の防止を図るため必要に応じ

て警戒活動等を行う。（県警本部）

③ 検疫所が、その周囲の宿泊施設の確保を進める際には、県は、検疫所

の説明を受け、必要があれば、宿泊施設の確保に協力する。（健康福祉部、関

係部局）

④ 県警察は、停留場所及びその周辺において、混乱による不測の事態の

防止を図るため、必要に応じて警戒活動等を行う。また、場合により県等が

行う患者及び検体の搬送に係る協力を必要に応じて行う。（県警本部）

2-2.密入国者対策

① 国による検疫に関する監視取締りが強化される際に、県警察は、県内

の検疫実施空港・港及びその周辺において必要に応じて警戒活動等を行う。

（県警本部）
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② 感染者の密入国を防止するため、国による沿岸部及び海上における警

戒活動等が強化される際に、県警察は必要に応じて、警戒活動等を行う。（県

警本部）

2-3.国との連携

① 国が検疫措置の強化に伴い、検疫所と都道府県及び全国の保健所設置

市や医療機関等の関係機関との連携を強化する際には、県は協力する。また、

県環境衛生科学研究所等や医療機関、民間検査会社は、新型インフルエンザ

等に対する PCR 検査等の検査を実施するために国が行う技術的支援を受け、

県は国とともに検査体制を速やかに整備する。（くらし・環境部、健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、国が準備期にあらかじめ定めたところに従い

県に提供する質問票等により得られた情報について、県域への水際状況の情

報として活用する。（健康福祉部）

③ 県及び保健所設置市は、居宅等待機者等に対しての本来国が行う健康

監視について、検疫所から県及び保健所設置市に依頼された場合は、状況等

に応じて実施に協力する。なお、検疫所が収集した情報について、感染症対

策上において必要があれば、健康監視の対象者以外の帰国者等の情報につい

ても、検疫所に情報提供を求める。（健康福祉部）

④ 県警察は、停留場所及びその周辺において、混乱による不測の事態の

防止を図るため、必要に応じて警戒活動等を行う。（県警本部）

⑤ 国が、クルーズ船等の乗客等に医療を提供するため、感染症法第 16 条

の２の規定に基づく協力要請等を活用し、災害派遣医療チーム（DMAT）を含

む医療人材派遣を行う際に、県は調整に協力する。（健康福祉部）

⑥ 海外での発生情報がない中で、国内で新型インフルエンザ等の患者が

発生した場合、国は、国際的な責任を果たす観点から、国外に感染を拡大さ

せないよう、できる限り感染者を国内に留め置くことが必要である。また、

起源（鳥、哺乳類の種等）を明らかにし、感染拡大防止に努める。

その際に、県及び保健所設置市は、患者への入院勧告・措置、周辺の消毒、

積極的疫学調査の上、必要な措置を実施する。（健康福祉部）

(6) まん延防止

① 県及び保健所設置市は、国と連携し、県内における新型インフルエン

ザ等の患者の発生に備え、感染症法に基づく患者への対応（入院勧告・措置

等）や患者の同居者等の濃厚接触者への対応（外出自粛要請、健康観察の実

施、有症時の対応指導等）の確認を進める。

また、県及び保健所設置市は、検疫所から新型インフルエンザ等に感染し

た疑いのある帰国者等に関する情報の通知を受けた場合は、国と連携し、こ

れを有効に活用する。（健康福祉部）

② 県は、JIHS が速やかに提供するとされる、感染症の特徴や病原体の性

状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、臨床像等に関する情報等の分析やリス

ク評価に基づく、有効なまん延防止対策に資する情報を活用する。（健康福祉

部）
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③ 県は、国の要請を受けて、県自ら国内における感染症まん延への対応

の準備を行うとともに、市町や指定（地方）公共機関等において業務継続計

画又は業務計画に基づく対応の準備を行うように要請する。（危機管理部、健

康福祉部、その他全部局）

(7) ワクチン

2-1.ワクチン等の確保

県は、県内地域での流行状況、流通在庫及び医療機関在庫を踏まえて厚生

労働省へのワクチンの配分希望量を連絡する準備を行う。（健康福祉部）

2-2.ワクチンの接種に必要な資材の確保

市町又は県は、第２章Ⅰ初動期(7)ワクチン 1-2 において必要と判断し準

備した資材について、適切に確保する。（健康福祉部）

2-3.接種体制の構築

(ア) 特定接種

① 接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、接種体制を

構築する登録事業者、国、県及び市町は、地域医師会等の協力を得て、その

確保を図る。

また、国、県及び市町は、接種体制を構築する登録事業者に対して、医療従

事者の確保に向けて地域医師会等の調整が得られるよう必要な支援を行う。

（健康福祉部）

② 通常の協力依頼では医療従事者の確保ができないような場合、厚生労

働大臣及び知事は、特措法第 31 条の規定に基づき、医師、看護師その他政令

で定める医療関係者に対し、特定接種の実施に関し必要な協力の要請又は指

示を行うことを検討する。歯科医師等に接種を実施させる場合は、国は、関

係団体と連携し、歯科医師等に対する接種に係る研修の機会を提供する。（健

康福祉部）

（イ） 住民接種

① 国が接種のペースの目安を示した場合、市町は、その目安を踏まえ、

接種を速やかに開始できるよう、住民基本台帳に基づく人口や年齢等の情報、

接種記録等を管理するシステム基盤等を通じて接種予定数の把握を行い、接

種の勧奨方法や予約の受付方法について検討するとともに、接種に必要な資

材等の確保に向けた調整を開始する。

② 接種の準備にあたっては、予防接種業務担当部署の平時の体制で想定

している業務量を大幅に上回る業務量が見込まれるため、組織・人事管理な

どを担う部署も関与した上で、全庁的な実施体制の確保を行う。（経営管理部、

健康福祉部）

③ 予防接種を実施するために必要な業務を洗い出し、各業務の担当部門

を決定した上で、それぞれの業務について、必要な人員数の想定、個人名入

り人員リストの作成、業務内容に係る事前の説明の実施、業務継続が可能な
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シフトの作成などを行い、業務の優先順位及び内容に応じて必要な人員の確

保及び配置を行う。

予防接種の円滑な推進を図るためにも、県の保護施設担当部局及び福祉事

務所、市町介護保険担当部局、障害保健福祉担当部局と保健衛生担当部局が

連携し行うこと（調整を要する施設等及びその被接種者数を介護保険担当部

局や障害保健福祉担当部局又は県の保護施設担当部局及び福祉事務所が中心

にとりまとめ、接種に係る医師会等の調整等は保健衛生担当部局と連携し行

うこと等）が考えられる。なお、接種会場のスタッフ、コールセンター、デ

ータ入力等、外部委託できる業務については積極的に外部委託するなど、業

務負担の軽減策も検討する。（健康福祉部）

④ 接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、市町又は県

は、地域医師会等の協力を得て、その確保を図る。

通常の協力依頼では医療従事者の確保ができないような場合、厚生労働大

臣又は知事は、特措法第 31 条第３項に基づき、医療関係者に対し、住民に対

する予防接種の実施に関し必要な協力の要請等を行う。

接種に携わる医療従事者の不足が見込まれる場合等においては、厚生労働大

臣又は知事は、特措法第 31 条の２及び第 31 条の３に基づき歯科医師、診療

放射線技師等に接種を行うよう要請することを検討する。歯科医師等に接種

を実施させる場合は、国は、関係団体と連携し、歯科医師等に対する接種に

係る研修の機会を提供する。（健康福祉部）

⑤ 市町又は県は、接種が円滑に行われるよう、地域の実情に応じて、地

域医師会、近隣地方公共団体、医療機関、健診機関等と接種実施医療機関の

確保について協議を行う。

また、県においては、市町の接種の負担を軽減するため、大規模接種会場

を設けることも考えられる。

市町又は県は、高齢者施設等の社会福祉施設等に入所中の者など、接種会

場での接種が困難な者が接種を受けられるよう、市町又は県の福祉担当部局

等、介護保険担当部局等、医師会等の関係団体と連携し、接種体制を構築す

る。（健康福祉部）

⑥ 市町又は県は、医療機関等以外の臨時の接種会場を設ける場合は、当

該接種会場の運営方法を検討する。なお、医療機関等以外の臨時の接種会場

を設ける場合は、医療法に基づく診療所開設の許可・届出が必要である。

また、接種会場での救急対応に必要な物品や薬剤等については、予め郡市

区医師会等と協議の上、物品や薬剤の準備を行うとともに、常時対応が可能

となるよう、救急処置用品について適切な管理を行う。

また、実際に重篤な副反応が発生した場合、発症者の速やかな治療や搬送

に資するよう、予め、会場内の従事者について役割を確認するとともに、県、

県医師会等の地域の医療関係者や消防機関の協力を得ながら、地域の医療機

関との調整を行い、搬送先となる接種会場近傍の二次医療機関等を選定して、

地域の医療関係者や消防機関と共有することにより、適切な連携体制を確保

する。（健康福祉部）
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⑦ センターは、国が示す接種の実施方法等について市町に速やかに情報

提供を行い、市町が接種体制を構築するための事務的、技術的な支援を実施

する。また、市町向けの相談窓口を設置し、国への相談・照会事項等につい

てとりまとめを行う。さらに、専門的な相談等を住民から受け付ける専門的

な相談窓口等の設置を行う。（健康福祉部）

(8) 医療

2-1.新型インフルエンザ等に位置付けられる可能性がある感染症に関する知

見の共有等

センターは、国や JIHS から提供された新型インフルエンザ等の発生状況、

感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）を含む診断・

治療に関する情報等を医療機関や保健所、消防機関、高齢者施設等、住民に

迅速に周知する。（健康福祉部）

2-2.医療提供体制の確保等

① センターは、新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表前に、

国の要請を受けて、県内の感染症指定医療機関において、速やかに患者に適

切な医療を提供する体制を確保する。（健康福祉部）

② センターは、県内の感染症指定医療機関における感染症患者の受入体

制を確保するとともに、保健所、医療機関、消防機関等と連携し、入院調整

に係る体制構築を進め、準備期において連携協議会等で整理した相談・受診

から入退院までの流れを迅速に整備する。あわせて、センターは、県内の医

療機関に対し、G-MIS に確保病床数・稼働状況、病床使用率、重症者用病床

使用率、外来ひっ迫状況等を確実に入力するよう要請を行う。（健康福祉部）

③ 感染症指定医療機関は、患者の受入体制を確保し、患者に適切な医療

を提供する。また、医療機関は、センターからの要請に応じて、G-MIS の入

力を行う。

④ センターは、医療機関に対し、症例定義を踏まえ、受診患者が新型イ

ンフルエンザ等に位置付けられる可能性がある感染症に感染したおそれがあ

ると判断した場合は、直ちに保健所に連絡するよう要請する。（健康福祉部）

⑤ センターは、市町と協力し、地域の医療提供体制や医療機関への受診

方法等について住民等に周知する。（健康福祉部）

⑥ センターは、国の要請を受け、対応期に発熱外来を迅速に稼働させる

ために県予防計画に基づく検査等措置協定機関等における検査体制を速やか

に整備する。（健康福祉部）

⑦ 県は、国の要請を受け、流行初期医療確保措置の協定を締結した医療

機関に対応の準備を行うよう要請し、医療提供体制を遅滞なく確保する。（健

康福祉部）
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2-3.相談センターの整備

① センター及び保健所設置市は、国の要請を受け、発生国・地域からの帰

国者等や有症状者等からの相談を受け、必要に応じて、感染症指定医療機関

の受診につなげる相談センターの整備を速やかに行う。

相談センターは、症例定義に該当する有症状者等から電話で相談を受けた

場合は、必要に応じて速やかに感染症指定医療機関への受診調整を行う。な

お、センターは、新型インフルエンザ等に感染している疑いがない場合は、

適切な情報を与え、必要に応じて一般の医療機関を受診するように住民に周

知する。（健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、国とともに、症例定義に該当する有症

状者等は、相談センターに相談するよう、住民等に周知を行う。

具体的には、相談センターは症例定義に該当する有症状者等を対象として

いること、これに該当する者はまず相談センターに電話により問い合わせる

こと、相談センターは全ての発熱・呼吸器症状等を有する者から相談を受け

るものではないこと等をインターネット、ポスター、広報等を活用し、住民

等に広く周知する。（知事直轄組織、健康福祉部）

③ センターは、感染症指定医療機関以外の医療機関に対して、症例定義

に該当する有症状者等から相談等があった場合は、相談センターを通じて感

染症指定医療機関の受診につなげるよう要請する。（健康福祉部）

④ センター及び保健所設置市は、状況に応じて、相談対応、受診調整が

円滑に実施されるよう、適宜、相談センターの対応人数、開設時間等を調整

する。また、対象者以外からの電話への対応窓口として、一般的な相談に対

応するコールセンター等を別途設置するなど、相談センターの負担を減らす。

（健康福祉部）

(9) 治療薬・治療法

2-1.国内外の研究開発動向等の情報収集・分析及び共有

国及び JIHS が発生した新型インフルエンザ等に関する治療薬・治療法の

国内外の研究開発動向や臨床情報等に関する情報を随時収集・分析して得

た知見をセンターは国等と共有し、医療機関等の関係機関や住民に情報提

供する。（知事直轄組織、健康福祉部）

2-2.治療薬・治療法の活用に向けた体制の整備

2-2-1.医療機関等への情報提供・共有

センターは、国及び JIHS が提供した新型インフルエンザ等の診断・治療

に資する情報等を、県内医療機関等及び医療従事者等、住民等に対して迅速

に提供する。

県は、新型インフルエンザ等の発生時に、感染症指定医療機関や協定締結

医療機関等で、国及び JIHS が示す診療指針等に基づき治療薬・治療法を使用

できるよう医療機関等に情報提供・共有する。（知事直轄組織、健康福祉部）
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2-2-2.治療薬の配分

県及び保健所設置市は、国と連携して、供給量に制限がある治療薬につい

て、準備期に取り決めた医療機関や薬局へ円滑に流通させる体制を活用し、

必要な患者に対して適時かつ公平な配分を行う。（健康福祉部）

① 具体的には、治療薬を配分する対象となる医療機関、薬局等（以下、

「配分対象機関」という。）の範囲については、治療薬の投与対象となる患者

や用法、供給可能量等に応じて国が決定する。

県は、新型インフルエンザ等の発生時において、地域の実情に合った医療体

制の構築のため、配分対象機関が円滑に登録等できるよう協力を行い、必要

な情報の周知に努める。

② 治療薬の配分に際しては、以下の点についても留意する。

○ 県の地域の実情に合わせた医療体制の構築のため、県による配分対象機

関の指定や所在の把握ができる仕組みが必要な場合があること。

○ 県による配分対象機関の公表により、配分対象機関への患者の紹介や調

剤が可能な薬局の紹介等、必要とされる連携を可能とする環境づくりが

必要な場合があること。

2-2-3.治療薬の流通管理及び適正使用

県及び保健所設置市は、国と連携し、医療機関や薬局に対し、根本治療に

用いる新型インフルエンザ等の治療薬を適切に使用するよう要請する。また、

治療薬について、過剰な量の買い込みをしないこと等、適正な流通を指導す

る。（健康福祉部）

2-3.抗インフルエンザウイルス薬の備蓄及び使用（新型インフルエンザの場

合）

① 県は、国とともに、抗インフルエンザウイルス薬について、製造販売

業者による流通備蓄分を含む備蓄量の把握を行う。（健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、国と連携し、医療機関や保健所に対し、

備蓄している抗インフルエンザウイルス薬を活用して、患者の同居者やそれ

以外の濃厚接触者、医療従事者又は救急隊員等搬送従事者等に、必要に応じ

て、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行うよう要請する。

なお、初動期及び対応期の早期に、抗インフルエンザウイルス薬の予防投

与を行う際には、国及び県の備蓄薬を使用できるものとする。（健康福祉部）

③ センター及び保健所設置市は、国と連携し、医療機関の協力を得て、

新型インフルエンザ等の患者の同居者等の濃厚接触者や、医療従事者や救急

隊員等のうち十分な防御なくばく露した者に対して、必要に応じて抗インフ

ルエンザウイルス薬の予防投与や有症時の対応を指導する。症状が現れた場

合は、感染症指定医療機関等に移送する。（健康福祉部）

④ 県及び保健所設置市は、県内での感染拡大に備え、国と連携し、県内

の医療機関や薬局に対し、抗インフルエンザウイルス薬を適切に使用するよ

う要請する。（健康福祉部）

⑤ 国及び県は、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の保管場所を
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非公開とし、十分な警備体制の下で厳重に管理する。（健康福祉部）

⑥ 国及び県は、県警察による医療機関、薬局等での警戒活動の実施に備

え、必要に応じて連携を確認、強化する。（健康福祉部、県警本部）

⑦ 国及び県は、住民に対して、パンデミック発生を想定した十分な量の

抗インフルエンザウイルス薬を備蓄していることから、パニックを起こさず

冷静に対応するよう周知徹底する。（知事直轄組織、健康福祉部）

⑧ 国及び県は、医療機関、薬局等に対して、市場における流通量の不足

を生じさせる可能性が高いことから、必要量以上の抗インフルエンザウイル

ス薬を購入しないこと、流行終息後に大量の在庫を抱えても、返品が認めら

れないことを周知徹底する。

さらに、悪質な買占め等と認められる場合には、買占め等を行った機関に

対し、買占め等を控えるよう呼びかけ等の対応を行う。（健康福祉部）

⑨ 県は、抗インフルエンザウイルス薬対策委員会等で協議された新型イ

ンフルエンザの発生時における抗インフルエンザウイルス薬の安定供給に係

る取り決めを確認するとともに、次に掲げる事項を実施する。（健康福祉部）

○ 県内の卸業者及び医療機関等の抗インフルエンザウイルス薬の在庫状

況等を準備期に整備した体制を用いて、把握を開始する。

○ 初動期及び対応期の早期には、感染症指定医療機関、協定指定医療機関

等において、新型インフルエンザの患者に対する医療を提供する。

このため、県は、卸業者に対し、製造販売業者が流通備蓄している抗イン

フルエンザウイルス薬を早期に確保し、感染症指定医療機関、協定指定医療

機関等の発注に対応するよう指導する。

⑩ 県は、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の使用状況及び在庫

状況について経時的に国に報告する。（健康福祉部）

(10) 検査

2-1.検査体制の整備

県及び保健所設置市は、国の要請や支援を受け、予防計画に基づき、流行

初期の目標検査実施数を迅速に確保できるよう、県環境衛生科学研究所等や

県においては検査等措置協定締結機関等における検査実施能力の確保状況を

確認し、国へ報告するとともに、迅速に検査体制を立ち上げる。同時に、検

査に必要となる予算・人員を確保し、必要に応じて研修等を実施し、更なる

人員確保を図る。（くらし・環境部、健康福祉部）

2-2.県内における PCR 検査等の汎用性の高い検査手法の確立と普及

① 国が JIHS と連携し、新型インフルエンザ等に対する検査試薬及び検

査マニュアルを速やかに県環境衛生科学研究所等や検査等措置協定締結機関

等に配布する際には、県は、その情報を県内の医療機関等関係者と迅速に共

有する。（くらし・環境部、健康福祉部）

② 国が JIHS と連携し、新型インフルエンザ等に対する検査の使用方法

についてとりまとめ、医療機関等に情報提供することに県は協力する。（くら

し・環境部、健康福祉部）
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③ 県及び保健所設置市は、新型インフルエンザ等の発生初期に発熱外来

が設立されていない状況においては、感染が疑われる者から相談センターへ

の相談内容をもとにその者に対して適切に検査を実施する必要があることか

ら、その者の動線を踏まえて検査体制を構築する。（健康福祉部）

④ 県及び保健所設置市は、国の支援や県及び保健所設置市にて確保した

PCR 検査機器等を活用し、検査等措置協定締結機関を中心に、初動期におけ

る検査需要に対応可能な検査実施能力を順次確保する。（くらし・環境部、健

康福祉部）

⑤ 県は、検査等措置協定機関を含む検査機関の検査実施能力を把握する

とともに、民間検査機関や医療機関に対して PCR 検査機器等の整備が確保で

きるよう支援し、検査実施能力を強化し、感染拡大時の検査需要に対応でき

るよう努める。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑥ 県及び保健所設置市は、県環境衛生科学研究所等と連携し、病原体の

適正な管理や検査の精度管理の推進により、病原体検査の信頼性を確保する

よう努める。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑦ 県環境衛生研究所等は、検査実施機関等の検査能力及び精度管理の向

上に向け、検査実施機関等に対して情報を提供するとともに、研修等による

技術的指導を行う。（くらし・環境部）

2-3.研究開発企業等による検査診断技術の確立と普及

① 国と JIHS が新型インフルエンザ等に対する各種検査方法について指

針をとりまとめ、県環境衛生科学研究所等、県内の民間検査機関、医療機関

等に情報を提供・共有する際に、県は協力する。（くらし・環境部、健康福祉

部）
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② 国及びJIHSが主導する検査診断技術の研究開発について県内の感染症

の診療を行う医療機関等が臨床研究に参加することに関して、県及び保健所

設置市は医療機関や専門家等の意見を聴いて適切に協力する。（健康福祉部）

2-4.リスク評価に基づく検査実施の方針の検討

① 国が JIHS と連携し、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、

薬剤感受性等）、流行状況や医療提供体制の状況等に基づき、リスク評価を実

施し、検査実施の方針を決定したり見直したりすること対し、県及び保健所

設置市は協力する。

さらに、県は、国とともに、流行状況やリスク評価に基づき、検査の目的

や検査体制を含む検査実施の方針等に関する情報を住民等に分かりやすく提

供する。（知事直轄組織、健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、国が示す検査実施の方針に基づき、県

及び保健所設置市が実施する行政検査と、医療機関（研究機関を含む。）や民

間検査機関（協定締結機関を含む。）の実施する検査の実情を踏まえて、県内

の検査キャパシティや活用できる検査の組み合わせ等を考慮しながら、検査

対象者の範囲や検査の優先順位を判断する。（健康福祉部）

③ センター及び保健所設置市は、感染状況を踏まえ、検査の実施場所に

ついて、県環境衛生科学研究所等から医療機関、民間検査機関へと順次拡大

し、検査を受ける必要がある者が検査を受けることができる体制を構築する。

（くらし・環境部、健康福祉部）

④ センター及び保健所設置市は、国が示す検査実施の方針を参考にしな

がら、他の都道府県等とも連携しつつ、県内の検査需要と検査キャパシティ

の状況を踏まえ、県民生活及び地域経済の維持を目的とした検査の利活用の

実施を判断する。（危機管理部、くらし・環境部、健康福祉部、経済産業部、

関係部局）

(11) 保健

2-1.有事体制への移行準備

① 県及び保健所設置市は、国の要請を受けて、予防計画に基づく保健所

の感染症有事体制（保健所における流行開始から１か月間において想定され

る業務量に対応する人員確保数及び IHEAT 要員の確保数）及び県環境衛生科

学研究所等の有事の検査体制への移行の準備状況を適時適切に把握する。

なお、外国便が発着する静岡空港や国際港（田子の浦港、清水港、御前崎

港）を有する本県においては、発生国等又はその一部地域からの入国者に対

する健康監視を実施する可能性があることも踏まえて、感染症有事体制への

移行準備を行う。

また、県及び保健所設置市は、国の要請や助言を受けて、必要に応じて、

新型インフルエンザ等感染症等の発生等の大臣公表後に備えた以下のアから

オまでの対応に関する準備を行う。（くらし・環境部、スポーツ・文化観光部、

健康福祉部、交通基盤部）
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ア 医師の届出等で患者を把握した場合の患者等への対応（入院勧告・措

置や積極的疫学調査等）や患者の同居者等の濃厚接触者への対応（外

出自粛要請、健康観察の実施、有症時の対応指導等）

イ 積極的疫学調査等による、集団感染（クラスター）の発生状況の把握

ウ IHEAT 要員に対する県及び保健所設置市が管轄する区域内の地域保健

対策に係る業務に従事すること等の要請

エ 感染拡大時における業務の一元化や外部委託等による保健所の業務効

率化

オ 県環境衛生科学研究所等、医療機関、県においては検査等措置協定を

締結している民間検査機関等の検査体制の迅速な整備

② 県及び保健所設置市は、国からの要請や助言も踏まえて、予防計画に

基づく感染症有事の保健所人員体制及び県環境衛生科学研究所等の有事の検

査体制への移行の準備状況を適時適切に把握し、速やかに検査体制を立ち上

げる。また、県及び保健所設置市は、本庁からの応援職員の派遣、市町に対

する応援派遣要請、IHEAT 要員に対する応援要請等の交替要員を含めた人員

の確保に向けた準備を進める。（くらし・環境部、健康福祉部）

③ センターは、国の要請を受けて、感染症指定医療機関における感染症

患者の受入体制を速やかに確保するとともに、保健所、医療機関、消防機関

等と連携し、入院調整に係る体制構築を進め、準備期において連携協議会等

で整理した相談・受診から入退院までの流れを迅速に整備する。あわせて、

医療機関に対し、G-MIS に確保病床数・稼働状況、病床使用率、重症者用病

床使用率、外来ひっ迫状況等を確実に入力するよう要請を行う。（健康福祉部）

④ 保健所は、健康危機対処計画に基づき、県又は保健所設置市の本庁と

連携して感染症有事体制を構成する人員の参集や受援に向けた準備、感染症

の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や

臨床像等を踏まえた必要な物資・資機材の調達の準備等、感染症有事体制へ

の移行の準備を進める。（健康福祉部）

⑤ 県及び保健所設置市は、JIHS による県環境衛生科学研究所等への技術

的支援等も活用し、県が検査等措置協定を締結している民間検査機関等や以

下 2-2 に記載する相談センターとの連携も含めた早期の検査体制の構築に努

める。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑥ 県環境衛生科学研究所等は、健康危機対処計画に基づき、県又は保健

所設置市の本庁と連携して感染症有事体制を構成する人員の参集や受援に向

けた準備、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）

を踏まえた必要な物資・資機材の調達の準備等、感染症有事体制への移行の

準備を進めるとともに、JIHS 等と連携して感染症の情報収集に努める。（く

らし・環境部）

⑦ 国及び JIHS が主導する感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染

性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や臨床像等を明らかにするための調査研

究や、治療薬等の研究開発について、県及び保健所設置市は、医療機関や専

門家の意見を聴いて適切に協力する。（健康福祉部）
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2-2.住民への情報発信・共有の開始

① センター及び保健所設置市は、国が JIHS と協力して把握した、国内

外での新型インフルエンザ等に位置付けられる可能性がある感染症の発生状

況やその感染症の特性、有効な感染防止対策など、住民に対して行うリスク

コミュニケーション等に必要な情報の提供を受け、医療機関等関係者や住民

への提供等、有効に活用する。（知事直轄組織、健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、国の要請を受け、新型インフルエンザ

等の発生国等・地域からの帰国者等や有症状者等からの相談を受ける相談セ

ンターを速やかに整備し、必要に応じて適時に感染症指定医療機関への受診

につながるよう周知する。（健康福祉部）

③ センター及び保健所設置市は、国が設置した情報提供・共有のための

ホームページ等の住民への周知、Q&A の公表、住民向けのコールセンター等

の設置等を通じて、住民に対する速やかな情報提供・共有体制を構築すると

ともに、双方向的にコミュニケーションを行い、リスク情報とその見方や対

策の意義を共有する。（知事直轄組織、健康福祉部）

2-3.新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表前に管内で感染が確

認された場合の対応

センター及び保健所設置市は、疑似症サーベイランス等により、新型インフ

ルエンザ等感染症等に係る発生等の大臣公表前に県内で疑似症患者が発生した

ことを把握した場合は、保健所等において、当該者に対して積極的疫学調査及

び検体採取を実施するとともに、感染症のまん延を防止するため、必要に応じ

て感染症指定医療機関への入院について協力を求める。なお、この場合の全体

の流れは、以下の通りである。（健康福祉部）

１ 国は、新型インフルエンザ等に位置づけられる可能性がある感染症の発生

により、必要と認める場合は、疑似症サーベイランスを実施するとともに、

県及び保健所設置市に対し、管内の医療機関において暫定症例定義に該当

する患者を診察した場合は疑似症の届出を求めるよう通知する。

２ センター及び保健所設置市は、国からの通知があった時は、速やかに医療

機関に対して、暫定症例定義に該当する患者を診察した場合は疑似症の届

出を行うよう通知する。

３ センター及び保健所設置市は、県内の医療機関からの疑似症の届出により、

疑似症患者を把握した時は、直ちに国に報告するとともに、その医療機関

への検体提出の要請により、検体を確保し、国からの検体提出要請に応じ

て、検体を送付する。

４ 保健所は、疑似症患者を把握した場合、JIHS が示す指針等に基づき、当該

患者に対して積極的疫学調査を行う。

また、県及び保健所設置市は、感染が確認された場合の住民への情報提

供・共有、リスクコミュニケーションにおいても、国と連携して対応する

とともに、住民等からのニーズ、リスクの認知とまん延防止への寄与、個

人が特定されることのリスク等を総合的に勘案して、個人情報やプライバ
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シーの保護に留意しつつ、対応する。

(12) 物資

2-1.感染症対策物資等の備蓄状況等の確認

① 県は、G-MIS を通じて、県備蓄分の個人防護具の備蓄量等や県内の協

定締結医療機関における個人防護具の備蓄量等を国と共有する。

個人防護具の供給が不足するおそれがある場合等においては、G-MIS を通

じた緊急配布を含め、国及び県は、医療機関等に対し個人防護具を円滑に配

布する準備を進める。（健康福祉部）

② 県は、国とともに、G-MIS を通じて、新型インフルエンザ等の特徴も

踏まえた必要な感染症対策物資等が協定締結医療機関に備蓄・配置されてい

るかを確認する。（健康福祉部）

③ 県は、各協定締結医療機関に対して、新型インフルエンザ等の特徴も

踏まえた必要な感染症対策物資等が協定締結医療機関に備蓄・配置している

かを確認するよう、要請する。（健康福祉部）

④ 県は、国とともに、人工呼吸器について、重症者病床を有する、病床

確保に関する協定を締結した医療機関における配置及び稼働の状況を G-MIS

を通じて調査する。（健康福祉部）

2-2.円滑な供給に向けた準備

① 県は、国の要請を受けて、医療機関における必要な感染症対策物資等

に関して調査を行った上で、十分な量を確保するよう努める。（健康福祉部）

② 県は、医療機関等（薬局・訪問看護事業所を含む）や社会福祉施設等

において感染症対策物資等の不足が見込まれる場合は、国、感染症対策物資

等の製造販売事業者や販売事業者等と連携しながら必要量の確保に努める。

（健康福祉部）

③ 県は、パルスオキシメーターや酸素濃縮器等の自宅療養や宿泊療養等

において必要となる医療機器について、新型コロナ対策の経験を踏まえて、

必要な台数の確保に努める。（健康福祉部）

(13) 県民生活・地域経済

2-1.事業継続に向けた準備等の要請

① 国が、新型インフルエンザ等の発生に備え、感染の可能性のある者と

の接触機会を減らす観点から、必要に応じて事業者に対し、従業員の健康管

理を徹底するとともに、感染が疑われる症状が見られる職員等への休暇取得

の勧奨、オンライン会議等の活用、テレワークや時差出勤の推進等の感染拡

大防止に必要な対策等の準備をするよう要請する際に、県は必要があれば協

力する。（危機管理部、健康福祉部、経済産業部、関係部局）

② 県内の指定（地方）公共機関等は、その業務計画に基づき、国及び県

と連携し、事業継続に向けた準備を行う。県は、国が登録事業者に対し、事

業継続に向けた必要な準備等を行うよう要請する際に協力する。（危機管理部、

健康福祉部、経済産業部、関係部局）
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③ 国が必要に応じ、新型インフルエンザ等の発生に備え、事業者に対し、

自らの業態を踏まえ、感染拡大防止に必要な対策等の準備をするよう要請す

る際に、県は必要に応じ協力する。（危機管理部、健康福祉部、経済産業部、

関係部局）

2-2.生活関連物資等の安定供給に関する住民等及び事業者への呼び掛け

国が国民等に対し、生活関連物資等（食料品や生活必需品、その他の国民

生活との関連性が高い物資又は国民経済上重要な物資をいう。以下同じ。）の

購入に当たっての消費者としての適切な行動を呼び掛ける際に、県は協力す

る。また、国が事業者に対しても、生活関連物資の価格が高騰しないよう、

また買占め及び売惜しみを生じさせないよう要請する際にも、協力する。（知

事直轄組織、危機管理部、くらし・環境部、経済産業部、関係部局）

2-3.条例等の弾力的な運用

県は、県民生活及び社会経済活動の安定を確保するための条例等の弾力的

な運用について、必要があれば周知を行う。また、その他新型インフルエン

ザ等の発生により、条例等への対応が困難となった制度等があれば、必要な

対応策を速やかに検討し、必要な措置を講ずる。（関係部局）

2-4.遺体の火葬・安置

① 県は、国の要請を受け、市町に対し、火葬場の火葬能力の限界を超え

る事態が起こった場合に備え、一時的に遺体を安置できる施設等（臨時遺体

安置所）や遺体の保存作業に必要となる人員等の確保ができるよう準備を行

うことを要請する。（健康福祉部）

② 県は、遺体の搬送作業及び火葬作業に従事する者の感染防止のために

必要となる手袋、不織布製マスク、消耗品（火葬の際に必要となる柩又はこ

れに代わる板等）等の物資を確保する。また、火葬場に対し、火葬場におけ

る使用燃料の備蓄量の増強を要請する。（健康福祉部）

③ 県は、遺体の保存のために必要な保存剤（ドライアイス）及び遺体に

感染性がある場合に感染を防ぐために必要な非透過性納体袋等の物資を確保

できるよう、県内の火葬能力に応じて準備する。なお、その際準備する非透

過性納体袋については、可能な限り、遺族等が遺体の顔を見ることが可能と

なるよう配慮する。（健康福祉部）
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III 対応期

１ 対応期における各対策項目の目的
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２ 対応

(1)実施体制

3-1.基本となる実施体制の在り方

県対策本部設置後においては、速やかに以下の実施体制をとる。

3-1-1.対策の実施体制

① センターは、保健所や県環境衛生科学研究所等とも連携し、地域の感

染状況について一元的に情報を把握する。（くらし・環境部、健康福祉部）

② 県対策本部は、県の全部局等の収集した情報と専門家会議のリスク評

価等に関する意見、連携協議会の意見等を踏まえて、県内の実情に応じた適

切な新型インフルエンザ等対策を実施する。（危機管理部、健康福祉部、その

他全部局）

③ 県は、新型インフルエンザ等対策に携わる職員の心身への影響を考慮

し、必要な対策を講ずる。（経営管理部、その他全部局）

3-1-2.国による県への総合調整及び指示

① 国が、新型インフルエンザ等の全国へのまん延を防止することを目的

として新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため必要がある

と認めるときは、基本的対処方針に基づき、県に対し、新型インフルエンザ

等対策に関する総合調整を行う。

② 国は、総合調整に基づく必要な措置が実施されず、新型インフルエン

ザ等対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、そ

の必要な限度において県へ必要な指示を行う。
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③ 国は、感染症法に基づき、都道府県の区域を越えて人材確保又は移送

を行う必要がある場合等において、県、保健所設置市、医療機関その他の関

係機関に対して、まん延防止のために必要な措置に関する総合調整を行う。

あわせて、国は、県及び保健所設置市が感染症法等に定める事務の管理等を

適切に行わない場合において、全国的かつ急速なまん延を防止するため特に

必要があると認めるときは、県及び保健所設置市へ必要な指示を行う。

3-1-3.県による総合調整

① 県は、県内の新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するた

め必要があると認めるときは、県及び市町並びに関係指定（地方）公共機関

が実施する新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行う。（危機管理部、

健康福祉部、関係部局）

② 県は、感染症法に基づき、新型インフルエンザ等の発生を予防し、又

はまん延を防止するため必要があると認めるときは、市町、医療機関、感染

症試験研究等機関その他の関係機関に対し、感染症法に定める入院勧告又は

入院措置その他のこれらの者が実施する措置に関し必要な総合調整を行う。

あわせて、県は、新型インフルエンザ等の発生を予防し、又はまん延を防止

するため緊急の必要があると認めるときは、保健所設置市に対し、感染症法

に定める入院勧告又は入院措置に関し必要な指示を行う。（健康福祉部）

3-1-4.政府現地対策本部から県への支援

県は、国が新型インフルエンザ等の発生の初期の段階に必要があると判断

して政府現地対策本部を本県に設置した場合は、その専門的調査支援を受け

る。（危機管理部、健康福祉部、関係部局）

3-1-5.職員の派遣・応援への対応

① 県、市町又は指定（地方）公共機関は、必要があるときは、国へ職員

の派遣要請や応援を求める。 （危機管理部、経営管理部、健康福祉部、関係

部局）

② 県は、県内の特定新型インフルエンザ等対策を実施するため必要があ

ると認めるときは、他の都道府県に対して応援を求める。（危機管理部、経営

管理部、健康福祉部、関係部局）

③ 県は、感染者の入院等の判断や入院調整を行う医師や看護師等が不足

する場合等には、必要に応じて、他の都道府県に対して、医療関係者の確保

に係る応援を求める。（健康福祉部）

④ 市町は、新型インフルエンザ等のまん延によりその市町がその全部又

は大部分の事務を行うことができなくなった場合は、県に対し特定新型イン

フルエンザ等対策の事務の代行を要請し、県はこれに対応する。（危機管理部、

経営管理部、健康福祉部、関係部局）

⑤ 市町は、その市町内の特定新型インフルエンザ等対策を実施するため

必要がある場合には、他の市町又は県に対して応援を求める。このとき県は、

原則として対応する。
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3-1-6.必要な財政上の措置

県及び市町は、国からの財政支援を有効に活用するとともに、必要に応じ

て県債又は市町債を発行して財源を確保し、必要な対策を実施する。（知事直

轄組織、危機管理部、健康福祉部、関係部局）

3-2.まん延防止等重点措置及び緊急事態措置の検討等について

まん延防止等重点措置及び緊急事態措置の国への要請に係る手続等につい

ては、以下のとおりとする。なお、これらの措置の実施に係る考え方等につ

いては、(6)まん延防止の記載を参照する。

3-2-1.まん延防止等重点措置の要請

3-2-1-1.まん延防止等重点措置の要請までの手続等

県は、必要があると判断した際は、国にまん延防止等重点措置を要請する。

国は、国内で発生した新型インフルエンザ等の状況又は県対策本部長から

の要請等も踏まえ、推進会議の意見を聴き、基本的対処方針を変更するとと

もに、まん延防止等重点措置の公示等を行う。

まん延防止等重点措置の公示は、新型インフルエンザ等が国内で発生し、

都道府県の特定の区域において感染が拡大し、国民生活及び国民経済に甚大

な影響を及ぼすおそれがあり、当該区域における新型インフルエンザ等のま

ん延を防止するため、まん延防止等重点措置を集中的に実施する必要がある

事態が発生した旨を示すものである。県が国へまん延防止等重点措置の実施

を要請する手続は、以下のとおりである。（危機管理部、健康福祉部、その他

全部局）

3-2-1-1-1.関係情報の報告

センターは、準備期及び初動期から実施している県内外からの情報を収集

し分析する体制について、その時々の必要性に応じて、その情報収集・分析

の方法や体制を柔軟に変化させ、専門家会議等の意見も聴きつつ、リスク評

価を行い、まん延防止等重点措置の実施の判断に必要な関係情報を連携協議

会に報告し、危機管理担当部局を含む県の関係する部局とともに、協議を求

める。（危機管理部、健康福祉部、関係部局）

3-2-1-1-2.連携協議会への意見聴取

県は、まん延防止等重点措置の要請又は命令を行うに当たって連携協議会

の意見又は提言を聴く。（健康福祉部）

3-2-1-1-3.まん延防止等重点措置要請の決定

県は、まん延防止等重点措置を要請することを決定する。あわせて、連携

協議会の意見も含め、住民へ説明する。（知事直轄組織、危機管理部、健康福

祉部、関係部局）
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3-2-2.新型インフルエンザ等緊急事態宣言の手順及び手続

緊急事態宣言は、緊急事態措置を講じなければ、医療提供体制の限界を超

えてしまい、住民の生命及び健康を保護できず、社会混乱を招くおそれが生

じる事態であることを示すものである。緊急事態宣言を行うまでの手続、期

間や区域の公示及び解除の手続等については、上記 3-2-1 のまん延防止等重

点措置の手続と同様であるが、異なる点は以下のとおりである。

○ 市町は、緊急事態宣言がなされた場合は、直ちに、市町対策本部を設置

する。市町は、その市町内の緊急事態措置を的確かつ迅速に実施するため

必要があると認めるときは、緊急事態措置に関する総合調整を行う。

3-3.特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期の体制

3-3-1.県対策本部の廃止

新型インフルエンザ等にり患した場合の病状の程度が、季節性インフルエ

ンザにり患した場合の病状の程度に比べておおむね同程度以下であることが

明らかとなったとき、又は国民の大部分が免疫を獲得したこと等により新型

インフルエンザ等感染症等と認められなくなった旨の公表がされたとき等に

国が政府対策本部を廃止した際には、県は、原則遅滞なく県対策本部を廃止

する。（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）

(2)情報収集・分析

3-1.実施体制

センターは、新型インフルエンザ等に関する速やかな情報収集・分析及び

リスク評価を継続できるよう、必要があれば体制を強化する。

また、感染症危機の経過や状況の変化、これらを踏まえた政策上及び実務

上の判断の必要性に応じ、情報収集・分析の方法や実施体制を柔軟に見直す。

（健康福祉部）

3-2.リスク評価

3-2-1.情報収集・分析に基づくリスク評価

① 県及び保健所設置市は、国及び JIHS と連携し、新型インフルエンザ

等の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、県内での発生状

況、重症度等の臨床像に関する情報について分析し、感染症危機の経過を踏

まえ、その時の県内の状況に応じた包括的なリスク評価として、県内の医療・

社会への影響等の分析を行う。

なお、リスク評価に当たっては、国際機関、研究機関等の情報や、検疫所

を含む国、JIHS からの報告、積極的疫学調査等により得られた結果等の情報

収集・分析に基づき、感染症危機の経過や状況の変化、これらを踏まえた政

策上の意思決定及び実務上の判断の必要性に応じた包括的な評価を実施する

ことに留意する。 （健康福祉部、関係部局）

② 県は、リスク評価に基づく感染症対策の判断に当たっては、医療への

影響や県民生活及び地域経済に関する情報や社会的影響についても、必要な

情報を収集し、考慮する。（くらし・環境部、健康福祉部、経済産業部、関係
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部局）

3-2-2.リスク評価に基づく情報収集・分析手法の検討及び実施

① 県及び保健所設置市は、国のリスク評価体制の強化に協力する。

（健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、国が示す方針も踏まえながら、県内の実情に

応じて積極的疫学調査等の調査項目や対象を見直す。（健康福祉部）

③ 県は、国から提供されたまん延防止等重点措置や緊急事態措置の実施

等に関する分析結果を参考にして、県がこれらの措置対象となった場合は県

による分析にも努め、住民等に分かりやすく情報を提供・共有する。（知事直

轄組織、健康福祉部）

3-2-3.リスク評価に基づく感染症対策の判断及び実施

センターは、国及び JIHS と連携し、リスク評価に基づく感染症対策を迅速

に判断及び実施する。また、流行状況やリスク評価に基づき、段階的に感染

症対策を見直す。（健康福祉部）

3-3.情報収集・分析から得られた情報や対策の共有・公表

① センター及び保健所設置市は、新たな感染症が発生した場合には、国

が公表した感染症情報の分析結果より得られた分析結果に基づく正確な情報

について、住民等に迅速かつ分かりやすく提供・共有する。（知事直轄組織、

健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、情報等の公表に当たっては、個人情報

やプライバシーの保護に十分留意する。（知事直轄組織、健康福祉部）



各段階における対策 対応期 (3) サーベイランス

１０２

(3) サーベイランス

3-1.実施体制

センターは、リスク評価に基づき、必要な感染症サーベイランスを実施す

るための体制を整備する。

また、県内医療機関や専門家等の意見から、現行の方法では感染症サーベ

イランスの実施が継続困難な感染者数の発生状況と判断される際には、国に

報告し、適切な感染症サーベイランスの実施方法や実施体制の検討や見直し

を求める。（健康福祉部）



各段階における対策 対応期 (3) サーベイランス

１０３



各段階における対策 対応期 (3) サーベイランス

１０４

3-2.リスク評価

3-2-1.有事の感染症サーベイランスの実施

センター及び保健所設置市は、国、JIHS 及び関係機関と連携し、新型イン

フルエンザ等の特徴や患者の臨床像等の情報を把握するため、退院等の届出

の提出を求めるとともに、県内の新型インフルエンザ等の発生状況や発生動

向の推移、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、

臨床像等について、流行状況に応じたサーベイランスを実施する。

センター及び保健所設置市は、国が実施するサーベイランスのほか、必要

に応じ、県内の感染動向等に応じて、県内医療機関や専門家等の意見を聞い

て独自にサーベイランス項目を追加する。また、国がサーベイランス体制を

患者全数把握から定点把握に移行する決定をした際は、県内医療機関や専門

家等の意見を聞いて速やかに移行を実施する。なお、その際には陽性者の死

亡の公表の終了やゲノム解析の縮小も検討する。（健康福祉部）

3-2-2.リスク評価に基づく感染症対策の判断及び実施

センターは、国及び JIHS と連携し、感染症サーベイランスで収集した情

報等のリスク評価に基づく感染症対策を迅速に判断及び実施する。また、流

行状況やリスク評価に基づき、柔軟かつ機動的に感染症対策を見直す。（健康

福祉部）

3-3.感染症サーベイランスから得られた情報の共有・公表

① センター及び保健所設置市は、国が公表した感染症サーベイランスの

分析結果及び地域ごとの実情に応じたサーベイランスより得られた分析結果

に基づく正確な情報について、住民等へ分かりやすく提供・共有する。



各段階における対策 対応期 (4) 情報提供・共有、リスクコミュニケーション

１０５

特に新型インフルエンザ等対策の強化又は緩和を行う場合などの対応に

おいては、リスク評価に基づく情報を共有し、各種対策について、理解・協

力を得るため、可能な限り科学的根拠に基づいて住民等に分かりやすく情報

を提供・共有する。（知事直轄組織、健康福祉部）

② センターは、必要に応じ、市町長に対し、その市町に居住する新型イ

ンフルエンザ等の患者又は新感染症の所見がある者の数、当該者の居住する

市町の名称、当該者がこれらの感染症の患者又は所見がある者であることが

判明した日その他厚生労働省令で定める情報を提供・共有する。（健康福祉部）

③ センター及び保健所設置市は、情報等の公表を行うに当たっては、ま

ん延防止への寄与、個人が特定されることのリスク等を総合的に勘案して、

個人情報やプライバシーの保護に十分留意する。（知事直轄組織、健康福祉部）

(4) 情報提供・共有、リスクコミュニケーション

センターは、JIHS 等から提供された、その時点で把握している科学的知見

等に基づき、国内外の新型インフルエンザ等の発生状況、感染拡大防止措置

等の対策等について、対策の決定プロセスや理由（どのような科学的知見等

を考慮してどのように判断がなされたのか等）、実施主体等を明確にしながら、

県内の関係機関を含む住民等に対し、以下のとおり情報提供・共有を行う。

（知事直轄組織、健康福祉部）

3-1.基本的方針

3-1-1.迅速かつ一体的な情報提供・共有

① 県は、住民等が情報を受け取る媒体やその受け止めが千差万別である

ことから、準備期にあらかじめ定めた方法等を踏まえ、利用可能なあらゆる

情報媒体を整備・活用し、下記の情報について、迅速かつ一体的に情報提供・

共有を行う。

○感染症の特性に関する情報

○感染症発生状況に関する情報

○有効な感染防止対策に関する情報

○水際対策に関する情報

○まん延防止対策に関する情報

○ワクチンに関する情報

○検査に関する情報

○医療提供体制、治療法に関する情報

○（生活関連物資を含めた）物資の供給状況に関する情報

○各種支援に関する情報

○各種相談窓口（コールセンター等）に関する情報

その際、個人レベルでの感染対策が社会における感染拡大防止にも大きく

寄与することを含めて、行動変容に資する啓発を進めるとともに、冷静な対

応を促すメッセージを発出するよう努める。

また、住民等が必要な情報を入手できるよう、高齢者、こども、日本語能

力が十分でない外国人、視覚や聴覚等が不自由な方等への適切な配慮をしつ



各段階における対策 対応期 (4) 情報提供・共有、リスクコミュニケーション

１０６

つ、理解しやすい内容や方法での情報提供・共有を行う。（知事直轄組織、健

康福祉部）

② 県は、住民等の情報収集の利便性向上のため、県庁の各部局、国の関

係省庁、市町、指定（地方）公共機関の情報等について、必要に応じて、集

約の上、総覧できるウェブサイトを運営する。（知事直轄組織、健康福祉部）

③ 県は、準備期にあらかじめ整理された情報提供・共有の在り方を踏ま

え、市町や業界団体等を通じた情報提供・共有を行う。（知事直轄組織、健康

福祉部、関係部局）

④ センターは、国が感染症の特性等に応じて見直した新型インフルエン

ザ等の発生状況等に関する公表基準等を目安として、個人情報やプライバシ

ーの保護に留意しつつ、感染症対策に必要な情報提供・共有を適切に行う。

（知事直轄組織、健康福祉部）

3-1-2.双方向のコミュニケーションの実施

① センターは、感染症対策を円滑に進めていく上で、関係者の理解や協

力を得ることが重要であることから、一方向の情報提供だけでなく、SNS の

動向やコールセンターに寄せられた意見等の把握、アンケート調査等を通じ

て、情報の受取手の反応や関心を把握し、可能な限り双方向のコミュニケー

ションに基づくリスクコミュニケーションを行うよう努める。（知事直轄組織、

健康福祉部）

② 県及び市町は、国が改定した都道府県及び市町村向けの新型インフル

エンザ等に関する Q&A 等を住民に周知するとともに、県においてはコールセ

ンター等の体制を必要に応じて強化・継続する。コールセンターに寄せられ

た質問事項等から、住民等の関心事項等を整理し、県作成の Q&A 等に反映す

るとともに、県庁各部局等で共有し、情報提供・共有する内容に反映する。

（健康福祉部、関係部局）

③ 県は、国の要請に基づき、市町とともに、オンライン等により配布し

ている新型インフルエンザ等に関する Q&A を随時改定する。（健康福祉部）

3-1-3.偏見・差別等や偽・誤情報への対応

県は、感染症は誰でも感染する可能性があるもので、感染者やその家族、

所属機関、医療従事者等に対する偏見・差別等は、許されるものではなく、

法的責任を伴い得ることや、患者が受診行動を控えるなど感染症対策の妨げ

にもなることなどについて、その状況等を踏まえつつ、適切に情報提供・共

有する。あわせて、偏見・差別等に関する国、県、市町、NPO 等の各種相談

窓口に関する情報を整理し、住民等に周知する。

また、例えば、ワクチン接種や治療薬・治療法に関する科学的根拠が不確

かな情報等、偽・誤情報の拡散状況等について国が行うモニタリング結果を

踏まえつつ、その時点で得られた科学的知見等に基づく情報を繰り返し提

供・共有するなど、住民等が正しい情報を円滑に入手できるよう、適切に対

処する。 （知事直轄組織、健康福祉部）



各段階における対策 対応期 (4) 情報提供・共有、リスクコミュニケーション

１０７

3-2.リスク評価に基づく方針の決定・見直し

病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や臨床像

等が明らかになった状況に応じて、以下のとおり対応する。

3-2-1. 封じ込めを念頭に対応する時期

国内での新型インフルエンザ等発生の初期段階には、封じ込めを念頭に、

感染拡大防止を徹底することが考えられる。その際、住民等の感染拡大防止

措置に対する理解・協力を得るため、病原体の性状（病原性、感染性、薬剤

感受性等）、国内の発生状況や臨床像等について限られた知見しか把握してい

ない場合は、そのことも含め、政策判断の根拠を丁寧に説明する。

また、住民等の不安が高まり、感染者等に対する偏見・差別等が助長され

る可能性があることから、県は、改めて、偏見・差別等が許されないことや

感染症対策の妨げにもなることを住民に伝える。

また、個人レベルでの感染対策が社会における感染拡大防止にも大きく寄

与すること、県が住民等に不要不急の外出や都道府県間の移動等の自粛を求

める際には、それらの行動制限が早期の感染拡大防止に必要なものであるこ

と、事業者においても速やかな感染拡大防止対策の取組が早期の感染拡大防

止に必要であること等について、可能な限り科学的根拠等に基づいて分かり

やすく説明を行う。 （知事直轄組織、健康福祉部）

3-2-2.病原体の性状、国内の発生状況や臨床像等に応じて対応する時期

3-2-2-1.病原体の性状、国内の発生状況や臨床像等を踏まえたリスク評価の

分類に基づく対策の説明

病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や臨床像

等を踏まえたリスク評価の大括りの分類に基づき、感染拡大防止措置等が見

直されることが考えられる。その際、住民等が適切に対応できるよう、その

時点で把握している科学的知見等に基づく感染拡大防止措置等について、そ

の前からの変更点や変更理由等を含め、分かりやすく説明を行う。（知事直

轄組織、健康福祉部）

3-2-2-2.こどもや若者、高齢者等が重症化しやすい場合の対策の説明

病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や臨床像

等を踏まえたリスク評価や影響の大きい年齢層に応じて、特措法に基づく措

置の強さや国民等への協力要請の方法が異なることは起こりえる。このため、

このような傾斜のある対策を採用した理由等について、可能な限り科学的根

拠等に基づいて分かりやすく説明を行う。その際、特に影響を受ける層に対

し、重点的に、可能な限り双方向のリスクコミュニケーションを行いつつ、

対象層のリスク情報とその見方を共有し、この対策について、理解・協力を

得る。

また、こうした情報へのアクセスが困難な方々を含めた国民等に対して、

適切に情報が届いているかモニタリングし、必要に応じて情報提供・共有の

方法等を見直すことも重要である。 （知事直轄組織、健康福祉部）



各段階における対策 対応期 (5) 水際対策

１０８

3-2-3.特措法によらない基本的な感染対策に移行する時期

ワクチン等により免疫の獲得が進むこと、病原体の変異により病原性や感

染性等が低下すること、及び新型インフルエンザ等への対応力が一定水準を

上回ることにより、特措法によらない対策へと移行していく段階では、平時

への移行に伴い留意すべき点（医療提供体制や感染対策の見直し等）につい

て、丁寧に情報提供・共有を行う。

また、個人の判断に委ねる感染症対策に移行することに不安を感じる層が

いるため、可能な限り双方向のリスクコミュニケーションを行いつつ、低減

したリスク情報を共有し、対策緩和について、理解・協力を得る。住民や市

町、特に報道機関に対して丁寧に説明しながら、順次、広報体制の縮小など

を行う。 （知事直轄組織、健康福祉部）

(5) 水際対策

3-1.封じ込めを念頭に対応する時期

県及び保健所設置市は、居宅等待機者等に対して本来国が行う健康監視に

対して実施に協力するが、感染状況等によって県内の体制が健康監視を行う

余力が無いと判断した際には、感染症法の規定に基づき、国に健康監視を実

施するように要請する。（健康福祉部）

3-2.水際対策の変更の方針の公表

国が水際対策の強化、緩和又は中止を行うに当たってその方針について国

内外に公表し関係機関等に必要な対応を依頼する際に、必要があれば県は協

力する。（健康福祉部）

(6) まん延防止

3-1.まん延防止対策の内容

まん延防止対策として実施する対策の選択肢としては、以下のようなもの

がある。国及び JIHS による情報の分析やリスク評価に基づき、感染症の特徴

や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、変異の状況、感染状況及

び国民の免疫の獲得の状況等に応じた、適切なまん延防止対策を講ずる。な

お、まん延防止対策を講ずるに際しては、県民生活や社会経済活動への影響

も十分考慮する。（健康福祉部）

3-1-1. 患者や濃厚接触者への対応

① 県及び保健所設置市は、国と連携し、地域の感染状況等に応じて、感

染症法に基づき、患者への対応（入院勧告・措置等）や患者の同居者等の濃

厚接触者への対応（外出自粛要請等）等の措置を行う。 （健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性

等）、国内の発生状況や臨床像等についての情報収集等で得られた知見等を踏

まえ、積極的疫学調査等による感染源の推定と濃厚接触者の特定による感染

拡大防止対策等が有効と考えられ、かつ、必要である状況の場合には、そう

した対応も組み合わせて実施する。



各段階における対策 対応期 (6) まん延防止

１０９

なお、濃厚接触者対策は、感染症法に基づき健康観察、外出自粛の要請等

として実施される場合と、季節性インフルエンザ対策と同様な任意の協力を

求める基本的な感染対策として実施する場合がある。（危機管理部、健康福

祉部、関係部局）

③ 新型インフルエンザの場合で、必要な場合には、抗インフルエンザウ

イルス薬の予防投与等を実施する場合もある。特に、新型インフルエンザが、

人口密度が低く、交通量が少なく、人の移動が少ない地域等において初めて

確認された場合等、直ちに地域における重点的な感染拡大防止策の実施を検

討し、その一つとして抗インフルエンザウイルス薬の有効性が期待されると

判断される場合には、県は、その地域内の住民に対して、抗インフルエンザ

ウイルス薬の一斉予防投与の実施を検討する。（健康福祉部）

3-1-2. 患者や濃厚接触者以外の住民に対する要請等

3-1-2-1.外出等に係る要請等

県は、住民に対して、県内地域の感染状況、医療ひっ迫等の実情に応じて、

集団感染の発生施設や不特定多数の者が集まる等の感染リスクが高まる場所

等への外出自粛の要請や、必要性や有効性を検討して都道府県間の移動の自

粛要請を行う。

また、県は、住民に対して、知事が定める期間及び区域においてまん延防

止等重点措置として、重点区域において営業時間が変更されている店舗等が

ある場所への外出自粛要請や、緊急事態措置として、新型インフルエンザ等

緊急事態において生活の維持に必要な場合を除きみだりに居宅等から外出し

ないこと等の要請を行う。（危機管理部、健康福祉部、経済産業部、関係部局）

3-1-2-2.基本的な感染対策に係る要請等

県は、国とともに、住民等に対し、換気、マスク着用等の咳エチケット、

手洗い、人混みを避ける等の基本的な感染対策、時差出勤やテレワーク、オ

ンライン会議の活用等の取組を勧奨し、必要に応じ、その徹底を要請する。

（危機管理部、健康福祉部、経済産業部、関係部局）

3-1-3.事業者や学校等に対する要請

3-1-3-1.営業時間の変更や休業要請等

① 県は、必要に応じて、まん延防止等重点措置として、措置を講ずる必

要があると認める業態に属する事業を行う者に対する営業時間の変更の要請

を行う。（危機管理部、スポーツ・文化観光部、健康福祉部、経済産業部、教

育委員会、関係部局）

なお、時短要請等を行う場合、 以下の 2点に留意する。

○特措法第 24 条第９項に基づく時短要請等は、政府対策本部の設置時で

あれば実施可能であり、あくまで立入検査等や履行確保措置を伴わない

協力を求めるものである。
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○特措法第 31 条の８第１項に基づく時短要請等は、まん延防止等重点措置

として、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒までの期間並びに発

生の状況を考慮して知事が定める期間及び区域において行われ、必要に

応じて、立入検査（特措法第 72 条第１項）や要請に応じない場合の命令

（特措法第 31 条の８第３項）、当該命令に違反した場合の過料（特措法

第 80 条）といった履行確保措置の実施が可能である。

また、まん延防止等重点措置の公示時に時短要請等を行う場合には、

原則として特措法第31条の８第１項の規定に基づく要請を行うこととす

る（県対策本部長が、感染拡大のリスクの程度や上記の相違点等を踏ま

え、特措法第 24 条第９項と第 31 条の８第１項のうち、適切な根拠法令

を選択して要請を行うことを妨げるものではない。

② 県は、緊急事態措置として、学校等の多数の者が利用する施設を管理

する者又は当該施設を使用して催物を開催する者（以下「施設管理者等」と

いう。）に対する施設の使用制限（人数制限や無観客開催）や停止（休業）等

の要請を行う。（危機管理部、スポーツ・文化観光部、健康福祉部、経済産業

部、教育委員会、関係部局）

なお、休業要請等を行う場合、 以下の 2点に留意する。

○特措法第 24 条第９項に基づく休業要請等は、政府対策本部の設置時であ

れば実施可能であり、新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令（平

成 25 年政令第 122 号。以下「施行令」という。）第 11 条に規定する施設

（別表）の管理者等に対して、あくまで立入検査等や履行確保措置を伴

わない協力を求めるものである。

○特措法第 45 条第２項に基づく休業要請等は、緊急事態宣言時に、新型

インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒までの期間並びに発生の状況を考

慮して知事が定める期間において、施行令第 11 条に規定する施設（別表）

の管理者等に対して行われ、必要に応じて、立入検査（特措法第 72 条第

２項）や要請に応じない場合の命令（特措法第 45 条第３項）、当該命令

に違反した場合の過料（特措法第 79 条）といった履行確保措置の実施が

可能である。

また、緊急事態宣言時に休業要請等を行う場合には、原則として特措

法第 45 条第２項の規定に基づく要請を行うこととする（ただし、県対策

本部長が、感染拡大のリスクの程度や上記の相違点等を踏まえ、特措法

第 24 条第９項と第 45 条第２項のうち、適切な根拠法令を選択して要請

を行うことを妨げるものではない）。

また、学校・保育施設等は、国民生活の基盤であり、休業による影響

が多方面にわたるため、可能な限り休業要請等を行わないことが望まし

い。
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3-1-3-2.まん延の防止のための措置の要請

県は、必要に応じて、上記 3-1-3-1 のまん延防止等重点措置又は緊急事態

措置による要請の対象事業者や施設管理者等に対し、新型インフルエンザ等

のまん延を防止するために必要な以下のア～クの措置を講ずることを要請す

る。（危機管理部、スポーツ・文化観光部、健康福祉部、経済産業部、教育委

員会、関係部局）

ア 従業員に対する検査を受けることの勧奨

イ 入場者の感染防止のための整理及び誘導

ウ 発熱その他の症状のある者の入場の禁止

エ 手指の消毒設備の設備

オ 事業所・施設の消毒

カ 入場者に対するマスクの着用その他の感染の防止に関する措置の周

知

キ 正当な理由なくマスクの着用等の感染防止措置を講じない者の入場

の禁止

ク ア～キに掲げるもののほか、新型インフルエンザ等のまん延の

防止のために必要な措置として厚生労働大臣が定めて公示するもの

なお、緊急事態宣言時において、知事は、別表以外の以下の社会経済活動

を維持するうえで必要な施設についても、特措法施行令第 12 条で定める使用

制限以外の対応を参考に、基本的対処方針を踏まえ、手指の消毒設備の設置、

入場者数の制限等の特措法第 24 条第９項による協力の要請を行う。

a 病院又は診療所

b 卸売市場、食料品売場

c 飲食店、料理店
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d ホテル又は旅館

e 寄宿舎又は下宿

f 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客

の乗降又は待合の用に供するもの

g 工場

h 銀行

i 事務所

j 保健所、税務署その他不特定多数の者が利用する官公署

k 公衆浴場

l 別表の施設であって、1,000 ㎡以下の施設（別表のⅰ、ⅱ及び施行令第 11

条第３項の規定に基づき、厚生労働大臣が例外的に定めたカテゴリーの施

設を除く。）

3-1-3-3. 3-1-3-1 及び 3-1-3-2 の要請に係る措置を講ずる命令等

県は、上記 3-1-3-1 又は 3-1-3-2 のまん延防止等重点措置又は緊急事態

措置による要請の対象事業者や施設管理者等が、正当な理由なく要請に応じ

ない場合は、特に必要があるときに限り、当該者に対し、要請に係る措置を

講ずべきことを命ずる。（危機管理部、スポーツ・文化観光部、健康福祉部、

経済産業部、教育委員会、関係部局）

この場合、特に必要があると認められるかの判断に当たっては以下のア～

エを考慮すべきである。

ア その事業者等が行う事業の属する業態における感染症患者等の数、感染

症患者等のうち同一の事実に起因して感染した者の数その他の感染症患

者等の発生の状況又は新型インフルエンザ等の発生の動向若しくは原因

イ その事業者等が事業を行う場所における同一の事実に起因して感染す

る者が生ずるおそれの程度

ウ その事業者等についての要請に係る措置の実施状況

エ その事業者等が事業を行う場所の所在する区域においてまん延防止等重

点措置又は緊急事態措置を実施すべき期間が終了する日

3-1-3-4.施設名の公表

県は、上記 3-1-3-1 から 3-1-3-3 までのまん延防止等重点措置又は緊急

事態措置による要請又は命令を受けた事業者や施設について、国からの情報

提供も踏まえて、その事業者名や施設名を公表することが利用者の合理的な

行動の確保につながると判断される場合には、事業者名や施設名を公表する。

公表の方法については、県のウェブサイト等において、要請又は命令の内

容及び理由と対象施設の名称及び所在地を掲載する。なお、要請又は命令を

受けた事業者や施設が、要請又は命令に従った対応がされた場合には、掲載

を取り止める。（危機管理部、スポーツ・文化観光部、健康福祉部、経済産業

部、教育委員会、関係部局）
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3-1-3-5.その他の事業者に対する要請

① 県は、国とともに、事業者に対して、職場における感染対策の徹底を

要請するとともに、従業員に基本的な感染対策等を勧奨し、又は徹底するこ

とを協力要請する。また、当該感染症の症状が認められた従業員の健康管理

や受診を勧奨すること、出勤が必要な者以外のテレワーク、こどもの通う学

校等が臨時休業等をした場合の保護者である従業員への配慮等の協力を要請

する。（危機管理部、スポーツ・文化観光部、健康福祉部、経済産業部、教育

委員会、関係部局）

② 県は、国の要請を受けて、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有する者

が集まる施設や、多数の者が居住する施設等に対して感染対策を強化するよ

う周知する。（危機管理部、スポーツ・文化観光部、健康福祉部、経済産業部、

教育委員会、関係部局）

③ 県は、集団感染の発生施設や不特定多数の者が集まる等の感染リスク

が高まる場所等について、施設の管理者等に対して、基本的な感染対策の徹

底や、人数制限等の安全性を確保するための計画策定等を要請する。（危機管

理部、スポーツ・文化観光部、健康福祉部、経済産業部、教育委員会、関係

部局）

④ 国が必要に応じて、感染のリスクが高まっている国・地域への出張の

延期・中止の勧告を行う際には、県は協力し、県内の事業者に呼びかける。

（知事直轄組織、健康福祉部、経済産業部、関係部局）

⑤ 国が事業者や各業界における自主的な感染対策を促す取組を実施す

る際には、県は協力し、県内の事業者に呼びかける。（健康福祉部、経済産業

部）

3-1-3-6.学級閉鎖・休校等の要請

県は、国とともに、感染状況、病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受

性等）、国内の発生状況や臨床像等を踏まえ、必要に応じて、学校・保育施設

等における感染対策の実施に資する情報提供・共有を行う。また、県は、国

とともに、学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）に基づく臨時休業（学

級閉鎖、学年閉鎖、又は休校）等を地域の感染状況等を考慮して適切に行う

よう学校の設置者等に要請する。（危機管理部、健康福祉部、教育委員会、関

係部局）
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3-2.時期に応じたまん延防止対策の実施の考え方

3-2-1. 封じ込めを念頭に対応する時期

県は、県内の感染症指定医療機関等の医療資源には限界があることや、新

型インフルエンザ等の効果的な治療法が確立されていないこと、当該感染症

に対する住民の免疫の獲得が不十分であること等を踏まえ、医療のひっ迫を

回避し、住民の生命及び健康を保護するため、必要な検査を実施し、上記3-1-1

の患者や濃厚接触者への対応等に加え、人と人との接触機会を減らす等の対

応により封じ込めを念頭に対策を講ずる。

このため、県は、必要に応じて、まん延防止等重点措置や緊急事態措置の

実施を国に要請することを含め、上記 3-1 に記載した対策の中でも強度の高

いまん延防止対策を講ずる（まん延防止等重点措置の公示や緊急事態措置の

実施の考え方については、3-3 に記載）。（危機管理部、健康福祉部、その他

全部局）

3-2-2.病原体の性状等に応じて対応する時期

以下のとおり、病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、国内の発

生状況や臨床像等を踏まえたリスク評価の大括りの分類に応じた対応の考え

方を示す。

県は、有事には、病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、臨床像

に関する情報等に基づく国及び JIHS による分析やリスク評価の結果に基づ

き、対応を判断する。（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）

3-2-2-1.病原性及び感染性がいずれも高い場合

り患した場合の重症化等のリスクが非常に高く、また感染性の高さから感

染者数の増加に伴い医療のひっ迫につながることで、大多数の住民の生命及

び健康に影響を与えるおそれがあることから、上記 3-2-1 と同様に、県は、

まん延防止等重点措置や緊急事態宣言の実施を国に要請することも含め、強

度の高いまん延防止対策を講ずる。（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）

3-2-2-2.病原性が高く、感染性が高くない場合

り患した場合の重症化等のリスクが非常に高いが、感染拡大のスピードが

比較的緩やかである場合は、県は、基本的には患者や濃厚接触者等への対応

等を徹底することで感染拡大の防止を目指す。

それでも医療の提供に支障が生じるおそれがある等の場合には、県は、ま

ん延防止等重点措置や緊急事態措置の実施を国に要請することを検討する。

（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）
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3-2-2-3.病原性が高くなく、感染性が高い場合

り患した場合のリスクは比較的低いが、感染拡大のスピードが速い場合は、

県は、基本的には、上記 3-1 に挙げた対策の中では強度の低いまん延防止対

策を実施しつつ、宿泊療養や自宅療養等の体制を確保するとともに、県予防

計画及び保健医療計画に基づき、医療機関の役割分担を適切に見直すことで

対応する。

上記の対策を行ってもなお、地域において医療のひっ迫のおそれが生じた

場合等については、県は県内医療のひっ迫のおそれがあることを公表し、更

なる感染拡大防止への協力を住民に呼び掛けるとともに、国は、県を支援す

るため、関係省庁及び業界団体等との連携や調整、好事例の提供や導入支援、

感染対策に関する助言・指導等を行う。

それでも医療の提供に支障が生じるおそれがある等の場合には、県は、ま

ん延防止等重点措置や緊急事態措置の実施を国に要請することを検討する。

（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）

3-2-2-4.こどもや若者、高齢者等が感染・重症化しやすい場合

こどもや高齢者、特定の既往症や現病歴を有する者が感染・重症化しやす

い傾向がある等の特定のグループに対する感染リスクや重症化リスクが高い

場合は、そのグループに対する重点的な感染症対策の実施を検討する。

例えば、こどもが感染・重症化しやすい場合については、学校や保育所等

における対策がこどもに与える影響にも留意しつつ、対策を実施するととも

に、保護者や同居者からの感染リスクにも配慮した対策を講ずる。また、こ

どもの生命及び健康を保護するため、地域の感染状況等に応じて、学級閉鎖

や休校等の要請を行う。それでも地域の感染状況が改善せず、こどもの感染

リスク及び重症化リスクが高い状態にある場合等においては、学校施設等の

使用制限等を講ずることにより、学校等における感染拡大を防止することも

検討する。（危機管理部、健康福祉部、教育委員会、その他全部局）

3-2-3.ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期

ワクチンや治療薬の開発や普及により、感染拡大に伴うリスクが低下した

と認められる場合は、上記 3-1 に記載した対策の中では強度の低いまん延防

止対策を実施しつつ、特措法によらない基本的な感染症対策への速やかな移

行を検討し、国へ移行を要望する。

なお、病原体の変異等により、病原性や感染性が高まる場合には、そのリ

スクに応じて、上記 3-2-2 に記載した考え方に基づき対策を講ずる。ただし、

そのような場合においても、対策の長期化に伴う県民生活や社会経済活動へ

の影響を更に勘案しつつ検討を行う。（危機管理部、くらし・環境部、健康福

祉部、経済産業部、その他全部局）
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3-2-4.特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期

県は、国とともに、これまでに実施したまん延防止対策の評価を行い、必

要に応じ、病原体の変異や次の感染症危機に備えた対策の改善等を行う。

（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）

3-3.まん延防止等重点措置の公示及び緊急事態宣言の検討等

上記 3-2 の考え方に基づき対応するに当たり、まん延防止等重点措置及び

緊急事態措置の実施の検討については、以下の①から③までのとおりとする。

なお、各措置の実施に係る手続等については、第２章Ⅲ対応期(1)実施体制

3-2 の記載を参照する。

① 県は、県内地域の感染状況や医療のひっ迫状況等の情報に基づき、リ

スク評価を行い、まん延防止等重点措置や緊急事態措置の実施を国に対して

要請するかの検討をする。（危機管理部、健康福祉部、その他全部局）

② 国は、県内の医療提供体制の状況等を勘案しつつ、新型インフルエン

ザ等の発生状況や患者の発生動向の推移、病床使用率や外来のひっ迫状況、

重症化率等に基づき、医療の提供に支障が生じるおそれがある又は生じてい

ることからこれらの措置が必要であると認められる場合は、必要がある県内

の地域・期間・業態等について、まん延防止等重点措置の公示又は緊急事態

宣言を行う。

③ ただし、上記 3-2 のそれぞれの時期において、主に以下の点に留意し

て、これらの措置の必要性や内容を判断する。

ア 封じ込めを念頭に対応する時期

科学的知見が不十分と考えられる状況であっても、医療提供体制の状

況等に鑑みて必要と認められる場合には、そのような状況にあることを

住民等に情報提供・共有しつつ、まん延防止等重点措置や緊急事態措置

の国への要請を含め、必要な対策を検討し、迅速に実施する。

イ 病原体の性状等に応じて対応する時期

医療提供体制の状況等に鑑みて必要と認められる県内の地域において、

JIHS 等から提供される科学的知見に基づき、措置の効果と、県民生活及

び社会経済活動に与える影響を総合的に勘案した上で、必要最小限と考

えられる地域・期間・業態等に対して措置を講ずる。

ウ ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期

上記イと同様に措置を講ずるが、重症化等のリスクが低下したことを

踏まえ、対策の長期化に伴う県民生活や社会経済活動への影響をより重

視しながら、措置を講ずる期間及び区域、業態等を検討する。

(7) ワクチン

3-1.ワクチンや接種に必要な資材の供給

3-1-1.ワクチンや接種に必要な資材の適切な供給

① 県は、県内地域での流行状況、流通在庫及び医療機関在庫を踏まえて

厚生労働省へのワクチンの配分希望の連絡を行うとともに、県及び市町は、

国の要請を受けて、ワクチン等の使用実績等を踏まえ、特定の医療機関等に
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接種を希望する者が集中しないように、ワクチンの割り当て量の調整を行う。

（健康福祉部）

② 県及び市町は、国の要請を受けて、ワクチンの供給に滞りや偏在等が

生じた場合には、それらの問題を解消するために、関係者に対する聴取や調

査等を行って管内の在庫状況を含む偏在等の状況を把握した上で、地域間の

融通等を行う。

なお、ワクチンの供給の滞りや偏在等については、特定の製品を指定する

ことが原因であることが少なからずあるため、他の製品を活用すること等も

含めて地域間の融通等を行うことも合わせて要請する。（健康福祉部）

③ 県及び市町は、ワクチン接種に必要な資材の供給の滞りや偏在等につ

いては、特定の製品に偏って発注等を行っていることが原因であることも考

えられるため、他の製品を活用すること等も含めて地域間の融通等を行う。

（健康福祉部）

3-1-2.ワクチン等の流通体制の構築

県は、国の要請を受けて、ワクチン等を円滑に流通できる体制を構築する。

（健康福祉部）

3-2.接種体制

① 市町又は県は、初動期に構築した接種体制に基づき接種を行う。（健

康福祉部）

② 県は、追加接種を行う場合においても、混乱なく円滑に接種が進めら

れるように国や市町、医療機関と連携して、接種体制の継続的な整備に努め

る。（健康福祉部）

③ 県は、県内で予防接種に従事する医療従事者の偏在が生じている場合

や、市町で医療従事者の不足が生じている場合は、関係市町間の調整を行う。

（健康福祉部）

④ 市町又は県は、接種状況等を踏まえ、接種の実施会場の追加等を検討

する。（健康福祉部）

⑤ センターは、国から提供された県内の接種回数等について市町と情報

共有し、ホームページ等で適切に公表する。（知事直轄組織、健康福祉部）

3-2-1.特定接種

3-2-1-1.地方公務員に対する特定接種の実施

県及び市町は、国が特定接種を実施することを決定した際は、国と連携し、

新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員の対象者に集団的な接

種を行うことを基本として、本人の同意を得て特定接種を行う。（健康福祉部）

3-2-2.住民接種

3-2-2-1.住民接種の接種順位の決定

国が接種の順位に係る基本的な考え方に加え、発生した新型インフルエン

ザ等の病原性等に関して、重症化しやすい特定のグループ等の情報を踏まえ、
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決定した住民への接種順位について、センターは、住民に周知する。（知事直

轄組織、健康福祉部）

3-2-2-2.予防接種の準備

市町又は県は、国と連携して、接種体制の準備を行う。（健康福祉部）

3-2-2-3.予防接種体制の構築

県は、国の要請を受けて、全ての住民が速やかに接種を受けられるよう、

準備期及び初動期に市町又は県において整備・構築した接種体制に基づき、

具体的な接種体制の構築を進める。

また、市町においては定期の予防接種の接種率の低下による対象疾病のま

ん延が生じないよう、定期の予防接種の接種機会の確保に留意する。（健康福

祉部）

3-2-2-4.接種に関する情報提供・共有

① 市町又は県は、国の要請を受けて、予約受付体制を構築し、接種を開

始するとともに、国、県及び市町の間で接種に関する情報提供・共有を行う。

② 特定接種に関して、センター及び市町は、具体的な接種の進捗状況や、

ワクチンの有効性・安全性に関する情報、相談窓口（コールセンター等）の

連絡先など、接種に必要な情報を提供する。（知事直轄組織、健康福祉部）

③ 住民接種に関して、国及びセンターは、問い合わせに応えるための窓

口を設置し、対応を強化するほか、市町は、実施主体として、住民からの基

本的な相談に応じる。（健康福祉部）

④ センターは、様々な広報媒体を活用して、具体的な接種スケジュール

や接種の実施場所・方法、ワクチンの有効性・安全性に関する情報、相談窓

口（コールセンター等）の連絡先等の周知を行う。（知事直轄組織、健康福祉

部）

なお、広報に当たっては、国、県及び市町は、次のような点に留意する。

ａ) 接種の目的や優先接種の意義等を分かりやすく伝えることが必要

である。

ｂ) ワクチンの有効性・安全性についての情報をできる限り公開すると

ともに、分かりやすく伝えることが必要である。

ｃ) 接種の時期、方法など、住民一人一人がどのように対応するべきか

について、分かりやすく伝えることが必要である。

3-2-2-5.接種体制の拡充

市町又は県は、感染状況を踏まえ、必要に応じて保健センター等を活用し

た医療機関以外の接種会場の増設等を検討する。また、高齢者施設等の入所

者等の接種会場での接種が困難な者が接種を受けられるよう、県又は市町の

福祉担当部局等、介護保険担当部局等や医師会等の関係団体と連携し、接種

体制を確保する。（健康福祉部）
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3-2-2-6.接種記録の管理

県及び市町は、地方公共団体間で接種歴を確認し、接種誤りを防止できる

よう、また、接種を受けた者が当該接種に係る記録を閲覧できるよう、準備

期に整備したシステムを活用し、接種記録の適切な管理を行う。（健康福祉部）

3-3.副反応疑い報告等

3-3-1.健康被害に対する速やかな救済

① センターは、予防接種の実施により健康被害が生じたと認定した者に

対して国が行う救済が迅速に受けられるように、市町から予防接種健康被害

調査委員会の委員推薦を依頼された場合は、速やかに推薦者を決定してその

市町に連絡する。（健康福祉部）

② センターは、国、市町や医療機関等と緊密に連携しながら、予防接種

健康被害救済制度の周知に取り組む。（健康福祉部）

3-4.情報提供・共有

① 市町又は県は、自らが実施する予防接種に係る情報（接種日程、会場、

副反応疑い報告や健康被害救済申請の方法等）に加え、国が情報提供・共有

する予防接種に係る情報について住民への周知・共有を行う。（知事直轄組織、

健康福祉部）

② 県又は市町においては、地域における接種に対応する医療機関の情報、

接種の状況、各種相談窓口など、必要な情報提供を行うことも検討する。（健

康福祉部）

③ 国、県又は市町からの直接の情報発信と、マスメディアを通じた情報

発信の双方が重要であるが、近年、インターネットを通じた直接の情報発信

の役割が大きくなっていることに留意する。（知事直轄組織、健康福祉部）

④ ワクチン接種後の健康被害は不可避的に生ずるものであることから、

健康被害救済制度について、引き続き、周知に取り組む。 （健康福祉部）

⑤ パンデミック時においては、特定接種及び住民接種に関する広報を推

進する必要がある一方で、定期の予防接種の接種率が低下し、定期の予防接

種の対象疾病のまん延が生じないようにする必要があることから、国及びセ

ンター、市町においては、引き続き定期の予防接種の必要性等の周知に取り

組む。（健康福祉部）
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(8) 医療

3-1.新型インフルエンザ等に関する基本の対応

① センターは、国や JIHS から提供された情報等を医療機関や保健所、

消防機関、高齢者施設等に周知するとともに、国が示した基準も参考としつ

つ、県内の感染状況や医療提供の状況等を踏まえ、段階的に医療提供体制を

拡充する。また、医療機関における診療により、感染者の重症度等に応じて

入院、宿泊療養、自宅療養等への振り分けを行う。

また、センターは、保健所設置市との間で入院調整が円滑に行われるよう、

平時から連携を緊密に行い、必要に応じて総合調整権限・指示権限を行使す

る。（健康福祉部）

② 県は、準備期において連携協議会等で整理した医療提供体制等が適切

に確保できるよう、感染症指定医療機関に対して必要な医療を提供するよう

要請するとともに、協定締結医療機関に対して準備期に締結した協定に基づ

き必要な医療を提供するよう要請する。（健康福祉部）

③ 県内の感染症指定医療機関は、初動期に引き続き、地域の感染症医療

提供体制の中核として役割を果たす。医療機関は、準備期に県と締結した協

定に基づき、県からの要請に応じて、病床確保、発熱外来、自宅療養者等へ

の医療提供、後方支援又は医療人材の派遣を行う。

④ 県は、感染状況や感染症の特徴等を踏まえ、患者に医療を提供する医

療機関等を支援する。

特に、流行初期に病床確保や発熱外来を行う協定締結医療機関に対して、

国と県は、診療報酬の特例措置や補助金等の財政支援が整備されるまでの一

定期間、流行前と同水準の収入を補償する措置を行う。（健康福祉部）

⑤ センター及び保健所は、初動期に引き続き、県内医療機関に対し、確

保病床数・稼働状況、病床使用率、重症者用病床使用率、外来ひっ迫状況等

を G-MIS に確実に入力するよう要請を行い、これらの情報等を把握しながら、

入院調整を行う。（健康福祉部）

⑥ 県内医療機関は、センターからの要請に応じて G-MIS の入力を行う。

⑦ 国が、通常医療との両立を図りつつ、患者の相談・受診から入退院ま

での流れが円滑に行われるよう都道府県が定期的に状況を確認するための項

目を示すので、センターは、それら項目を定期的に確認し、必要に応じて医

療提供体制の改善を行う。（健康福祉部）
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⑧ 県内医療機関は、感染症対策物資等（個人防護具等）の備蓄・配置状

況について G-MIS に入力を行い、感染症対策物資等が不足することが予見さ

れる場合は G-MIS を通じてセンターへ報告を行う。

センターは、国等と連携し、医療機関の求めに応じ感染症対策物資等を提

供する体制を構築する。（健康福祉部）

⑨ センター及び保健所設置市は、民間搬送事業者等と連携して、自身や

家族において移動手段が確保できない患者及び症状が回復した者について、

自宅、発熱外来、入院医療機関、宿泊療養施設等の間での移動手段を確保す

る。また、住民等に対し、症状が軽微な場合における救急車両の利用を控え、

判断に迷う場合は♯7119 に相談する等、救急車両の適正利用について周知す

る。（健康福祉部）

⑩ センターは、発熱外来以外の医療機関に対して、患者からの相談に応

じて相談センター等、受診先として適切な発熱外来を案内するよう要請する。

（健康福祉部）

⑪ センターは、特に配慮が必要な患者について、患者の特性に応じた受

入れ医療機関の設定及び病床の確保や、関係機関等との連携等の体制確保を

行う。（健康福祉部）

⑫ センターは、市町と協力し、地域の医療提供体制や、相談センター及

び受診先となる発熱外来の一覧等を含め医療機関への受診方法等について、

様々なメディアを通じて住民等に周知する。（知事直轄組織、健康福祉部）

⑬ 県は、国とともに、新型インフルエンザ等対策に関わる医療従事者に

生じ得る心身への影響を考慮し、状況に応じたローテーション制の導入、休

暇の確保、メンタルヘルス支援等の必要な対策を講ずるよう、医療機関へ要

請する。（健康福祉部）

3-2.時期に応じた医療提供体制の構築

3-2-1.流行初期（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表から約

３か月を想定）

3-2-1-1.協定に基づく医療提供体制の確保等

① 県は、国の要請を受けて、県内の感染状況を踏まえた保健所の意見を

参考に必要に応じて、感染症指定医療機関に加えて、流行初期医療確保措置

の協定を締結した医療機関においても、患者に適切な入院医療及び外来医療

を提供する体制を確保するよう要請し、段階的に医療提供体制を拡充する。

なお、流行初期医療確保措置の対象とはならないが、流行初期に対応する

協定を医療機関と締結している場合には、協定に基づき、その医療機関にも

要請を行うことが可能であることに留意する。（健康福祉部）

② 県内の感染症指定医療機関は、初動期に引き続き、地域の感染症医療

提供体制の中核として役割を果たす。流行初期医療確保措置協定締結医療機

関は、準備期に県と締結した協定に基づき、県からの要請に応じて、病床確

保又は発熱外来を行う。

③ センターは、医療機関に対し、症例定義を踏まえ、受診患者を新型イ

ンフルエンザ等の患者又は疑似症患者と判断した場合は、直ちに保健所に届
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け出るよう要請する。（健康福祉部）

④ 県内医療機関は、症例定義を踏まえ、受診患者を新型インフルエンザ

等の患者又は疑似症患者と判断した場合は、直ちに保健所に届け出を行う。

⑤ センター及び保健所は、新型インフルエンザ等の患者が発生した場合

は、迅速に入院調整を行い、感染症法に基づき、感染症指定医療機関又は病

床確保を行う流行初期医療確保措置の協定を締結した医療機関に移送する。

入院の優先度や入院先医療機関の判断等においては、準備期に整備・整理し

た役割分担に基づき、医療機関等と適切に連携して対応する。

なお、県は、保健所設置市との間で入院調整が円滑に行われるよう、平時

から連携を緊密に行い、必要に応じて総合調整権限や指示権限を行使する。

（健康福祉部）

⑥ 県は、地域の感染の拡大状況や医療提供体制のひっ迫状況等を踏まえ、

3-4②の臨時の医療施設を設置することを検討する。

検討の結果、設置する方針を決定した場合は、必要に応じて迅速に設置す

ることができるよう、準備期に整理した臨時の医療施設の設置、運営、医療

人材確保等の方法を確認し、所要の準備を行う。（健康福祉部）

3-2-1-2.相談センターの強化

① センター及び保健所設置市は、国の要請を受けて、帰国者等、接触者、

有症状者等からの相談（受診先となる発熱外来の案内を含む。）を受ける相談

センターの対応人数や電話回線数、開設時間の拡大等体制の強化を行う。（健

康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、国とともに、症例定義に該当する有症

状者は、まず相談センターに電話により問い合わせること等をインターネッ

ト、ポスター、広報等を活用し、県住民等に広く周知する。（知事直轄組織、

健康福祉部）

③ 相談センターは、住民等から電話で相談を受けた場合は、症状の程度

や基礎疾患等の重症化リスク等を踏まえて、必要に応じて速やかに発熱外来

への受診調整を行う。なお、新型インフルエンザ等に感染している疑いがな

い場合は、適切な情報を与え、必要に応じて一般の医療機関を受診するよう

に指導する。（健康福祉部）

3-2-2.流行初期以降（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表か

ら約３か月以降を想定）

3-2-2-1. 協定に基づく医療提供体制の確保等

① 県は、国の要請を受けて、県内の感染状況を踏まえ、必要に応じて、

感染症指定医療機関及び流行初期医療確保措置の協定締結をした医療機関に

加えて、その他の協定締結医療機関においても対応するよう要請する。（健康

福祉部）

② 県は、県内の感染状況を踏まえ、必要に応じて、協定締結医療機関に

対して、病床確保、発熱外来、自宅療養者等への医療の提供、後方支援又は

医療人材の派遣を行うよう要請する。その際、病床確保について、まずは、
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協定締結医療機関のうち公的医療機関等が中心となった対応とし、その後３

か月程度を目途に、順次速やかに、対応する協定締結医療機関を拡大してい

くなど、地域の実情に応じて段階的に医療提供体制を拡充する。（健康福祉部）

③ 協定締結医療機関は、準備期に県と締結した協定に基づき、県からの

要請に応じて、病床確保、発熱外来、自宅療養者等への医療の提供、後方支

援又は医療人材の派遣を行う。

④ センター及び保健所は、新型インフルエンザ等の患者が発生した場合

は、迅速に入院調整を行い、感染症法に基づき、感染症指定医療機関又は病

床確保を行う協定締結医療機関に移送する。入院の優先度や入院先医療機関

の判断等においては、準備期に整備・整理した役割分担に基づき、医療機関

等と適切に連携して対応し、保健所は、管内医療機関との情報共有、役割分

担を行い、地域医療体制の維持に努める。

なお、県は、保健所設置市との間で入院調整が円滑に行われるよう、平時

から連携を緊密に行い、必要に応じて総合調整権限・指示権限を行使する。

（健康福祉部）

⑤ センターは、病床使用率が高くなってきた場合には、基礎疾患を持つ

患者等、国が作成した指標に基づき重症化する可能性が高い患者を優先的に

入院させるよう示すとともに、自宅療養、宿泊療養又は高齢者施設等での療

養の体制を強化する。また、症状が回復した者について、後方支援を行う協

定締結医療機関への転院を進める。（健康福祉部）

⑥ 県は、必要に応じて、医療人材の派遣を行う協定締結医療機関に対し

て、医療人材の医療機関等への派遣を要請する。（健康福祉部）

⑦ センター及び保健所設置市は、県においては市町と協力し、自宅療養

及び宿泊療養等において、感染症の特徴に応じて症状の状態等を把握するた

め、パルスオキシメーターによる経皮的酸素飽和度の測定等を行う体制を確

保する。（健康福祉部）

3-2-2-2.相談センターの強化

上記 3-2-1-2 の取組を継続して行う。

また、後遺症が課題となる場合は、センターは、必要に応じて、後遺症に

関する相談体制の構築を図る。（健康福祉部）

3-2-2-3.病原体の性状等に応じた対応

① センターは、国の要請を受けて、小児、妊産婦、高齢者、特定の既往

症を有する者等の特定のグループが感染・重症化しやすい等の新型インフル

エンザ等が発生した場合は、リスクの高い特定のグループに対する重点的な

医療提供体制を確保する。（健康福祉部）

② 病原性が高い場合は、重症患者が多く発生することが想定されるため、

県は、国の要請を受けて、感染症指定医療機関及び協定締結医療機関におい

て重症者用の病床の確保を多く行うよう要請する。

一方、感染性が高い場合は、県は、必要に応じて、全ての協定締結医療機

関において対応する等、医療提供体制を拡充する要請を行うとともに、入院
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医療を重症化リスクの高い患者に重点化するよう、国が見直した入院基準等

を県内医療機関や住民に周知する。

さらに、後遺症が課題となる場合は、センターは、必要に応じて、後遺症

に関する医療提供体制の構築を図る。（健康福祉部）

3-2-3.ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期

① センターは、国の要請を受けて、協定に基づき措置を講ずる協定締結

医療機関を減らす等、県内の実情に応じて柔軟かつ機動的に対応する。

また、変異株の出現等により、感染が再拡大した場合は、センターは、国

の要請を受けて、協定に基づき措置を講ずる協定締結医療機関を増やす等、

県内の実情に応じて柔軟かつ機動的に対応する。（健康福祉部）

② センターは、国の要請を受けて、相談センターを通じて発熱外来の受

診につなげる仕組みから、有症状者が発熱外来を直接受診する仕組みに変更

するとともに、市町と協力して、住民等への周知を行う。（健康福祉部）

3-2-4. 特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期

ワクチン等により免疫の獲得が進むこと、病原体の変異により病原性や感

染性等が低下すること及び新型インフルエンザ等への対応力が一定水準を上

回ることにより、特措法によらない基本的な感染症対策に移行する場合は、

県は、国の示した基本的な感染対策に移行する方針に基づき、国と連携し、

新型インフルエンザ等発生前における通常の医療提供体制に段階的に移行す

る。

県は、臨時の医療施設において医療を提供していた場合は、患者の転院、

自宅療養等を進め、臨時の医療施設を順次閉鎖する。（健康福祉部）

3-3.県予防計画及び保健医療計画における事前の想定と大きく異なる場合の

対応方針

新型インフルエンザ等の発生時に、新型インフルエンザ等の特徴のほか、

その対応方法を含めた最新の知見の取得状況や、感染症対策物資等の確保の

状況等が、準備期に整備した医療提供体制の事前の想定とは大きく異なる場

合は、県は、国が柔軟かつ機動的に判断して示した対応方針に基づいて、準

備期に締結した協定の内容を変更する等、状況に応じた対応を行う。（健康福

祉部）

3-4.県予防計画及び保健医療計画に基づく医療提供体制を上回るおそれがあ

る場合の対応方針

県は、上記 3-1 及び 3-2 の取組では対応が困難となるおそれがあると考え

られる場合は、必要に応じて、以下①から③の取組を行う。 （健康福祉部）

① 県は、県内の一部の医療機関や一部の地域の医療がひっ迫する場合等

の準備期に整備する体制を超える感染拡大が発生するおそれのある場合は、

医療関係者等や専門家の意見を踏まえオール静岡体制で、他の医療機関や他

の地域と連携して、柔軟かつ機動的に対応するよう、広域の医療人材派遣や
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患者の移送等の調整を行う。また、必要に応じて総合調整権限・指示権限を

行使する。

② 県は、G-MIS の情報を参考に、県内の感染の拡大状況や医療提供体制

のひっ迫状況等を踏まえ、必要に応じて、医療機関等や専門家の意見を聴い

て臨時の医療施設の設置を検討する。

③ 県は、国とともに、上述①及び②の対応を行うとともに、住民の生命

及び健康に重大な影響を与えるおそれがある場合は、以下アからウの対応を

行うことを医療機関等や専門家の意見を踏まえて検討する。

ア 第２章Ⅲ対応期(6)まん延防止 3-1-2 及び 3-1-3 の措置を講ずること。

イ 適切な医療の提供が可能となるまでの間、通常医療も含め重症度や緊

急度等に応じた医療提供について方針を示すこと。 その際、例えば、

緊急度の低い手術は延期することや、入院医療を重症化リスクの高い

患者に重点化するよう入院基準等の見直しを行うことが考えられる。

ウ 対応が困難で緊急の必要性がある場合は、医療関係者に医療の実施の

要請等を行うこと。

その際、医療関係者に対する要請等については、以下の点に留意する。

・特措法第 31 条の規定に基づき、患者等に対する医療の提供を行うた

め必要があると認めるときは、医師、看護師その他の政令で定める医療

関係者に対し、知事は医療を行うよう要請等することができる。

・新型インフルエンザ等が発生した場合、県行動計画や保健医療計画等に

より医療の提供が行われることとなるが、協定締結医療機関への協定に

基づく医療人材派遣の要請や臨時の医療施設の設置等を行っても医療の

提供が困難で緊急の必要性がある場合等に、医療関係者に対する要請等

を検討する。

・医療関係者に対する要請等の方法については、医療関係者に対して個別

に医療の実施の要請等を行う方法、医療機関の管理者に対して当該医療

機関や別の場所での医療の実施の要請等を行う方法等が考えられること

に留意する。

・特措法第 62 条第２項の規定に基づき、県は、特措法第 31 条の規定に

基づく要請等に応じて患者等に対する医療の提供を行う医療関係者に対

して、政令で定める基準に従い、その実費を弁償しなければならないこ

とに留意する。

・特措法第 63 条の規定に基づき、県は、特措法第 31 条の規定に基づく要

請等に応じて、患者等に対する医療の提供を行う医療関係者が、そのた

め死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったと

きは、政令で定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは被

扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償しなければならないこ

とに留意する。
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(9) 治療薬・治療法

3-1.総合的にリスクが高いと判断される場合の対応

県は、新型インフルエンザ等の発生により、住民全体の生命及び健康にと

って総合的にリスクが高いと判断される場合は、早期に治療薬・治療法が利

用可能となるよう、迅速な治療薬の確保を含め、以下の対応を行う。（健康福

祉部）

3-1-1.国内外の研究開発動向等の情報収集・分析及び共有

国及び JIHS が、発生した新型インフルエンザ等に関する治療薬・治療法

の国内外の研究開発動向や臨床情報、流行している病原体に対する既存の薬

剤の有効性等に関する情報を随時収集・分析して得た知見をセンターは共有

し、医療機関等の関係機関や住民に情報提供する。（知事直轄組織、健康福祉

部）

3-1-2.治療薬・治療法の活用

3-1-2-1.医療機関等への情報提供・共有

センターは、引き続き、国が提供した新型インフルエンザ等の診断・治療

に資する情報及び策定された診療指針等を、県内医療機関等及び医療従事者

等、住民等に対して迅速に提供する。

また、県は、県内の医療機関及び薬局から提供された治療薬の使用状況や

照会事項等に関する情報等を集約し、必要に応じて国に情報提供する。（知事

直轄組織、健康福祉部）

3-1-2-2.医療機関や薬局における警戒活動

県警察は、医療機関や薬局及びその周辺において、住民等の混乱の発生又

は発生が予想される際には、不測の事態を防止するため、県等と連携し必要

に応じて警戒活動等を行う。(県警本部）

3-1-2-3.治療薬の流通管理

① 県及び保健所設置市は、引き続き、国と連携し、医療機関や薬局に対

し、根本治療に用いる新型インフルエンザ等の治療薬を適切に使用するよう

要請する。また、それらの流通状況を調査し、過剰な量の買い込みをしない

等、適正な流通を指導する。（健康福祉部）

② 県は、国とともに、必要に応じ、増産された治療薬を確保する。（健康

福祉部）

③ 県は、国とともに、治療薬の安定的な供給が難しいと想定される場合

には、準備期に構築した医療機関や薬局へ円滑に流通させる体制を活用し、

必要な患者に対して適時的かつ公平な配分を行う。また、供給が安定した場

合には一般流通による供給に移行する。（健康福祉部）
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④ 県は、地域の実情に合わせた医療体制の構築のため、対応期において

治療薬の供給が限定された場合に以下の点に留意する。（健康福祉部）

○ 県予防計画や保健医療計画に基づく医療提供体制において、治療薬

の配分対象機関について選定を行う。

○ 保健所設置市に加え、県内の医師会、薬剤師会及び医薬品卸売業者

等の関係者と連携の上、平時から県内医療機関・薬局の体制や機能、

医療圏における役割等の把握に努める。

⑤ 県は、高齢者施設等で治療薬を使用する場合には、協定締結医療機関

と連携して医療支援の体制を構築する。（健康福祉部）

3-1-3.中長期的予後の把握と合併症に対する治療法等の研究

① センターは、国が JIHS や関係学会等と連携し、新型インフルエンザ等

の感染に伴う合併症やその治療法、中長期的な予後等について分析・研究し

て得た知見について、県内の医療機関及び住民等に対して周知する。（知事直

轄組織、健康福祉部）

② センターは、国から提供された新型インフルエンザ等のり患後症状に

関する情報について、県内の医療機関等及び住民に対して情報提供・共有す

る。また、県内の医療機関や保健所等から得られた知見について集約し、国

に情報提供できる体制を整備する。（知事直轄組織、健康福祉部）

3-1-4.抗インフルエンザウイルス薬の備蓄及び使用（新型インフルエンザの

場合）

① 県は、国が実施する抗インフルエンザウイルス薬の県内の備蓄量や流

通状況の調査に協力するとともに、県内で抗インフルエンザウイルス薬が不

足していると判断した場合は、国備蓄分を配分することを国に要請する。（健

康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、国と連携し、医療機関に対し、地域に

おける感染が拡大した場合は、患者の治療を優先することから、患者との濃

厚接触者（同居者を除く。）への抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を原

則として見合わせるよう要請する。また、患者の同居者に対する予防投与に

ついては、その期待される効果を国が評価した上で継続の有無を決定するの

で、その決定を県内医療機関等の関係者や住民等に対して周知する。（健康福

祉部）

③ センターは、国とともに、患者数が減少した段階において、次の感染

拡大に備え、必要に応じ、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄の補充を行う。

（健康福祉部）

④ 国及び県は、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の保管場所を

非公開とし、十分な警備体制の下で厳重に管理する。（健康福祉部）

⑤ 県は、県警察による医療機関等での警戒活動の実施に備え必要に応じ

て連携を確認、強化する。(健康福祉部、県警本部）

⑥ 国及び県は、住民に対して、パンデミック発生を想定した十分な量の

抗インフルエンザウイルス薬を備蓄していることから、パニックを起こさず
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冷静に対応するよう周知徹底する。（知事直轄組織、健康福祉部）

⑦ 国及び県は、医療機関等に対して、市場における流通量の不足を生じ

させる可能性が高いことから、必要量以上の抗インフルエンザウイルス薬を

購入しないこと、流行終息後に大量の在庫を抱えても、返品が認められない

ことを周知徹底する。

さらに、悪質な買占め等と認められる場合には、買占め等を行った機関に

対し、買占め等を控えるよう呼びかけ等の対応を行う。（健康福祉部）

⑧ 対応期の早期以降は、次第に全ての医療機関において、新型インフル

エンザ等患者に対する医療を提供する。また、薬局は、医療機関の発行する

処方箋を応需する。

このため、県は、各医療機関等における抗インフルエンザウイルス薬の使

用状況及び在庫状況に関する情報を収集し、必要に応じて、卸業者に対し、

各医療機関等の発注に対応するよう指導する。（健康福祉部）

⑨ 県は、市場に流通している抗インフルエンザウイルス薬の在庫量が一

定量以下になった時点で、県が備蓄している抗インフルエンザウイルス薬を、

卸業者を通じて医療機関等に供給する。（健康福祉部）

⑩ 県は、県備蓄の抗インフルエンザウイルス薬が一定量以下になった時

点で、厚生労働省に補充を要請する。また、抗インフルエンザウイルス薬を

治療のために有効に使用する観点から、各医療機関に対し、治療を中心とし

た投薬を行うよう指導する。（健康福祉部）

⑪ 県は、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬の使用状況及び在庫

状況について経時的に厚生労働省に報告する。（健康福祉部）

⑫ 県は、患者数が減少した段階では、次の感染拡大に備え必要に応じ、

抗インフルエンザウイルス薬の補充を行う。（健康福祉部）

3-1-5.国が備蓄した抗インフルエンザウイルス薬の都道府県への放出方法

① 国の備蓄薬を県へ放出する際は、県の備蓄薬の流通の流れと連動させ

ることを基本とし、県は、県内での流通を円滑に行うため、県の備蓄薬を取

扱う卸業者の中からあらかじめ幹事卸業者を選定する。（健康福祉部）

② 県は、幹事卸業者と連携の下、卸業者からの補充要請を踏まえ、必要

に応じて一定期間の必要量を決定し、国へ補充要請を行う。国は、当該補充

要請に基づき放出量を決定するとともに、国の備蓄薬をその県の幹事卸業者

へ販売する。（健康福祉部）

③ 県は、国が決定した国の備蓄薬の放出量を基に、各卸業者への配分計

画を作成し、幹事卸業者を通じ、各卸業者へ通知する。国の備蓄薬を購入し

た県の幹事卸業者は、県の配分計画に基づき、卸業者へ分割納入する。（健康

福祉部）

④ 県の幹事卸業者は、各卸業者の補充要請の取りまとめや在庫状況等の

情報収集及び県への報告、県と連携した国の備蓄薬の在庫情報管理及び分割

納入に伴う在庫管理の機能を担うものとする。（健康福祉部）

⑤ 県の備蓄薬の円滑な流通や偏在の防止等のため、県、卸業者、医療機

関等の関係者は、密接に連携を図るものとする。（健康福祉部）
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3-2.リスク評価に基づく方針の決定・見直し

国は、ワクチン等により免疫の獲得が進んだ場合や、病原体の変異により

病原性や感染性等が低下した場合等の感染症危機の状況や各地域の実情等を

総合的に考慮し、以下の対応を行う。センターは、それら対応について県内

医療機関等の関係者や住民等に対して周知する。（健康福祉部）

3-2-1. 体制等の緩和と重点化

国が重症化リスクの高い特定のグループに対して、必要な治療が提供され

るよう重点的な対策を行う場合、センターは、それら対応について県内医療

機関等の関係者や住民等に対して周知する。（健康福祉部）

3-2-2.リスク増加の可能性を踏まえた備えの充実等

国は、病原体の変異に伴う病原性や感染性の増加や、予期せぬ治療薬関連

物資等の不足、他の感染症の同時流行等の複合的な危機が発生した場合等、

リスクが更に増加する可能性もあるため、引き続き情報収集や分析等を行い、

状況に応じた対応を行う。センターは、国からこれらの新しい情報を提供さ

れた際は、県内医療機関等の関係者や住民等に対して周知する。（健康福祉部）

(10) 検査

3-1.検査体制の拡充

県及び保健所設置市は、予防計画に基づき、県環境衛生科学研究所等や県

においては検査等措置協定締結機関等における検査実施能力の確保状況を確

認し、定期的に国へ報告する。

県内の検査需要が増加した場合や、国から検査体制を拡充するように要請

された場合に、県は、必要に応じて国の支援を受けながら、検査に必要な予

算及び人員を見直すほか、県及び保健所設置市は検査等措置協定締結機関以

外の民間検査機関や医療機関に協力を要請するなど、検査需要への対応能力

を向上させる。（くらし・環境部、健康福祉部）

3-2.研究開発企業等による検査診断技術の確立と普及

① 国が JIHS と連携し、薬事承認を取得した迅速検査キットや抗体検査

などの診断薬・検査機器等についてその使用方法とともに県内の医療機関等

に速やかに情報提供・共有する際に、県は協力する。（健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、国及び JIHS が主導する検査診断技術の研究

開発について県内の感染症の診療を行う医療機関等が臨床研究に参加するこ

とに関して、医療機関や専門家の意見等を聴いて適切に協力する。（健康福祉

部）

③ 国が医療機関を含む検査等措置協定を締結している民間検査機関等

における検査物資の確保状況、流通状況を確認する際に、県は協力する。（健

康福祉部）

④ 国及び JIHS が、新たに、より安全性が高い検査方法・検体採取方法

が開発された場合にこれらの手法の医療機関等への速やかな普及を図る際に、
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県は協力する。（くらし・環境部、健康福祉部）

3-3.診断薬・検査機器等の調達・供給に係る調整

県及び保健所設置市は、国が緊急承認・特例承認等により活用可能とした

診断薬・検査機器等について関係者に周知し、円滑に活用できるよう体制を

整備する。（健康福祉部）

3-4.リスク評価に基づく検査実施の方針の決定・見直し

① 国が JIHS と連携し、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、

薬剤感受性等）、流行状況等に基づき、リスク評価を実施し、検査実施の方針

を決定するとともに段階的に検査実施の方針を見直す際に、県は協力する。

さらに、県は、国とともに、流行状況やリスク評価に基づき、検査の目的や

検査体制を含む検査実施の方針等に関する情報を住民等に分かりやすく提供

する。（健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、県民生活や社会経済活動との両立を目

的とする検査の利活用について、国が示す検査実施の方針を参考にしながら、

県内における検査キャパシティの状況や、地域における検査のニーズ等を考

慮して実施の判断を行う。（危機管理部、くらし・環境部、健康福祉部、経済

産業部、関係部局）
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(11) 保健

3-1.有事体制への移行

① 県及び保健所設置市は、流行初期（新型インフルエンザ等感染症等に

係る発生等の公表後おおむね１か月まで）において、速やかに有事体制への

切り替えの判断を行うとともに、予防計画に基づく感染症有事の保健所人員

体制及び県環境衛生科学研究所等の有事の検査体制への移行状況を適時適切

に把握し、必要に応じて、本庁からの応援職員の派遣、県においては市町に

対する応援派遣要請、IHEAT 要員に対する応援要請等を遅滞なく行い、保健

所の感染症有事体制を確立するとともに、県環境衛生科学研究所等の検査体

制を速やかに立ち上げる。

県及び保健所設置市は、IHEAT 要員への支援の要請については、IHEAT 運

用支援システム（IHEAT.JP）を用いて行い、要請の際には、IHEAT 要員に対し、

支援が必要な期間、活動場所及び業務内容等を提示する。また、IHEAT 要員へ

の支援を行う際に、IHEAT 要員の本業の雇用主等に対し要請に必要な調整を行

う。（くらし・環境部、健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、保健所及び県環境衛生科学研究所等の感染症

有事体制への移行及び体制拡充の状況や感染症業務への対応状況を国に報告

し、必要な助言・支援等を受ける。（くらし・環境部、健康福祉部）

③ 県は、新型インフルエンザ等の発生時に、情報集約、地方公共団体間

の調整、業務の一元化等の対応により、保健所設置市を支援する。また、国、

他の都道府県及び全国の保健所設置市等と連携して、感染経路、濃厚接触者

等に係る情報収集、医療機関及び福祉サービス機関等との連携を含む保健活

動の全体調整、保健活動への支援などを行う。

さらに、県は、必要に応じて保健所設置市に対する総合調整権限・指示権

限を行使する。

また、県は、保健所設置市が自らの要請だけでは必要な IHEAT 要員の必要

数を確保できず、依頼を受けた場合には、県内の IHEAT 要員について、派遣

の調整を行う。（健康福祉部）

④ 県は、新型インフルエンザ等の発生状況等に対する住民の理解の増進

を図るために、必要な情報を市町と共有する。

情報の共有に当たっては、市町が住民に対して注意喚起等ができるよう、

感染者数の推移、感染が拡大している地域、年代別の感染者数及び割合等を

把握しやすいよう工夫する。（健康福祉部）

⑤ 県及び保健所設置市は、国及び JIHS が主導する感染症の特徴や病原

体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や臨床像等を明

らかにするための調査研究や、治療薬等の研究開発について、医療機関や専

門家の意見を聴いて適切に協力する。（健康福祉部）
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3-2.主な対応業務の実施

センター及び保健所設置市、保健所及び県環境衛生科学研究所等は、予防

計画、健康危機対処計画、準備期に整備・整理した組織・業務体制や役割分

担等に基づき、相互に連携するとともに、市町、医療機関、消防機関等の関

係機関と連携して、以下 3-2-1 から 3-2-7 までに記載する感染症対応業務を

実施する。

なお、県及び保健所設置市の本庁、保健所、県環境衛生科学研究所等は、

感染症対応業務の実施に当たって必要な情報として、例えば以下に示す項目

について、確認を行う。（くらし・環境部、健康福祉部）

3-2-1.相談対応

センター及び保健所設置市は、有症状者等からの相談に対応する相談セン

ターの対応人数や電話回線数、開設時間の拡大等体制を強化し、感染したお

それのある者について、当該者の症状の程度や基礎疾患等の重症化リスク等

を踏まえて、必要に応じて速やかに発熱外来の受診につなげる。相談センタ

ーの運営に当たっては、業務効率化のため、適時に外部委託や県での一元化

等を行うことを検討する。

センター及び保健所設置市は、症例定義に該当する有症状者は、まず相談

センターに電話により問い合わせること等をインターネット、ポスター、広

報等を活用し、住民等に広く周知する。

相談センターは、電話で相談を受けた場合は、必要に応じて速やかに発熱

外来への受診調整を行う。なお、新型インフルエンザ等に感染している疑い

がない場合は、適切な情報を与え、必要に応じて一般の医療機関を受診する

ように指導する。（健康福祉部）
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3-2-2.検査・サーベイランス

① センター及び保健所設置市は、国が都道府県、全国の保健所設置市及

び JIHS と連携して決定や見直しを行った検査実施の方針や検査の目的に関

する情報を住民に分かりやすく提供・共有する。（知事直轄組織、健康福祉部）

② センターは、平時から県が行う感染症対応業務について効率化・負荷

軽減を図るとともに、有事においてはさらに軽減を図るよう努め、国に対し

て有事の感染症サーベイランスシステムの簡便化等の意見を行う。（健康福

祉部）

③ センター及び保健所設置市は、地域の実情に応じて、感染症対策上の

必要性、県環境衛生科学研究所等や県においては検査等措置協定締結機関等

における検査体制等を踏まえ、検査の実施範囲を判断し、医療機関等関係者

や住民に周知する。 （くらし・環境部、健康福祉部）

④ 県環境衛生科学研究所等は、保健所と連携して、県が検査等措置協定

を締結している民間検査機関等を含めた検査体制が十分に拡充されるまでの

間の必要な検査を実施する。

また、県環境衛生科学研究所等は、JIHS との連携や他の地方衛生研究所

等とのネットワークを活用した国内の新型インフルエンザ等に係る知見の収

集、JIHS への地域の感染状況等の情報提供・共有、地域の変異株の状況の分

析、県及び保健所設置市の本庁や保健所等への情報提供・共有、県が検査等

措置協定を締結している民間検査機関等における検査等に対する技術支援や

精度管理等を通じ、県内におけるサーベイランス機能を最大限発揮する。（く

らし・環境部、健康福祉部）

⑤ 県及び保健所設置市は、国が決定した検査実施の方針や、県内の流行

状況等の実情を踏まえるとともに、予防計画に基づき検査体制を拡充するた

め、県環境衛生科学研究所等や県においては検査等措置協定締結機関等にお

ける検査実施可能数、検査実施数等の状況を把握する。

また、県は、県内の検査需要への対応能力を向上するため、検査等措置協

定締結機関以外の民間検査機関や医療機関に協力を要請し、検査需要に対応

できる検査体制を構築する。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑥ 国が都道府県、全国の保健所設置市及び JIHS と連携し、新型インフル

エンザ等の特徴や患者の臨床像等の情報を把握するため、退院等の届出の提

出を求める際には、県及び保健所設置市は、県内医療機関に周知する。（健康

福祉部）

⑦ 県及び保健所設置市は、国が都道府県、全国の保健所設置市、JIHS

及び関係機関と連携し、国内の新型インフルエンザ等の発生状況や発生動向

の推移、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、臨

床像等について、流行状況に応じたサーベイランスを実施する際に協力する。

なお、県内の患者数が増加し、新型インフルエンザ等の特徴や患者の臨床

像等の情報や科学的知見が蓄積された時点では、患者の全数把握は、その意

義が低下するとともに、県や保健所、医療現場の負担も過大となる。

このため、国は、医療機関からの患者報告による定点把握でも感染動向の

把握が可能となった際には、患者数の増加に伴う医療機関や保健所等の業務
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負担も考慮し、患者の全数把握の必要性を再評価し、定点把握を含めた適切

な感染症サーベイランスの実施体制を検討し、適切な時期に移行を実施する。

センターは、この適切な時期が近づいていると医療関係者や専門家の意見を

聴いて判断した際には、国に定点把握への移行を意見する。（健康福祉部）

⑧ センター及び保健所設置市は、国が実施する感染症サーベイランスの

ほか、必要に応じ、県内の感染動向等に応じて、新型インフルエンザ等の感

染症サーベイランスに医療関係者や専門家の意見を聴いて独自の項目等を追

加して実施する。（健康福祉部）

⑨ 県及び保健所設置市は、流行初期以降（新型インフルエンザ等感染症

等に係る発生等の公表後おおむね１か月以降。）において、安定的な検査・サ

ーベイランス機能の確保のため、病原体の特徴や性状（病原性、感染性、薬

剤感受性等）、流行状況、保健所における業務負荷を勘案し、国が示す方針も

踏まえながら、県内の実情に応じて検査体制を見直す。（健康福祉部）

3-2-3.積極的疫学調査

① 県及び保健所設置市は、感染源の推定（後ろ向き積極的疫学調査）や

濃厚接触者等の特定（前向き積極的疫学調査）を行うため、感染症有事体制

の構成人員（本庁等からの応援職員、IHEAT 要員、県においては県内市町か

らの応援派遣等）のうち、平時からの研修・訓練により積極的疫学調査に関

する知識・技術を一定程度習得している人員を活用し、保健所において、感

染者又は感染者が属する集団に対して、JIHS が示す指針等に基づき積極的疫

学調査を行う。

また、県及び保健所設置市は、保健所等において積極的疫学調査を通じ

集団感染（クラスター）への対策等を行うに当たって、必要に応じて、JIHS

に対して実地疫学の専門家等の派遣を要請する。（健康福祉部）

② 国が、新型インフルエンザ等について、感染症の特徴や病原体の性状

（病原性、感染性、薬剤感受性等）を踏まえ、積極的疫学調査の対象範囲を

見直した場合は、センターは、その内容を県内の保健所や医療機関等関係者、

住民へ周知する。

また、無症状病原体保有者からの感染が確認される等、他の感染症と大き

く異なる特徴が判明した場合は、国は、積極的疫学調査によって得られる効

果や保健所における業務負荷等も勘案した上で、対象範囲や調査項目を検討

し変更した場合は、センターは、その内容を県内の保健所や医療機関等関係

者、住民へ周知する。（健康福祉部）

③ センター及び保健所設置市は、流行初期以降（新型インフルエンザ等

感染症等に係る発生等の公表後おおむね１か月以降。）においては、感染症の

特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、流行状況、保健所に

おける業務負荷を勘案し、国が示す方針も踏まえ県内の実情に応じて、保健

所や医療機関等関係者、専門家の意見も聴きながら、感染症サーベイランス

システムの健康観察機能を活用し、65 歳以上の者及び 65 歳未満の重症化リ

スクのある者に重点的に連絡を行うなど、積極的疫学調査の調査項目や対象

を見直しを行うとともに、その取扱について、積極的疫学調査を実施する保
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健所等職員だけでなく、住民その他の管内の関係者に対しても適切に周知す

る。（健康福祉部）

3-2-4.入院勧告・措置、入院調整、自宅・宿泊療養の調整、移送

① 県及び保健所設置市は、医師からの届出により新型インフルエンザ等

の患者等を把握した場合は、医師が判断した当該患者等の症状の程度や基礎

疾患等の重症化リスク、G-MIS により把握した協定締結医療機関の確保病床

数、稼働状況及び病床使用率、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染

性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や臨床像等や流行状況等を踏まえて、速

やかに療養先を判断し、保健所による入院勧告・措置及び入院、自宅療養又

は宿泊療養の調整を行う。

その前提として、県及び保健所設置市は、療養先について、患者の症状の

程度に加え、病床使用率や病原体の特徴や性状等を踏まえて判断する必要が

あるが、医師により必ずしも入院が必要な状態ではないと判断された者につ

いては、宿泊療養・自宅療養の対象とすること等について決定する。

なお、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、国

内の発生状況や臨床像等が明らかでない場合においては、県及び保健所設置

市は、県内で得られた知見を踏まえた対応について、必要に応じ国及び JIHS

へ協議・相談し、その結果を踏まえて対応する。

入院の優先度や入院先医療機関の判断等においては、準備期に整備・整理

した役割分担に基づき、医療機関等と適切に連携して対応する。（健康福祉部）

② 県は、感染状況や広域調整の必要性等を勘案し、保健所設置市を含む

県内での入院調整が円滑に行われるよう、必要に応じて、県全体の患者受入

れを調整する機能を有する組織・部門（県調整本部）をセンター内に適時・

適切に設置し、県病院協会の協力を得て、県内の入院調整の一元化、県域を

越えての患者の受入れ・送出し調整、総合調整権限・指示権限の行使を行う。

さらに、県は、必要に応じて、集中治療、呼吸器内科治療、救急医療、感

染症医療の専門家、災害医療コーディネーター、DMAT 等に対して県調整本部

への参加を要請する。また、消防機関との連携が生じるため、必要に応じて、

各消防本部の職員をリエゾンとして、県調整本部への参加を求める。

県は、入院勧告及び措置において、病床が効率的に配分されるよう、重症

化リスクのある者を優先的に入院させるため、広域で受入機関を調整する際

などにおいて、総合調整権限を行使する。

また、県は、県と保健所設置市との間で万一調整が難航する場合などの際

に、感染症のまん延防止のため緊急の必要がある場合には、保健所設置市長

に対し、入院の勧告または入院の措置に関し指示権限を行使する。

さらに、センターは、県境を越えた広域での患者の受入調整を行うことを

踏まえて、各地域で感染が拡大する状況を想定し、近隣県と事前に広域搬送

の調整・準備を行っておく。（健康福祉部）

③ 入院先医療機関への移送に際しては、連携協議会等で事前に検討した内

容等に基づき、県は消防機関等による移送の協力を依頼する。

また、民間の患者等搬送事業者においても、連携協議会等で事前に協定や契
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約を締結し、入院先医療機関への移送や、自宅及び宿泊療養施設への移動を

委託することにより、保健所の業務負荷軽減を図る。（健康福祉部）

④ 県は、医療措置協定に基づき自宅療養者等への医療の提供を行う協定

締結医療機関に対し、必要に応じて、自宅療養者等に対して往診、電話・オ

ンライン診療、調剤・医薬品等交付・服薬指導、訪問看護等を行うとともに、

自宅療養者等の状態に応じて適切に対応するよう要請する。（健康福祉部）

⑤ センターは、宿泊療養施設について、新型インフルエンザ感染症の性

状や宿泊療養施設周辺地域の実情に応じて設置の有無を決定し、設置する場

合は、施設ごとにその役割や入所対象者、医療提供を担当する医療機関等を

決めた上で運用する。（健康福祉部）

3-2-5.健康観察及び生活支援

① 県及び保健所設置市は、保健所において医師からの届出により新型イ

ンフルエンザ等の患者等を把握し、医師が判断した当該患者等の症状の程度、

感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）、流行状況等

を勘案した上で、その患者等に対して自宅又は宿泊療養施設で療養するよう

協力を求める場合は、その患者等やその濃厚接触者に対して、外出自粛要請

や就業制限を行う。

また外部委託や県においては居住地の市町への協力を活用しつつ、感染症

サーベイランスシステムの健康状態の報告機能も活用して定められた期間の

健康観察を行い、保健所の業務効率化・負荷軽減を図る。

なお、県及び保健所設置市は、新型インフルエンザ等の患者への健康観察

について、感染症サーベイランスシステムを活用して行う場合は、症状が急

変した時に速やかに医療機関での受診が可能となるよう、あらかじめ当該患

者に、体調悪化時の連絡先等を伝えておく。

さらに、県及び保健所設置市は、新型インフルエンザ等の患者に対して、

症状の程度、地域の感染状況、病床使用率等を勘案し、やむを得ず自宅での

療養を求めることとした時は、感染症サーベイランスシステムを活用した健

康観察に加え、必要に応じて見回りや架電等を通じて、直接健康状態を確認

できるようにしておくこととし、このことについて県は市町の協力を得る。

（健康福祉部）

② 県は、市町の協力を得て新型インフルエンザ等患者等に対して食事の

提供等や健康観察等を実施するため、センターが感染症サーベイランスシス

テムにより把握・管理している情報のうち、その患者に関する氏名、住所、

年代、重症度、確定診断日、連絡先など、必要な個人情報を患者が居住する

市町に提供する。その実施にあたっては、必要な目的にのみ個人情報を共有

する観点から、県と市町との間で覚書を締結するよう努める。

このようにして、県は、患者やその濃厚接触者に関する情報等を居住地の

市町と共有しながら、食事の提供等、患者やその濃厚接触者が日常生活を営

むために必要なサービスの提供や、パルスオキシメーター等の物品の支給に

努める。

また、県は、住民の不安を解消するとともに、感染症のまん延を防止する
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ための適切な行動を促すため、新型インフルエンザ等の発生状況、動向及び

原因に関する状況に対する住民の理解の増進を図るため必要があると認める

ときは、市町に対して必要な協力を求めるとともに、県内における患者等の

数、患者等の居住する市町の名称、確定診断日、その他県において必要と認

める情報を市町に提供する。（健康福祉部）

③ 県及び保健所設置市は、新型インフルエンザ等にり患し入院、宿泊療

養、自宅療養をする患者の同居者や家族に、生活支援を要する障害者や高齢

者がいる場合には、県は市町の協力を得て相談支援専門員やケアマネジャー

等と連携し、必要な支援（見回り、食事の提供、医療機関への搬送）を行う。

（健康福祉部）

3-2-6.健康監視

① 県及び保健所設置市は、新型インフルエンザ等発生国・地域からの帰

国者等であって、停留されない者に係る情報に関する検疫所からの通知があ

ったときは、保健所において、新型インフルエンザ等に感染したおそれのあ

る居宅等待機者等に対して健康監視を実施する。（健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、検疫所から通知があったときに保健所が行う

健康監視について、保健所の負担する業務の増大によって実施困難と判断し

た場合は、県又は保健所設置市に代わって国が健康監視を実施するよう国に

要請する。（健康福祉部）

3-2-7.情報提供・共有、リスクコミュニケーション

① センター及び保健所設置市は、感染が拡大する時期にあっては、新型

インフルエンザ等に関する情報や発生時にとるべき行動等、新型インフルエ

ンザ等の対策等について、住民等の理解を深めるため、住民に対し、分かり

やすく情報提供・共有を行う。（知事直轄組織、健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、高齢者、こども、日本語能力が十分でない外

国人、視覚や聴覚等が不自由な方等といった、情報発信に当たって配慮が必

要な者のニーズに応えられるよう、県においては市町と連携の上、適切な配

慮をしつつ、理解しやすい内容や方法で感染症対策や各種支援策の周知広報

等を行う。（知事直轄組織、健康福祉部）

3-3.感染状況に応じた取組

3-3-1.流行初期

3-3-1-1.迅速な対応体制への移行

① 県及び保健所設置市は、国の助言や支援を受けて、保健所及び県環境

衛生科学研究所等の感染症有事体制へ円滑に移行する。（くらし・環境部、健

康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、流行開始を目途に感染症有事体制へ切り替え

るとともに、予防計画に基づく感染症有事の保健所人員体制及び県環境衛生

科学研究所等の有事の検査体制への移行状況を適時適切に把握し、必要に応

じて、交替要員を含めた人員の確保のため、県及び保健所設置市の本庁から
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の応援職員の派遣、県においては市町に対する応援派遣要請、IHEAT 要員に

対する応援要請等を行う。（くらし・環境部、健康福祉部）

③ 県は、県内保健所等の業務が増大し他の都道府県からの職員派遣が必

要と判断した際には、迅速に国に広域派遣調整を依頼する。また、国が広域

派遣の調整を県に打診してきた際には、保健師等の職員を保健所等の業務の

負担が増大した他の地方公共団体に派遣することを可能な範囲で調整する。

（健康福祉部）

④ センター及び保健所設置市は、県内地域の感染状況等の実情に応じて、

実地疫学の専門家等の派遣が必要と判断した際には、JIHS に対して派遣を要

請する。（健康福祉部）

⑤ 県及び保健所設置市は、国が整備した感染症サーベイランスシステム

等の ICT ツールの活用や県での業務の一元化・外部委託等により、保健所及

び県環境衛生科学研究所等における業務の効率化を推進する。（くらし・環境

部、健康福祉部）

⑥ 県及び保健所設置市は、保健所等において、準備期に整備・整理した

組織・業務体制や役割分担に基づき、関係機関と連携して疫学調査や健康観

察等の感染症対応業務を行う。（健康福祉部）

⑦ 保健所は、感染症有事体制への切替え、感染症有事体制を構成する人

員の参集、必要な物資・資機材の調達等を行う。（健康福祉部）

⑧ 国及び JIHS が主導する感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染

性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や臨床像等を明らかにするための調査研

究や、治療薬等の研究開発について、県及び保健所設置市は、医療機関や専

門家の意見を聴いて適切に協力する。（健康福祉部）

3-3-1-2.検査体制の拡充

① 国が JIHS と連携し、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、

薬剤感受性等）、流行状況等に基づき、リスク評価を実施し、検査実施の方針

を決定することに県及び保健所設置市は協力する。 （健康福祉部）

② 県及び保健所設置市は、国が決定した検査実施の方針や地域の流行状

況等の実情を踏まえ、予防計画に基づき、県環境衛生科学研究所等や県にお

いては検査等措置協定締結機関等における検査体制を拡充する。（くらし・環

境部、健康福祉部）

③ 県環境衛生科学研究所等は、検査実施の方針等を踏まえて検査を実施

する。 （くらし・環境部）

④ 県及び保健所設置市は、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染

性、薬剤感受性等）、国内の発生状況や臨床像等の評価を踏まえ、無症状病原

体保有者への検査が必要と判断された場合は、検査対象者等を関係機関へ周

知する。（健康福祉部）



各段階における対策 対応期 (11) 保健

１４０

3-3-2.流行初期以降（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表後

おおむね１か月以降）

3-3-2-1.流行状況や業務負荷に応じた体制の見直し

① 県及び保健所設置市は、国が行う保健所及び県環境衛生科学研究所等

の体制拡充の状況や感染症業務への対応状況の把握に協力する。また、国か

ら必要に応じて県及び保健所設置市の業務のひっ迫防止に資する助言・支援

を受ける。

さらに、国が、県及び保健所設置市の感染症対応業務について、感染症の

特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）や感染状況等を踏ま

え、必要に応じて全数把握や積極的疫学調査の重点化や見直し等、対応方針

の変更について検討し方針を示した際には、その方針を踏まえて、全数把握

や積極的疫学調査の重点化や見直し、対応方針の変更を行う。 （くらし・環

境部、健康福祉部）

② センター及び保健所設置市は、引き続き県内地域の感染状況等の実情

に応じて、実地疫学の専門家等の派遣が必要と判断した際には、JIHS に対し

て派遣を要請する。（健康福祉部）

③ 県及び保健所設置市は、引き続き必要に応じて、交替要員を含めた人

員の確保のため、県及び保健所設置市の本庁からの応援職員の派遣、県にお

いては市町に対する応援派遣要請、IHEAT 要員に対する応援要請等を行う。

（健康福祉部）

④ 県は、引き続き、県内保健所等の業務が増大し他の都道府県からの職

員派遣が必要と判断した際には迅速に国に広域派遣調整を依頼する。また、

国が広域派遣の調整を県に打診してきた際には、保健師等の職員を保健所等

の業務の負担が増大した他の地方公共団体に派遣することを可能な範囲で調

整する。（健康福祉部）

⑤ 県及び保健所設置市は、引き続き、保健所で業務のひっ迫が見込まれ

る場合には、センターでの業務の一元化や外部委託等による業務効率化を進

める。（健康福祉部）

⑥ 県及び保健所設置市は、保健所等において行う感染症対応業務につい

て、準備期に整備・整理した組織・業務体制や役割分担等に基づき関係機関

と連携して行う。感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受

性等）、感染状況等を踏まえて国から対応方針の変更について示された場合は、

県内の実情や県及び保健所設置市の本庁、県内の保健所及び県環境衛生科学

研究所等の業務負荷等も踏まえて、保健所の人員体制や県環境衛生科学研究

所等の検査体制等の体制の見直し、感染症対応業務の対応の変更を適時適切

に行う。（くらし・環境部、健康福祉部）

⑦ センターは、感染の拡大等により、病床使用率が高くなってきた場合

には、基礎疾患を持つ患者等の重症化する可能性が高い患者を優先的に入院

させるとともに、自宅療養、宿泊療養又は高齢者施設等での療養の体制を強

化する。また、症状が回復した者について、後方支援を行う協定締結医療機

関への転院を進める。（健康福祉部）

⑧ センター及び保健所設置市は、自宅療養の実施に当たっては、準備期



各段階における対策 対応期 (12) 物資

１４１

に整備した、県においては市町を含めた食事の提供等の実施体制や医療提供

体制に基づき実施する。（健康福祉部）

3-3-2-2. 安定的な検査・サーベイランス機能の確保

① 県及び保健所設置市は、流行初期における対応を引き続き実施すると

ともに、予防計画に基づき、県環境衛生科学研究所等や県においては検査等

措置協定を締結している民間検査機関等における検査実施能力の確保状況を

把握し国に報告しつつ、国からの助言等の支援を受けて検査体制の整備に向

けた取組を継続する。（くらし・環境部、健康福祉部）

② 国が、ワクチン等により免疫の獲得が進んだ場合や、病原体の変異に

より病原性や感染性等が低下した場合等、感染症危機の状況や各地域の実情

等を総合的に考慮し、段階的に検査実施の方針や検査体制を見直し、方針を

示した際には、県及び保健所設置市は、新たな方針を医療機関や検査機関、

保健所等の関係機関や住民に周知する。 （健康福祉部）

③ 県環境衛生科学研究所等や国立遺伝学研究所は、対応期を通じて拡充

した検査体制を維持しつつ、地域の変異株の状況の分析を引き続き行い、保

健所等への情報提供・共有などを実施する。（くらし・環境部）

3-3-3. 特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期

県及び保健所設置市は、感染症の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬

剤感受性等）及び流行の状況を踏まえて、国が都道府県及び全国の保健所設

置市へ発する有事の体制等の段階的縮小の検討を行う要請を受けて、県内の

実情に応じ、保健所及び県環境衛生科学研究所等における有事の体制等の段

階的な縮小について、医療関係者や専門家の意見を聴いて検討を行い、適時・

適切に実施する。

また、特措法によらない基本的な感染症対策への移行に伴い留意すべき点

（医療提供体制や感染対策への移行見直し等）及びこれに伴う保健所等での

対応の縮小について、住民等に対し、分かりやすく情報提供・共有を行う。

（知事直轄組織、くらし・環境部、健康福祉部）

(12) 物資

3-1.感染症対策物資等の備蓄状況等の確認等

① 県は、G-MIS を通じて、県備蓄分の個人防護具の備蓄量等や県内の協

定締結医療機関における個人防護具の備蓄量等を国と共有する。（健康福祉

部）

② 県は、国とともに、G-MIS を通じて、協定締結医療機関に対し、新型

インフルエンザ等の特徴も踏まえた必要な感染症対策物資等の備蓄・配置状

況を確認する。（健康福祉部）

③ 県は、国とともに、人工呼吸器について、重症者病床を有する、病床

確保に関する協定を締結した医療機関における配置及び稼働の状況を G-MIS

を通じて調査する。（健康福祉部）



各段階における対策 対応期 (12) 物資
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④ 県は、パルスオキシメーターや酸素濃縮器等の自宅療養や宿泊療養等

において必要となる医療機器について、新型コロナ対策の経験や明らかにな

った感染症の特性等を踏まえて、必要な台数の確保に努める。（健康福祉部）

3-2.備蓄物資等の供給に関する相互協力

新型インフルエンザ等緊急事態において、必要な物資及び資材が不足する

ときに、国が各省庁や地方公共団体、指定（地方）公共機関等が備蓄する物

資及び資材を互いに融通することを呼びかけた際には、県は協力する。（危機

管理部、健康福祉部、関係部局）

3-3.緊急物資の運送等

① 県は、緊急事態措置を実施するため緊急の必要がある場合は、運送事

業者である県内の指定（地方）公共機関に対し、感染症対策物資等の緊急物

資の運送を要請する。また、緊急事態措置を実施するため緊急の必要がある

場合は、医薬品等販売業者である県内の指定（地方）公共機関に対し、医薬

品、医療機器又は再生医療等製品の配送を要請する。（危機管理部、健康福祉

部、関係部局）

② なお、正当な理由がないにもかかわらず、上記の要請に応じないとき

は、緊急事態措置を実施するため特に必要があると認めるときに限り、県は、

県内の指定（地方）公共機関に対して運送又は配送を指示する。（危機管理部、

健康福祉部、関係部局）

3-4.物資の売渡しの要請等

① 県は、緊急事態措置を実施するため必要があると認めるときは、緊急

事態措置の実施に必要な医薬品等の物資であって、生産、集荷、販売、配給、

保管又は輸送を業とする者が取り扱うもの（以下「特定物資」という。）につ

いて、その所有者に対し、特定物資の売渡しを要請する。 （健康福祉部、

関係部局）

② 県は、対策の実施に必要な物資の確保に当たっては、あらかじめ所有

者に対し物資の売渡しの要請の同意を得ることを基本とする。なお、新型イ

ンフルエンザ等緊急事態によりその物資等が使用不能となっている場合やそ

の物資が既に他の都道府県による収用の対象となっている場合等の正当な理

由がないにもかかわらず、その所有者等が応じないときは、県は、特に必要

があると認めるときに限り、その物資を収用する。（健康福祉部、関係部局）

③ 県は、緊急事態措置を実施するに当たり、特定物資の確保のため緊急

の必要がある場合には、事業者に対し特定物資の保管を命じる。（健康福祉部、

関係部局）

④ 県は、緊急事態措置を実施するため必要があると認めるが、物資の所

有者等が応じない等何らかの理由で措置できないときは、上記の措置につい

て、県から国に要請し、国がその措置を行う。（健康福祉部、関係部局）
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(13) 県民生活・地域経済

3-1.県民生活の安定の確保を対象とした対応

3-1-1.生活関連物資等の安定供給に関する国民等及び事業者への呼び掛け

国が国民等に対し、生活関連物資等の購入に当たっての消費者としての適

切な行動を呼び掛けるとともに、事業者に対しても、生活関連物資等の価格

が高騰しないよう、また、買占め及び売惜しみを生じさせないよう要請する

際に、県は協力する。（知事直轄組織、危機管理部、くらし・環境部、健康福

祉部、関係部局）

3-1-2.心身への影響に関する施策

県は、国及び市町とともに、新型インフルエンザ等及び新型インフルエン

ザ等のまん延の防止に関する措置により生じ得る心身への影響を考慮し、必

要な施策（自殺対策、メンタルヘルス対策、孤独・孤立対策、高齢者のフレ

イル予防、こどもの発達・発育に関する影響への対応等）を講ずる。（健康福

祉部）

3-1-3.生活支援を要する者への支援

国が市町に対し、高齢者、障害者等の要配慮者等に必要に応じ生活支援（見

回り、介護、訪問診療、食事の提供等）、搬送、死亡時の対応等を行うよう要

請する際に、県は協力する。（健康福祉部）

3-1-4.教育及び学びの継続に関する支援

県は、国及び市町とともに、新型インフルエンザ等対策として、学校の使

用の制限やその他長期間の学校の臨時休業の要請等がなされた場合は、必要

に応じ、教育及び学びの継続に関する取組等の必要な支援を行う。（危機管理

部、健康福祉部、教育委員会、関係部局）

3-1-5.サービス水準に係る国民への周知

国が必要に応じて、国民等に対し、新型インフルエンザ等の感染拡大時に

事業者のサービス提供水準が相当程度低下する可能性があることについて周

知し、理解を得るよう努める際に、県は協力する。（知事直轄組織、危機管理

部、経済産業部、関係部局）

3-1-6.犯罪の予防・取締り

県警察は、混乱に乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、必要

に応じて犯罪情報の集約し、県等と連携した上で広報啓発活動を実施すると

ともに、悪質な事犯に対する取締りを行う。（県警本部）
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3-1-7.物資の売渡しの要請等

① 県は、対策の実施に必要な物資の確保に当たっては、あらかじめ所有

者に対し物資の売渡しの要請の同意を得ることを基本とする。なお、新型イ

ンフルエンザ等緊急事態によりその物資等が使用不能となっている場合やそ

の物資が既に他の都道府県による収用の対象となっている場合等の正当な理

由がないにもかかわらず、その所有者等が応じないときは、特に必要がある

と認めるときに限り、その特定物資を収用する。（危機管理部、くらし・環境

部、健康福祉部、関係部局）

② 県は、緊急事態措置を実施するに当たり、特定物資の確保のため緊急

の必要がある場合には、事業者に対し特定物資の保管を命じる。（危機管理部、

くらし・環境部、健康福祉部、関係部局）

3-1-8.生活関連物資等の価格の安定等

① 県は、国及び市町とともに、県民生活及び地域経済の安定のために、

物価の安定及び生活関連物資等の適切な供給を図る必要があることから、生

活関連物資等の価格が高騰しないよう、また、買占め及び売惜しみが生じな

いよう、調査・監視をするとともに、必要に応じ、関係業界団体等に対して

供給の確保や便乗値上げの防止等の要請を行う。（危機管理部、くらし・環境

部、経済産業部、関係部局）

② 県は、国及び市町とともに、生活関連物資等の需給・価格動向や実施

した措置の内容について、住民への迅速かつ的確な情報共有に努めるととも

に、必要に応じ、住民からの相談窓口・情報収集窓口の充実を図る。（知事直

轄組織、くらし・環境部、関係部局）

③ 県は、国及び市町とともに、生活関連物資等の価格の高騰又は供給不

足が生じ、又は生じるおそれがあるときは、それぞれの行動計画に基づき、

適切な措置を講ずる。（危機管理部、関係部局）

④ 県は、国及び市町とともに、新型インフルエンザ等緊急事態において、

県民生活との関連性が高い物資若しくは役務又は地域経済上重要な物資若し

くは役務の価格の高騰又は供給不足が生じ、又は生じるおそれがあるときは、

生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律（昭和

48 年法律第 48 号）、国民生活安定緊急措置法（昭和 48 年法律第 121 号）、物

価統制令（昭和 21 年勅令第 118 号）その他の法令の規定に基づく措置その他

適切な措置を講ずる。（くらし・環境部、関係部局）

3-1-9.埋葬・火葬の特例等

国が第２章Ⅱ初動期（13）県民生活・地域経済 2-4 の対応を継続して行う

際に、県は、国とともに必要に応じて以下①から⑥の対応を行う。

① 県は、国の要請を受けて、市町に対し、火葬場の経営者に可能な限り

火葬炉を稼働させるよう、要請する。（健康福祉部）

② 県は、国の要請を受けて、市町に対し、死亡者が増加し、火葬能力の

限界を超えることが明らかになった場合には、一時的に遺体を安置する施設

等を直ちに確保するよう要請する。（健康福祉部）
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③ 国は、新型インフルエンザ等緊急事態において、埋葬又は火葬を円滑

に行うことが困難であり、緊急の必要があると認めるときは、その市町以外

の市町による埋葬又は火葬の許可等の手続の特例を定め、その際に、必要が

あれば、県は協力する。（健康福祉部）

④ 県は、遺体の埋葬及び火葬について、墓地、火葬場等に関連する情報

を広域的かつ速やかに収集し、遺体の搬送の手配等を実施する。（健康福祉部）

⑤ 県は、随時、火葬場の火葬能力について最新の情報を把握するととも

に、市町及び近隣県との情報の共有を図る。（健康福祉部）

⑥ 県は、市町と連携して、確保した手袋、不織布製マスク、非透過性納

体袋等を、地域における新型インフルエンザ等の発生状況を踏まえ、遺体の

搬送作業及び火葬作業に従事する者の手に渡るよう調整する。

なお、非透過性納体袋については、県が病院又は遺体の搬送作業に従事す

る者に必要な数量を配付する。（健康福祉部）

3-1-10.感染拡大等によって火葬体制がひっ迫している場合等の措置

① 県は、市町、遺体の搬送作業及び火葬作業に従事する者と連携を図り

つつ、遺体の搬送及び火葬作業にあたる者の感染防止のために必要となる手

袋、不織布製マスク等の物資を確保することに引き続き努めるとともに、火

葬場の火葬能力を最大限に発揮させるため、速やかに職員体制の整備や物資

の配備に努める。（健康福祉部）

② 県は、市町及び近隣県と連携し、遺体の埋葬及び火葬について、墓地、

火葬場等に関連する情報を広域的かつ速やかに収集し、市町の区域内で火葬

を行うことが困難と判断されるときは、他の市町村及び近隣県に対して広域

火葬の応援・協力を要請し、広域的な火葬体制を確保するとともに、遺体の

搬送の手配等を実施する。（健康福祉部）

③ 市町が、遺体を一時的に安置するための臨時遺体安置所を確保する際

に、県は協力する。また、県は、臨時遺体安置所に必要な保存剤（ドライア

イス）、非透過性納体袋等の物資を確保する。（健康福祉部）

④ 新型インフルエンザ等緊急事態において、死亡者の数に火葬場の火葬

能力が追いつかず、火葬を行うことが困難な状態にあり、火葬の実施までに

長期間を要し、公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必要があると

認められ、県が、特定都道府県に指定された際は、新型インフルエンザ等に

感染した遺体に必要に応じて十分な消毒等を行った上で墓地に一時的に埋葬

することを考慮するものとする。

この際、県は、あらかじめ、新型インフルエンザ等に起因して死亡したこ

とを確認の上、遺族の意思を確認する。

また、近隣に埋葬可能な墓地がない場合には、転用しても支障がないと認

められる公共用地等を臨時の公営墓地とした上で、その墓地への一時的な埋

葬を認める等、県は、状況に応じて検討する。

なお、県が、特定都道府県に指定された際は、埋葬又は火葬を迅速に行う

ため必要があると認めるときは、上記の事務の一部を特定市町に行わせるも

のとする。（健康福祉部）
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⑤ 県警察は、多数の遺体の見分に当たり、十分な感染防止策を講じた上、

医師及び関係機関等と緊密な連携を図る。（県警本部）

3-2.社会経済活動の安定の確保を対象とした対応

3-2-1.事業継続に関する事業者への要請等

① 県は、国が全国の事業者に対し、従業員の健康管理を徹底するととも

に、事業所や職場における感染防止対策の実施を要請する際に協力する。（危

機管理部、健康福祉部、経済産業部、関係部局）

② 県は、国が事業継続に資する情報（事業所における感染防止対策や感

染した可能性がある従業員に対する必要な対応に係る情報等）を適時更新し

ながら事業者に提供する際に、必要があれば協力する。また、県は、国が業

界団体と連携し、必要に応じ、事業者向けの感染防止のための手引の作成を

支援する際に、必要があれば協力する。 （危機管理部、健康福祉部、経済

産業部、関係部局）

③ 県内の指定（地方）公共機関等は、業務計画に基づき、その業務を適

切に実施するため、必要な措置を開始する。県内の登録事業者は、医療の提

供並びに県民生活及び社会経済活動の安定に寄与する業務の継続的な実施に

向けた取組を行う。（危機管理部、くらし・環境部、健康福祉部、経済産業部、

関係部局）

3-2-2.事業者に対する支援

県は、国及び市町とともに、新型インフルエンザ等及び新型インフルエン

ザ等のまん延の防止に関する措置による事業者の経営及び県民生活への影響

を緩和し、県民生活及び地域経済の安定を図るため、影響を受けた事業者を

支援するために必要な財政上の措置等を、公平性にも留意し、効果的に講ず

る。 （知事直轄組織、経済産業部、関係部局）

3-2-3.地方公共団体及び指定（地方）公共機関による県民生活及び地域経済

の安定に関する措置

以下①から⑤の事業者である県及び市町又は指定（地方）公共機関は、新

型インフルエンザ等緊急事態において、それぞれの県行動計画又は市町行動

計画、業務計画に基づき必要な措置を講ずる。（危機管理部、健康福祉部、関

係部局）

① 電気事業者及びガス事業者である指定（地方）公共機関

電気及びガスを安定的かつ適切に供給するため必要な措置。

② 水道事業者、水道用水供給事業者及び工業用水道事業者である県、市

町等及び指定地方公共機関

水を安定的かつ適切に供給するため必要な措置

③ 運送事業者である指定（地方）公共機関

旅客及び貨物の運送を適切に実施するため必要な措置

④ 電気通信事業者である指定（地方）公共機関

通信を確保し、及び緊急事態措置の実施に必要な通信を優先的に取り
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扱うため必要な措置

⑤ 郵便事業を営む者及び一般信書便事業者である指定（地方）公共機

関郵便及び信書便を確保するため必要な措置

また、県は、緊急事態措置の実施のため緊急の必要がある場合は、運送事

業者である指定地方公共機関に対し、緊急物資の運送を要請する。また、県

は、医薬品等販売業者である指定（地方）公共機関に対し、緊急事態措置の

実施に必要な医薬品、医療機器又は再生医療等製品の配送を要請する。

3-3.県民生活及び社会経済活動の両方の安定の確保を対象とした対応

3-3-1.条例等の弾力的な運用

県は、県民生活及び社会経済活動の安定を確保するための条例等の弾力的

な運用について、必要があれば周知を行う。また、その他新型インフルエン

ザ等の発生により、条例等への対応が困難となった制度等があれば、必要な

対応策を速やかに検討し、必要な措置を講ずる。（関係部局）

3-3-2.雇用への影響に関する支援

県は、国が新型インフルエンザ等及び新型インフルエンザ等のまん延の防

止に関する措置による雇用への影響を考慮し、雇用に関して必要な支援を行

う際に、必要があれば協力する。（危機管理部、経済産業部）

3-3-3.県民生活及び社会経済活動に及ぼす影響を緩和するその他の支援

県は、国が新型インフルエンザ等及び新型インフルエンザ等のまん延の防

止に関する措置により生じた県民生活及び社会経済活動への影響に対し、必

要に応じた支援を行う際に、必要があれば協力する。なお、支援策の検討に

当たっては、生活基盤が脆弱な者等が特に大きな影響を受けることに留意す

る。（危機管理部、くらし・環境部、健康福祉部、経済産業部）
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IV 参考図表等

１ 感染症サーベイランスの動きと活用するシステム

準備期 初動期 対応期

感染症

サーベ

イラン

スシス

テムの

活用

(１) 感染症発生の探知

疑似症サーベイラ

ンス（医師からの

届出によるもの）

―

県及び保健所設置市

は、医師からの届出に

よる全数把握を検討の

上、開始

引き続き実施。なお、

医師からの届出による

患者発生サーベイラン

ス開始後は終了

―

入国者サーベイラ

ンス

検疫所において、症状

のある入国者のうち、

協力が得られる者を対

象に実施

検疫法に基づく検査

や、当該検査の陽性者

に対するゲノム解析を

実施

引き続き実施 ―

インフルエンザ様

疾患発生報告（学

校サーベイラン

ス）

幼稚園、保育所、小学

校、中学校、高等学校、

特別支援学校等を対象

に実施

感染症の特徴や病原体

の性状に応じ、実施方

法の強化や見直しを検

討

必要に応じ、実施方法

の強化及び見直しを実

施

○

クラスターサーベ

イランス

保健所が、施設長等か

らの連絡により把握

クラスター発生状況に

応じ、実施体制の強化

や見直しを検討

クラスター発生状況に

応じ、実施体制の強化

や見直しを実施

―

（２）患者発生の動向把握

疑似症サーベイラ

ンス（指定届出機

関からの届出によ

るもの）

疑似症の発生の状況の

届出を担当させる指定

医療機関（全国定点約

700 か所）より報告を

受け把握

疑似症定点医療機関の

ほか、協力医療機関か

らの疑似症患者報告に

よる把握を検討の上、

必要に応じて実施

引き続き実施

○

患者発生サーベイ

ランス（指定届出

機関からの届出に

よるもの）

全国約 5,000 か所の定

点医療機関（小児科定

点約 3,000 か所、内科

定点約 2,000 か所）よ

り報告を受け把握

引き続き実施 引き続き実施

患者発生サーベイ

ランス（医師から

の届出によるも

の）

―

医師からの届出による

全数把握を開始するこ

とを検討の上、実施

引き続き実施

地域ごとの実情に

応じたサーベイラ

ンス

県及び保健所設置市の

判断にて実施
引き続き実施 引き続き実施 ―
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（３）市中における流行状況の動向把握

抗体保有割合調査

（感染症流行予測

調査含む）

地域に居住する健康な

者を対象に、同意に基

づく調査を実施

検査用検体の残余血液

の活用等、より詳細な

国民抗体保有状況の把

握を検討

より詳細な国民抗体保

有状況の把握を実施

○

下水サーベイラン

ス（感染症流行予

測調査）

ポリオウイルス及び新

型コロナを対象に、都

道府県等の協力を得

て、下水処理場の下水

を採取し測定

新たな感染症に対する

下水サーベイランスの

活用可否の判断に向け

た調査・研究等の実施

（左記判断に応じ）新

たな感染症に対する下

水サーベイランスの開

始、実施地域の拡大等

（４）重症者・死亡例の把握

入院サーベイラン

ス（指定届出機関

からの届出による

もの）

基幹定点医療機関（全

国約 500 か所の 300 床

以上の医療機関）によ

り報告を受けて把握

新型インフルエンザ等

感染症の場合は医師に

よる退院届にて患者の

転帰等を把握

引き続き実施 ○

死亡例の把握
人口動態調査において

把握

「入院中や療養中に亡

くなった方（厳密な死

因を問わない。）」を

県及び保健所設置市に

おいて把握することな

どを検討し実施

引き続き実施 －

（５）病原体の動向把握

病原体ゲノムサー

ベイランス

インフルエンザ病原体

定点医療機関より報告

を受け把握

検体提供医療機関や検

体提出数の拡大を検討

検体提供医療機関や検

体提出数を拡大
○

(６)ワンヘルス・アプローチ

感染症流行予測調

査事業等

・豚のインフルエンザ

ウイルスの分離・亜型

の同定

・鳥インフルエンザの

血清抗体検査、豚にお

ける A型インフルエン

ザウイルスの検査

・高病原性鳥インフル

エンザウイルス保有有

無のモニタリング 等

引き続き実施 引き続き実施 －
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２ まん延防止対策の代表的な評価指標

３ 特定接種の対象となり得る職種・職務について

特定接種の対象となり得る業種・職務について

特定接種の対象となり得る者の範囲や総数、接種順位等は、新型インフルエンザ等

発生時に政府対策本部において、発生状況等に応じて柔軟に決定されるが、発生時に

速やかに接種体制を整備するための基本的な考え方は以下のとおり整理されている。

（１）特定接種の登録対象者

Ａ 医療分野

（A-1:新型インフルエンザ等医療型､A-2:重大・緊急医療型）

業種 類

型

業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

新型インフ
ルエンザ等
医療型

A-1 新型インフルエンザ等
の患者又は新型インフ
ルエンザ等にり患して
いると疑うに足りる正
当な理由のある者に対
して、新型インフルエン
ザ等に関する医療の提
供を行う病院、診療所、
薬局及び訪問看護ステ
ーション

新型インフルエ
ンザ等医療の提
供

協定締結医療機関
等において新型イ
ンフルエンザ等医
療の提供に従事す
る者（医師、看護師、
薬剤師、窓口事務職
員等）

厚生労働省



参考図表等

１５１

（注１）重大緊急医療型小分類には、公立の医療機関も含め記載。

Ｂ 国民生活・国民経済安定分野

（Ｂ－1：介護・福祉型、Ｂ－2：指定公共機関型、Ｂ－3：指定公共機関同類型、Ｂ－4：社会インフラ型、Ｂ－５：その他）

業種 類

型

業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

重大・緊急医
療型

A-2 救命救急センター、災害
拠点病院、公立病院、地
域医療支援病院、国立ハ
ンセン病療養所、国立研
究開発法人国立がん研
究センター、国立研究開
発法人国立循環器病研
究センター、国立研究開
発法人国立精神・神経医
療研究センター、JIHS、
国立研究開発法人国立
成育医療研究センター、
国立研究開発法人国立
長寿医療研究センター、
独立行政法人国立病院
機構の病院、独立行政法
人労働者健康安全機構
の病院、独立行政法人地
域医療機能推進機構の
病院、日本赤十字病院、
社会福祉法人恩賜財
団済生会の病院、厚
生農業協同組合連合
会の病院、社会福祉
法人北海道社会事業
協会の病院、大学附属
病院、二次救急医療機
関、救急告示医療機関、
分娩を行う医療機関、透
析を行う医療機関

生命・健康に重
大・緊急の影響
がある医療の提
供

重大・緊急の生命保
護に従事する有資
格者（医師、歯科医
師、薬剤師、保健師、
助産師、看護師、准
看護師、救急救命
士、歯科衛生士、歯
科技工士、診療放射
線技師、臨床検査技
師、臨床工学技士、
義肢装具士、理学療
法士、作業療法士、
視能訓練士、言語聴
覚士、管理栄養士）

厚生労働省

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

社会保険・
社会福祉・
介護事業

B-1 介護保険施設
（A－1に分類
されるものを
除く。）、指定
居宅サービス
事業、指定地
域密着型サー

ビス事業、老
人福祉施設、

サービスの停止等が
利用者の生命維持に
重大・緊急の影響があ
る介護・福祉サービス
の提供

サービスの停止等が

利用者の生命維持に

重大・緊急の影響が

ある利用者（要介護

度３以上、障害程度

区分４（障害児にあ

っては、短期入所に

係る障害児程度区分

厚生労働省



参考図表等

１５２

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

有料老人ホー
ム、障害福祉
サービス事
業、障害者支
援施設、障害
児入所支援施
設、救護施設、
児童福祉施設

２と同程度）以上又

は未就学児以下）が

いる入所施設と訪問

事業所

介護等の生命維持に

関わるサービスを直

接行う職員（介護職

員、保健師・助産師・

看護師・准看護師、

保育士、理学療法士

等）と意思決定者（施

設長）

医薬品・化
粧品等卸売
業

B-2
B-3

医薬品卸売販
売業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な医療用医薬品又
は体外診断用医薬品
の販売

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる医療

用医薬品又は体外診

断用医薬品の販売、

配送

厚生労働省

医薬品製造
業

B-2
B-3

医薬品製造販
売業
医薬品製造業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な医療用医薬品の
生産

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる医療

用医薬品の元売り、

製造、安全性確保、

品質確保

厚生労働省

体外診断用
医薬品製造
業

B-2
B-3

体外診断用医
薬品製造販売
業
体外診断用医
薬品製造業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な体外診断用医薬
品の生産

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる体外

診断用医薬品の元売

り、製造、安全性確

保、品質確保

厚生労働省

医療機器修
理業
医療機器販
売業
医療機器貸
与業

B-2
B-3

医療機器修理
業
医療機器販売
業
医療機器貸与
業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な医療機器の販売

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる医療

機器の販売、配送

厚生労働省

医療機器製
造業

B-2
B-3

医療機器製造
販売業
医療機器製造
業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な医療機器の生産

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる医療

機器の元売り、製造、

安全性確保、品質確

保

厚生労働省
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

再生医療等
製品販売業

B-2
B-3

再生医療等製
品販売業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な再生医療等製品
の販売

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる再生

医療等製品の販売、

配送

厚生労働省

再生医療等
製品製造業

B-2
B-3

再生医療等製
品製造販売業
再生医療等製
品製造業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な再生医療等製品
の生産

新型インフルエンザ

等医療又は重大・緊

急医療に用いる再生

医療等製品の元売

り、製造、安全性確

保、品質確保

厚生労働省

ガス業 B-2
B-3

ガス業 新型インフルエンザ
等発生時における必
要なガスの安定的・適
切な供給

原料調達、ガス製造、

ガスの供給監視・調

整、設備の保守・点

検、緊急時の保安対

応、製造・供給・顧

客情報等の管理、製

造・供給に関連する

システムの保守業務

経済産業省

銀行業 B-2 中央銀行 新型インフルエンザ
等発生時における必
要な通貨及び金融の
安定

銀行券の発行ならび

に通貨及び金融の調

節、資金決済の円滑

の確保を通じ信用秩

序の維持に資するた

めの措置

財務省

空港管理者 B-2
B-3

空港機能施設
事業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な旅客運送及び緊
急物資（特措法施行令
第 14 条で定める医薬
品、食品、医療機器そ
の他衛生用品、燃料を
いう。以下同じ。）の
航空機による運送確
保のための空港運用

航空保安検査、旅客

の乗降に関する業

務、燃料補給、貨物

管理、滑走路等維持

管理

国土交通省

航空運輸業 B-2
B-3

航空運送業 新型インフルエンザ
等発生時における必
要な旅客運送及び緊
急物資の運送

航空機の運航業務、

客室業務、運航管理

業務、整備業務、旅

客サービス業務、貨

物サービス業務

国土交通省

水運業 B-2

B-3

外航海運業

沿海海運業
内陸水運業
船舶貸渡業

新型インフルエンザ

等発生時における必
要な緊急物資の運送
業務

船舶による緊急物資

の運送業務

国土交通省
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

通信業 B-2
B-3

固定電気通信
業
移動電気通信
業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な通信の確保

通信ネットワーク・

通信設備の監視・運

用・保守、社内シス

テムの監視・運用・

保守

総務省

鉄道業 B-2
B-3

鉄道業 新型インフルエンザ
等発生時における必
要な旅客運送及び緊
急物資の運送

運転業務、運転指令

業務、信号取扱い業

務、車両検査業務、

運用業務、信号シス

テム・列車無線・防

災設備等の検査業

務、軌道及び構造物

の保守業務、電力安

定供給のための保守

業務、線路・電線路

設備保守のための統

制業務（電力指令業

務、保線指令業務）、

情報システムの管理

業務

国土交通省

電気業 B-2
B-3

電気業 新型インフルエンザ
等発生時における必
要な電気の安定的・適
切な供給

発電所・変電所の運

転監視、保修・点検、

故障・障害対応、燃

料調達受入、資機材

調達、送配電線の保

修・点検・故障・障

害対応、電力系統の

運用・監視・故障・

障害対応、通信シス

テムの維持・監視・

保修・点検・故障・

障害対応

経済産業省

道路貨物運
送業

B-2
B-3

一般貨物自動
車運送業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な緊急物資の運送

トラックによる緊急

物資の運送の集荷・

配送・仕分け管理、

運行管理、整備管理

国土交通省

道路旅客運
送業

B-2
B-3

一般乗合旅客
自動車運送業
患者等搬送事
業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な旅客の運送

旅客バス・患者等搬

送事業用車両の運転

業務、運行管理業務、

整備管理業務

国土交通省
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

放送業 B-2
B-3

公共放送業
民間放送業

新型インフルエンザ
等発生時における国
民への情報提供

新型インフルエンザ

等発生に係る社会状

況全般の報道を行う

ための取材、編成・

番組制作、番組送出、

現場からの中継、放

送機器の維持管理、

放送システム維持の

ための専門的な要員

の確保

総務省

郵便業 B-2
B-3

郵便 新型インフルエンザ
等発生時における郵
便の確保

郵便物の引受・配達 総務省

映 像 ・ 音
声・文字情
報制作業

B-3 新聞業 新型インフルエンザ
等発生時における国
民への情報提供

新聞（一般紙）の新

型インフルエンザ等

発生に係る社会状況

全般の報道を行うた

めの取材業務、編

集・制作業務、印刷・

販売店への発送業

務、編集・制作シス

テムの維持のための

専門的な要員の確保

経済産業省

銀行業 B-3 銀行
中小企業等金
融業
農林水産金融
業
政府関係金融
機関

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な資金決済及び資
金の円滑な供給

現金の供給、資金の

決済、資金の融通、

金融事業者間取引

金融庁

内閣府

経済産業省

農林水産省

財務省

厚生労働省

河川管理・
用水供給業

― 河川管理・用
水供給業

新型インフルエンザ
等発生時における必
要な水道、工業用水の
安定的・適切な供給に
必要な水源及び送水
施設の管理

ダムの流量調節操作

及び用水供給施設の

操作、流量・水質に

関する調査、ダム及

び用水供給施設の補

修・点検・故障・障

害対応

国土交通省

工業用水道
業

― 工業用水道業 新型インフルエンザ
等発生時における必
要な工業用水の安定
的・適切な供給

浄水管理、水質検査、

配水管理、工業用水

道設備の補修・点

検・故障・障害対応

経済産業省
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

下水道業 ― 下水道処理施
設維持管理業
下水道管路施
設維持管理業

新型インフルエンザ
等発生時における下
水道の適切な運営

処理場における水処

理・汚泥処理に係る

監視・運転管理、ポ

ンプ場における監

視・運転管理、管路

における緊急損傷対

応

国土交通省

上水道業 ― 上水道業 新型インフルエンザ
等発生時における必
要な水道水の安定
的・適切な供給

浄水管理、導・送・

配水管理、水道施設

の故障・障害対応、

水質検査

国土交通省

金融証券決
済事業者

B-4 全国銀行資金
決済ネットワ
ーク
金融決済シス
テム

新型インフルエンザ
等発生時における金
融システムの維持

金融機関間の決済、

CD/ATMを含む決済イ

ンフラの運用・保守

金融庁

金融商品取引
所等

銀行等が資金決済や

資金供給を円滑に行

うために必要な有価

証券や派生商品の取

引を行うための注文

の受付、付合せ、約

定

金融商品取引
清算機関

有価証券や派生商品

の取引に基づく債務

の引受け、取引の決

済の保証

振替機関 売買された有価証券

の権利の電子的な受

渡し

石油・鉱物
卸売業

B-4 石油卸売業 新型インフルエンザ
等発生時における石
油製品（LP ガスを含
む。）の供給

石油製品（LP ガスを

含む。）の輸送・保

管・出荷・販売

経済産業省

石油製品・
石炭製品製
造業

B-4 石油精製業 新型インフルエンザ
等発生時における石
油製品の製造

製油所における関連

施設の運転、原料及

び製品の入出荷、保

安防災、環境保全、

品質管理、操業停止、

油槽所における製品

配送及び関連業務、

経済産業省
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

貯蔵管理、保安防災、

環境保全、本社・支

店における需給対応

（計画・調整）、物流

の管理

熱供給業 B-4 熱供給業 新型インフルエンザ
等発生時における熱
供給

燃料調達、冷暖房・

給湯の供給監視・調

整、設備の保守・点

検、製造・供給に関

する設備・システム

の保守・管理

経済産業省

飲食料品小
売業

B-5 各種食料品小
売業
食料品スーパ
ー
コンビニエン
スストア

新型インフルエンザ
等発生時における最
低限の食料品（缶詰・
農産保存食料品、精
穀・精粉、パン・菓子、
レトルト食品、冷凍食
品、めん類、育児用調
整粉乳をいう。以下同
じ。）の販売

食料品の調達・配達、

消費者への販売業務

農林水産省

経済産業省

各種商品小
売業

B-5 百貨店・総合
スーパー

新型インフルエンザ
等発生時における最
低限の食料品、生活必
需品（石けん、洗剤、
トイレットペ―パー、
ティッシュペーパー、
シャンプー、ごみビニ
ール袋、衛生用品をい
う。以下同じ。）の販
売

食料品、生活必需品

の調達・配達、消費

者への販売業務

経済産業省

食料品製造
業

B-5 缶詰・農産保
存食料品製造
業
精穀・製粉業
パン・菓子製
造業
レトルト食品
製造業
冷凍食品製造
業
めん類製造業
処理牛乳・乳
飲 料 製 造 業

（育児用調整
粉乳に限る）

新型インフルエンザ
等発生時における最
低限の食料品の供給

最低限の食料品の製

造、資材調達、出荷

業務

農林水産省
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１５８

（注２）業種名は、原則として日本標準産業分類上の整理とする。
（注３）上記の標準産業分類には該当しないが、特定接種対象業種と同様の社会的役

割を担う事業所については同様の社会的役割を担っている日本標準産業分
類に該当する事業所として整理する。

（注４）水先業及びタグ事業については、水運業の一体型外部事業者とする。
（注５）倉庫業、港湾運送業、貨物利用運送業については、取り扱う物資によって公

益性が変化するため、緊急物資の運送業務に必要な事業者については、外部
事業者とする。また、緊急物資について荷主企業や運送事業者と長期的（恒
常的）な契約を結ぶなど、一体的な業務を行っているところは一体型外部事
業者として処理し、これらと短期的な契約を行っている事業者は、一般の外
部事業者とする。

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁

飲食料品卸
売業

B-5 食料・飲料卸
売業
卸売市場関係
者

新型インフルエンザ
等発生時における最
低限の食料品及び食
料品を製造するため
の原材料の供給

食料品・原材料の調

達・配達・販売業務

農林水産省

 

石油事業者 B-5 燃 料 小 売 業
（LP ガス、ガ
ソリンスタン
ド）

新型インフルエンザ
等発生時における LP
ガス、石油製品の供給

オートガススタンド

における LP ガスの

受入・保管・販売・

保安点検

サービスステーショ

ンにおける石油製品

の受入・保管・配送・

販売・保安点検

経済産業省

その他の生
活関連サー
ビス業

B-5 火葬・墓地管
理業

火葬の実施 遺体の火葬業務 厚生労働省

その他の生
活関連サー
ビス業

B-5 冠婚葬祭業 遺体の死後処置 遺体の死後処理に際

して、直接遺体に触

れる作業（創傷の手

当・身体の清拭・詰

め物・着衣の装着）

経済産業省

その他小売
業

B-5 ドラッグスト
ア

新型インフルエンザ
等発生時における最
低限の生活必需品の
販売

生活必需品の調達・

配達、消費者への販

売業務

経済産業省

厚生労働省

廃棄物処理
業

B-5 産業廃棄物処
理業

医療廃棄物の処理 医療機関からの廃棄

物の収集運搬、焼却

処理

環境省
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（２）特定接種の対象となり得る国家公務員及び地方公務員

特定接種の対象となり得る新型インフルエンザ等対策の職務は以下のいずれかに

該当する者である。

区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務

（＝新型インフルエンザ等の発生により生ずる又は増加する職務）

区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強

く求められる国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とする業務や国

家の危機管理に関する職務

区分３：民間の登録事業者と同様の職務

区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁

政府対策本部の意思決定、総合調整等に関する事

務

政府対策本部員 区分１ 統括庁

政府対策本部の事務 政府対策本部事務

局職員

区分１ 統括庁

政府が行う意思決定・重要政策の企画立案に関わ

る業務、閣議関係事務

内閣官房職員（官

邸・閣議関係職員）

区分１ 統括庁

政府対策本部の意思決定に必要な専門的知見の

提供

推進会議委員 区分１ 統括庁

各省庁の意思決定・総合調整に関する事務（秘書

業務を含む。）

各省庁政務三役（大

臣・副大臣・大臣政

務官）

秘書官

区分１ 各省庁

各省庁の新型インフルエンザ等対策の中核を担

う本部事務

具体的な本部事務の考え方は、以下のとおり。

・対策本部構成員、幹事会構成員、事務局員のみ

を対象

・事務局員については、新型インフルエンザ等対

策事務局事務に専従する者のみ

各省庁対策本部構

成員

各省庁対策幹事会

構成員

各省庁対策本部事

務局担当者

区分１ 各省庁

諸外国との連絡調整、在外邦人支援 在外公館職員 区分１ 外務省

検疫・動物検疫・入国管理・税関の強化

（検疫実施空港・港における水際対策・検疫事務）

検疫所職員

動物検疫所職員

入国管理局職員

税関職員

区分１ 厚生労働省

農林水産省

法務省

財務省

国内外の情報収集・検査体制の整備・ワクチン製

造株の開発・作製

JIHS 職員 区分１ 厚生労働省

緊急の改正が必要な法令の審査、解釈（行政府） 内閣法制局職員 区分１ 内閣法制局

都道府県対策本部の意思決定、総合調整等に関す

る事務

都道府県対策本部

員

区分１ ―
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区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く

求められる国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とする業務や国家の危機管理

に関する職務

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁

都道府県対策本部の事務 都道府県対策本部

事務局職員

区分１ ―

市町村対策本部の意思決定、総合調整等に関する

事務

市町村対策本部員 区分１ ―

市町村対策本部の事務 市町村対策本部事

務局職員

区分１ ―

新型インフルエンザウイルス性状解析、抗原解

析、遺伝子解析、発生流行状況の把握

地方衛生研究所職

員

区分１ ―

住民への予防接種、協定指定医療機関との調整、

疫学的調査、検体の採取

保健所職員

市町村保健師

市町村保健センタ

ー職員

区分１ ―

新型インフルエンザ等対策に必要な法律の制

定・改正、予算の議決、国会報告に係る審議（秘

書業務を含む。）

国会議員

国会議員公設秘書

（政策担当秘書、公

設第一秘書、公設第

二秘書）

区分１ ―

新型インフルエンザ等対策に必要な都道府県、市

町村の予算の議決、議会への報告

地方議会議員 区分１ ―

国会の運営 衆議院事務局職員

参議院事務局職員

区分１ ―

地方議会の運営 地方議会関係職員 区分１ ―

緊急の改正が必要な法令の審査、解釈（立法府） 衆議院法制局職員

参議院法制局職員

区分１ ―

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁

令状発付に関する事務 裁判所職員 区分２ ―

勾留請求、勾留状の執行指揮等に関する事務 検察官 区分２ 法務省

刑事施設等（刑務所、拘置所、少年刑務所、少年

院、少年鑑別所）の保安警備

刑事施設等職員 区分２ 法務省

医療施設等の周辺における警戒活動等

犯罪の予防・検挙等の第一線の警察活動

警察職員 区分１

区分２

警察庁

救急

消火、救助等

消防職員

消防団員

都道府県の航空消

防隊

区分１

区分２

消防庁
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区分３：民間の登録事業者と同様の業務

（１）の新型インフルエンザ等医療型、重大・緊急医療型、社会保険・社会福祉・

介護事業、電気業、ガス業、鉄道業、道路旅客運送業、航空運送業又は空港管理者（管

制業務を含む。）、火葬・墓地管理業、産業廃棄物処理業、上水道業、河川管理・用水

供給業、工業用水道業及び下水道処理施設維持管理業及び下水道管路施設維持管理業

と同様の社会的役割を担う職務（運用は登録事業者と同様とする。）

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁

救急搬送事務に従

事する職員（消防本

部を置かない市町

村において救急搬

送事務を担当する

こととされている

職員に限る。）

事件・事故等への対応及びそれらを未然に防止す

るため船艇・航空機等の運用、船舶交通のための

信号等の維持

海上保安官 区分１

区分２

海上保安庁

防衛医科大学校病院及び各自衛隊病院等におけ

る診断・治療

家きんに対する防疫対策、在外邦人の輸送、医官

等による検疫支援、緊急物資等の輸送

その他、第一線（部隊等）において国家の危機に

即応して対処する事務

自衛隊の指揮監督

防衛省職員 区分１

区分２

防衛省

国家の危機管理に関する事務 内閣官房職員

各省庁職員

区分２ 内閣官房

各省庁

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁

新型インフルエンザ等医療型 国立、県立・市町村

立の医療施設職員

区分３ ―

重大・緊急医療型 ―

社会保険・社会福祉・介護事業 国立、県立・市町村

立の介護・福祉施設

職員

区分３ ―

電気業 電気業に従事する

職員

区分３ ―

ガス業 ガス業に従事する

職員

区分３ ―

鉄道業 鉄道業に従事する

職員

区分３ ―

道路旅客運送業 道路旅客運送業に

従事する職員

区分３ ―
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４ 市町における要配慮者への対応例

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁

航空運送業又は空港管理者（管制業務を含む。） 地方航空局職員、航

空交通管制部職員

区分３ 国土交通省

火葬・墓地管理業 火葬場・墓地に従事

する職員

区分３ ―

産業廃棄物処理業 医療廃棄物処理業

に従事する職員

区分３ ―

上水道業 上水道業に従事す

る職員

区分３ ―

河川管理・用水供給業 河川管理・用水供給

業に従事する職員

区分３ ―

工業用水道業 工業用水道業に従

事する職員

区分３ ―

下水道処理施設維持管理業及び下水道管路施設

維持管理業

下水道業に従事す

る職員

区分３ ―
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参考資料

○計画改定の経過

連携協議会及び同部会における議論を経て、県民の皆様や市町からの様々な御

意見を反映し、本計画の改定を進めました。

経過項目（年月日） 内容

政府行動計画閣議決定

（2024 年７月２日）

政府行動計画改定

第１回連携協議会

（2024 年７月 31 日）

静岡県新型インフルエンザ等対策行動計画

の改定方針改定、令和６年度の県の対応訓練

等

政府行動計画ガイドライン改定

（2024 年８月 30 日）

政府行動計画ガイドライン改定

静岡県新型インフルエンザ等対策行

動計画改定

（2025 年３月）

計画の改定・公表

改定時に作成
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○静岡県感染症対策連携協議会

静岡県感染症対策連携協議会委員名簿

（法に規定する連携協議会構成員の区分順、敬称略）

法上の区分 団体・役職 氏名

都道府県
静岡県感染症対策担当部長

静岡県感染症管理センター長

保健所設置市等
静岡市保健所所長

浜松市保健所所長

感染症指定医療機

関
静岡市立静岡病院理事長兼病院長

診療に関する学識

経験者の団体

静岡県医師会会長

静岡県歯科医師会会長

静岡県薬剤師会会長

静岡県看護協会会長

静岡県精神科病院協会副会長

静岡県病院協会会長

静岡県慢性期医療協会会長

消防機関 静岡県消防長会会長

その他の関係機関

静岡県老人福祉施設協議会相談役

静岡県社会福祉協議会会長

静岡県保健所長会会長

静岡県環境衛生科学研究所微生物部長

厚生労働省名古屋検疫所清水検疫所支所支所長

(焼津出張所長/静岡空港出張所長)

静岡県教育委員会教育部長

焼津市長

小山町長

静岡県新型コロナウイルス感染症対策専門家会議座長

静岡県立総合病院院長

静岡県立静岡がんセンター総長

順天堂大学医学部附属静岡病院感染対策室長

浜松医科大学学長

弁護士

改定時に作成
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静岡県感染症対策連携協議会病院部会委員

（敬称略）

団体・役職 氏名

部会長

副部会長

副部会長

改定時に作成
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１６６

静岡県感染症対策連携協議会診療所部会委員

（敬称略）

団体・役職 氏名

部会長

副部会長

改定時に作成
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静岡県健康福祉部

電 話 ０５４（２２１）２４０２

ＦＡＸ ０５４（２５１）７１８８



見出し ページ 概要 見出し ページ 概要 見出し ページ 概要

①
実
施
体
制

1-1.県行動計画の見直し
1-2.実践的な訓練の実施
1-3.県等の体制整備・強化
1-4.国及び地方公共団体等の連携の強化

P29
P30
〃
P31

　県は新型インフルエンザ等対策のため、行動計画
の見直しや実践的訓練を実施し、連携協議会や専門
家の意見を聴きながら体制を整備・強化します。
 また、国や市町等との連携を強化し、平時からの情
報共有や訓練等を通じて着実な準備を進めます。

2-1.新型インフルエンザ等の発生の疑いを把握
　　した場合の措置
2-2.新型インフルエンザ等の発生が確認された
　　場合の措置
2-3.迅速な対策の実施に必要な予算の確保

P74

〃

〃

　県は新型インフルエンザ等の発生時に、専門家会
議を開催しリスク評価を行うとともに、連携協議会
を開催し対策を協議し提言を受けます。また、政府
対策本部が設置された場合は県対策本部を設置しま
すが、政府対策本部が設置される前においても、必
要があれば県対策本部を設置します。
　県及び市町は、全庁的な対応を進め、感染症対策
を実施する際は、住民に周知します。
　県は必要な財政的支援を国に要望し、県及び市町
は対策に要する経費の準備を行います。

3-1.基本となる実施体制の在り方
3-2.まん延防止等重点措置及び緊急事態措置の
　　検討等について
3-3.特措法によらない基本的な感染症対策に
　　移行する時期の体制

P97
P99

P100

　県対策本部は、各種情報や連携協議会の意見等を
踏まえて、県内の実情に応じた適切な対策を実施し
ます。
　必要な場合に県は市町、関係指定地方公共機関に
総合調整を行います。
　また、県はまん延防止措置や緊急事態宣言につい
て定められた手続きにより行います。
　国が政府対策本部を廃止した際は、県対策本部は
廃止されます。

①
実
施
体
制

②
情
報
収
集
・

分
析

1-1.実施体制
1-2.平時に行う情報収集・分析
1-3.訓練
1-4.人員の確保
1-5.DXの推進
1-6.情報漏えい等への対策

P31
P32
P33
〃
〃
P34

　県は感染症に関する情報収集・分析体制を整備
し、平時から関係機関とのネットワークを構築しま
す。疫学調査や臨床研究の情報収集を行うととも
に、訓練や専門人材の育成及び確保、感染症情報プ
ラットフォームを活用したDXの推進を進めます。
 また、情報漏えい対策にも取組みます。

2-1.実施体制
2-2.リスク評価
2-3.情報収集・分析から得られた情報や対策の
　　共有・公表

P74
〃
P75

　感染症管理センターは、新型インフルエンザ等発
生時、情報収集・分析体制を強化し、リスク評価体
制を確立します。
　感染症管理センター及び保健所設置市は、国や
JIHSと連携し、リスク評価に基づく感染症対策を実
施します。
　また、個人情報の保護に十分配慮しつつ、住民に
正確な情報を提供します。

3-1.実施体制
3-2.リスク評価
3-3.情報収集・分析から得られた情報や対策の
　　共有・公表

P100
〃

P101

　感染症管理センターは、情報収集・分析体制を強
化し、様々な情報からリスク評価を行います。
　また、感染症管理センター及び保健所は国と連携
し、リスク評価に基づく感染症対策を迅速に判断・
実施します。
　その上で、流行状況やリスク評価に基づき、段階
的に感染症対策を見直します。

②
情
報
収
集
・

分
析

③
サ
ー
ベ
イ

　
　
ラ
ン
ス

1-1.実施体制
1-2.平時に行うサーベイランス
1-3.人材育成及び研修の実施
1-4.DXの推進
1-5.分析結果の共有・公表

P34
P36
P37
P38
〃

　県は感染症の発生動向を平時から把握し、リスク
評価に基づく迅速な対応を準備します。
　県と保健所設置市は、JHIS等の研修会などを活用
し、保健所の職員等への研修の充実を図ります。
 また、感染症情報プラットフォームを活用した保健
所業務のDXを推進し、住民への分かりやすい情報提
供を行います。

2-1.有事の感染症サーベイランスの開始
2-2.リスク評価に基づく感染症対策の判断及び
　　実施
2-3.感染症サーベイランスから得られた情報の
　　共有・公表

P76
P79

〃

　県は感染症サーベイランスを継続しつつ、疑似症
サーベイランスを開始し、患者発生動向を把握しま
す。
　また国と連携し、リスク評価に基づく感染症対策
を判断し、サーベイランスから得られた情報は、個
人情報の保護に十分配慮しつつ、住民に分かりやす
く提供します。

3-1.実施体制
3-2.リスク評価
3-3.感染症サーベイランスから得られた情報の
　　共有・公表

P102
P104
〃

　県は感染症サーベイランスの実施体制を整備し、
感染症サーベイランスによるリスク評価に基づいて
感染症対策を迅速に判断・実施します。
　特に対策の強化又は緩和を行う場合は、可能な限
り科学的根拠に基づいて住民に分かりやすく情報提
供します。

③
サ
ー
ベ
イ

　
　
ラ
ン
ス

④
情
報
提
供
・
共
有
、
リ
ス

ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

1-1.新型インフルエンザ等の発生前における発生
　　前における住民等への情報提供・共有
1-2.新型インフルエンザ等の発生時における情報
　　提供・共有体制の整備等

P38

P40

　県は平時から基本的な感染対策等の情報提供を行
います。このとき、正しい知識とともに、偏見や差
別等が許されるものではないことや、偽・誤情報に
関する啓発を行います。
　また、有事における迅速な情報提供体制の整備と
可能な限りの双方向のコミュニケーションに必要な
体制を整備します。

2-1.迅速かつ一体的な情報提供・共有
2-2.双方向のコミュニケーションの実施 
2-3.偏見・差別等や偽・誤情報への対応

P80
〃
P81

　県は迅速に感染症の特性や発生状況、有効な感染
防止対策等の情報を住民に伝え、行動変容と冷静な
対応を促進します。可能な限り双方向のコミュニ
ケーションに基づくリスクコミュニケーションの実
施に努めます。
　また、偏見・差別の防止や偽情報への対応を図
り、住民の理解と協力を得ることを目指します。

3-1.基本的方針
3-2.リスク評価に基づく方針の決定・見直し

P105
P107

　県は情報提供・共有を迅速に行います。
　感染症対策に関する理解と協力を得るため、可能
な限り双方向のコミュニケーションに基づくリスク
コミュニケーションの実施に努めます。
　また、病原体の性状が明らかになった際は、状況
に応じた対応を行い、最終的には、特措法によらな
い平時の体制へ移行します。その際も、丁寧な情報
提供を行います。

④
情
報
提
供
・
共
有
、
リ
ス

ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

⑤
水
際
対
策

1-1.水際対策の実施に関する体制の整備 
1-2.国との連携

P41
〃

　県は水際対策の実効性を高めるため、国との連携
を強化します。
　また、必要に応じて国との合同訓練に参加する
他、検疫所が入院調整スキームを確認する際に必要
に応じて協力します。

2-1.検疫措置の強化への協力
2-2.密入国者対策
2-3.国との連携

P81
〃
P82

　県及び保健所設置市は、国が検疫措置の強化等の
感染拡大防止に努める際に、患者への入院勧告・措
置、積極的疫学調査等必要な措置を実施します。

3-1.封じ込めを念頭に対応する時期
3-2.水際対策の変更の方針の公表

P108
〃

　県は国が水際対策の強化、緩和又は変更を行う際
に、必要に応じて協力します。

⑤
水
際
対
策

⑥
ま
ん
延
防
止

1-1.対策の実施に係る参考指標等の検討
1-2.新型インフルエンザ等発生時の対策強化に向
　　けた理解及び準備の促進等

P42
〃

　県は感染症対策を機動的に実施するため、参考と
するべきデータ等を整理します。
　また、新型インフルエンザ等の対策を周知し、基
本的な感染対策の普及や、有事の対応についても理
解を深める取り組みを行います。
　その他、医療体制の整備や抗インフルエンザウイ
ルス薬の予防投与に向けた準備も進めます。

まん延防止
(初動期の対応）

P82

　県及び保健所設置市は、新型インフルエンザ等の
患者発生に備え、国と連携し、感染症法に基づく患
者への対応（入院勧告等）や濃厚接触者等への対応
準備を進めます。
　県は、JIHSから提供されるまん延防止対策に資す
る情報を活用し、感染症まん延への対応の準備を行
うとともに、市町や指定地方公共機関に対応の準備
を行うよう要請します。

3-1.まん延防止対策の内容
3-2.時期に応じたまん延防止対策の実施の考え方
3-3.まん延防止等重点措置の公示及び
　　緊急事態宣言の検討等

P108
P114
P116

　県及び保健所設置市は、感染症の特徴やリスク評
価に基づき、患者や濃厚接触者への対応、住民への
要請、事業者や学校への対応を行います。
　感染状況に応じて、外出自粛や基本的な感染対策
を促進し、必要に応じて営業時間の変更や休業要請
を実施します。
　また、病原体の性状や時期に応じた対応を行いま
す。

⑥
ま
ん
延
防
止

⑦
ワ
ク
チ
ン

1-1.ワクチンの研究開発に係る人材の育成及び活
　　用
1-2.ワクチンの接種に必要な資材の確保の準備 
1-3.ワクチンの供給体制
1-4.基準に該当する事業者の登録等
　　（特定接種の場合）
1-5.接種体制の構築 
1-6.情報提供・共有 
1-7.DXの推進

P43

〃
P44
〃

P45
P46
P47

　県は国が主となり実施する、ワクチンに関する研
究開発や感染症の基礎研究及び臨床研究の支援を国
とともに支援します。
　県や市町は、国と連携し、円滑なワクチン流通や
接種体制を整え、住民への理解促進を図ります。

2-1.ワクチン等の確保
2-2.ワクチンの接種に必要な資材の確保
2-3.接種体制の構築

P83
〃
〃

　県は、厚生労働省にワクチンの配分希望量を伝え
ます。
　市町及び県は地域医師会等の協力を得るなどし
て、円滑な接種の体制を確保します。
　感染症管理センターは、国が示す接種の実施方法
について、市町に速やかに情報提供を行い、専門的
な相談等を住民から受け付ける相談窓口等の設置を
行います。

3-1.ワクチンや接種に必要な資材の供給
3-2.接種体制
3-3.副反応疑い報告等
3-4.情報提供・共有

P116
P117
P119
〃

　県は国の要請に基づき、ワクチンの割り当て量の
調整等を行います。
　市町及び県は初動期に構築した接種体制に基づき
接種を行い、必要に応じて接種会場の追加を行いま
す。
　また、ワクチンの有効性・安全性に関する情報を
提供するとともに相談窓口を設置します。

⑦
ワ
ク
チ
ン

見出し ページ 概要 見出し ページ 概要 見出し ページ 概要
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⑧
医
療

1-1.基本的な医療提供体制
1-2.県予防計画及び保健医療計画に基づく
　　医療提供体制整備
1-3.研修や訓練の実施を通じた人材の育成等
1-4.新型インフルエンザ等の発生時のためのDXの
　　推進
1-5.医療機関の設備整備・強化等
1-6.臨時の医療施設等の取扱いの整理
1-7.連携協議会等の活用
1-8.特に配慮が必要な患者に関する
　　医療提供体制確保

P48
P51

〃
P52

〃
P53
〃
〃

 感染症管理センターは新型インフルエンザ等の司令
塔となり、県内の医療機関や保健所等と連携して県
民に必要な医療を提供します。
　県は医療機関と、病床確保、発熱外来、自宅療養
者等への医療の提供、後方支援又は医療人材の派遣
に関する協定を締結し、医療提供体制を整備しま
す。
　また、平時から研修や訓練の実施を通じて、感染
症に対応する人材の育成を推進します。

2-1.新型インフルエンザ等に位置付けられる可　
　　能性がある感染症に関する知見の共有等
2-2.医療提供体制の確保等
2-3.相談センターの整備

P85
〃
P86

　感染症管理センターは、新型インフルエンザ等に
関する感染症情報を迅速に周知し、医療提供体制を
確保するため、感染症指定医療機関との連携を強化
します。
　また、市町と協力し地域の医療提供体制や医療機
関への受診方法等について住民等に周知します。
　県及び保健所設置市は、国の要請を受け、相談セ
ンターの整備を速やかに行い、症例定義に該当する
有症状者等から相談を受けた相談センターは、必要
に応じて受診調整を行います。

3-1.新インフルエンザ等に関する基本の対応
3-2.時期に応じた医療提供体制の構築
3-3.県予防計画及び保健医療計画における事前の想
　　定と大きく異なる場合の対応方針
3-4.県予防計画及び保健医療計画に基づく医療提供
　　体制を上回るおそれがある場合の対応方針

P120
P122
P125

〃

　感染症管理センターは、感染状況に応じて医療提
供体制を段階的に拡充するとともに、医療機関との
連携を強化します。
　協定締結医療機関は、協定に基づき、県からの要
請に応じて医療を提供します。
　また、相談センターは対応を継続して行い、県は
必要に応じて後遺症に関する相談体制の構築を図り
ます。
　ワクチンや治療薬等により対応力が高まり、特措
法によらない基本的な感染症対策に移行する場合
は、県は、国の示した方針に基づき通常の医療提供
体制に段階的に移行します。

⑧
医
療

⑨
治
療
薬
・

治
療
法

1-1.重点感染症の指定及び情報収集・
　　分析体制の整備
1-2.治療薬・治療法の研究開発の推進
1-3.治療薬・治療法の活用に向けた整備

P53

〃
P54

　県は国が主となり実施する、治療薬の研究開発や
感染症の基礎研究及び臨床研究の支援を県も国とと
もに支援します。
　また、平時において、抗インフルエンザウイルス
薬を備蓄するとともに、国が実施する治療薬の流通
準備・訓練に協力し、有事の治療薬の供給体制に関
する検討を行います。

2-1.国内外の研究開発動向等の情報収集・分析
　　及び共有 
2-2.治療薬・治療法の活用に向けた体制整備
2-3.抗インフルエンザウイルス薬の備蓄及び使
　　用（新型インフルエンザの場合）

P86

〃
P87

　感染症管理センターは、国及びJHISによる治療
薬・治療法の研究開発情報を収集・分析し、医療機
関や住民に情報提供します。
　県及び保健所設置市は国と連携して、準備期に検
討した治療薬の流通体制を活用し、適時かつ公平な
配分を行い、治療薬の適正な使用を要請します。
　また、医療機関や保健所は必要に応じ、抗インフ
ルエンザウイルス薬の予防投与を行います。

3-1.総合的にリスクが高いと判断される場合の
　　対応
3-2.リスク評価に基づく方針の決定・見直し

P127

P130

　県は迅速に治療薬を確保し、情報収集・分析を行
い、医療機関や住民に提供します。
　また、治療薬の流通や備蓄状況を監視し、必要に
応じて国に補充を要請します。
　リスク評価に基づき、特定グループへの重点的な
対策やそれに関する情報提供を行い、状況に応じた
対応を行います。

⑨
治
療
薬
・

治
療
法

⑩
検
査

1-1.検査体制の整備
1-2.訓練等による検査体制の維持及び強化
1-3.検査実施状況等の把握体制の確保
1-4.研究開発支援策の実施等

P55
P56
〃
〃

　県と保健所設置市は国と連携し、平時から検査精
度管理や感染症サーベイランスの実施体制を整備・
維持します。
　また、有事における検体や病原体の搬送体制等の
定期的な訓練を通じて検査体制の維持・強化を図り
ます。
　その他、国及びJHISによる検査診断技術の開発の
方針の整理や、研究開発体制の構築に協力します。

2-1.検査体制の整備
2-2.県内におけるPCR検査等の汎用性の高い
　　検査手法の確立と普及
2-3.研究開発企業等による検査診断技術の確立と
　　普及
2-4.リスク評価に基づく検査実施の方針の検討

P88
〃

P89

P90

　県と保健所設置市は国の要請や支援を受け、迅速
に検査態勢を立ち上げます。国とJIHSが連携し、検
査試薬やマニュアルを配布した場合は、県はその情
報を医療機関等関係者と迅速に共有します。
　また、感染症管理センター及び保健所設置市は県
民生活及び地域経済の維持を目的とした検査の利活
用の実施を判断します。

3-1.検査体制の拡充
3-2.研究開発企業等による検査診断技術の
　　確立と普及
3-3.診断薬・検査機器等の調達・供給に係る
　　調整
3-4.リスク評価に基づく検査実施方針の決定・
　　見直し

P130
〃

P131

〃

　県と保健所設置市は国の支援を受けながら、検査
需要への対応能力を向上させます。
　県は国が新たな検査方法等を開発した際に、医療
機関等への普及に協力します。
　また、加えて国のリスク評価に基づく検査方針の
決定・見直しに協力します。
　感染症管理センター及び保健所設置市は県民生活
及び地域経済の維持を目的とした検査の利活用の実
施を判断します。

⑩
検
査

⑪
保
健

1-1.人材の確保
1-2.業務継続計画を含む体制の整備
1-3.研修・訓練等を通じた人材育成及び
　　連携体制の構築
1-4.保健所及び県環境衛生科学研究所等の体制整
　　備　
1-5.DXの推進
1-6.地域における情報提供・共有、
　　リスクコミュニケーション

P57
P58
P59

P62

P65
〃

 県は人材の確保を進めつつ、業務継続計画の策定を
含む体制の整備を進めます。研修・訓練を通じて人
材育成、連携体制の構築を進め、感染症対応の体制
を強化します。
 また、各種システムを活用したDXを推進するととも
に、平時からこれらのシステムを活用します。
 さらに、平時から地域住民への情報提供を地域に応
じた方法で行いつつ、有事におけるリスクコミュニ
ケーションの在り方について検討します。

2-1.有事体制への移行準備
2-2.住民への情報発信・共有の開始
2-3.新型インフルエンザ等感染症等に係る発生
　　等の公表前に管内で感染が確認された場合
　　の対応

P90
P91
P92

　県及び保健所設置市は、感染症有事体制への移行
準備を進めます。また、国が把握した情報や有効な
感染防止対策等を医療機関等関係者や住民へ提供し
ます。
　感染症管理センター及び保健所設置市は、厚生労
働大臣の公表前に管内で疑似症患者が発生したこと
を把握した場合は、保健所等において積極的疫学調
査と検体採取を行うとともに、まん延を防止するた
めの対応を行います。

3-1.有事体制への移行
3-2.主な対応業務の実施
3-3.感染状況に応じた取組

P132
P133
P138

　県及び保健所設置市は、迅速に有事体制に移行
し、感染症対策を強化します。
　保健所においては、JIHSが示す指針に基づき積極
的疫学調査を行います。
　県及び保健所設置市は、様々な状況を踏まえて、
速やかに患者の療養先を判断し、調整を行います。
自宅療養の際には健康観察を行うとともに、必要に
応じて生活支援を行います。
　また、感染状況に応じた対応を行い、段階的に基
本的な感染症対策へ移行します。

⑪
保
健

⑫
物
資

1-1.体制の整備
1-2.感染症対策物資等の備蓄等
1-3.医療機関等における感染症対策物資等の
　　備蓄等

P67
〃
P68

　県は、平時において、有事に医療機関等に配布す
るための感染症対策物資の備蓄を行うとともに、感
染症対策物資の配送業務を想定し、事前に物流業者
等と調整を行います。
　また、協定締結医療機関における備蓄状況を定期
的に確認します。

2-1.感染症対策物資等の備蓄状況等の確認
2-2.円滑な供給に向けた準備

P93
〃

　県は、G-MISを通じて感染症対策物資の備蓄状況を
確認し、個人防護具の供給が不足するおそれがある
場合等においては、県の緊急配布も含め、医療機関
への円滑な配布の準備を進めます。

3-1.感染症対策物資等の備蓄状況等の確認等
3-2.備蓄物資等の供給に関する相互協力
3-3.緊急物資の運送等
3-4.物資の売渡しの要請等

P141
P142
〃
〃

　県は協定締結医療機関における、感染症対策物資
の備蓄状況を確認するとともに、パルスオキシメー
ターなどの確保に努めます。
　また、緊急事態措置を実施するために緊急の必要
がある場合は、指定地方公共機関に輸送を要請する
とともに、緊急時には物資の売渡しを要請します。

⑫
物
資

⑬
県
民
生
活
・

地
域
経
済

1-1.情報共有体制の整備
1-2.支援の実施に係る仕組みの整備
1-3.条例等の弾力的な運用に関する準備
1-4.新型インフルエンザ等の発生時の事業継続に
　　向けた準備 
1-5.緊急物資運送等の体制整備
1-6.物資及び資材の備蓄
1-7.生活支援を要する者への支援等の準備
1-8.火葬能力等の把握、火葬体制の整備

P69
〃
〃
〃

P70
〃
P71
〃

　県は国や市町との情報共有体制を整備するととも
に、DX等を活用した支援の実施に係る仕組みの整備
も行います。
　また、事業者や指定地方公共機関が業務継続計画
を策定する際に、県は国とともに支援を行います。
　さらに、物資や資材の備蓄、配慮が必要な方への
生活支援及び火葬に関する体制整備について準備を
行います。

2-1.事業継続に向けた準備等の要請
2-2.生活関連物資等の安定供給に関する
　　住民等及び事業者への呼び掛け
2-3.条例等の弾力的な運用
2-4.遺体の火葬・安置

P93
P94

〃
〃

　県は国が事業者に健康管理やテレワークの推進を
要請する際に必要に応じて協力します。
　また、国が、生活関連物資の購入に当たって適切
な行動を呼び掛ける際や、価格の高騰や買占め・売
惜しみが生じないよう呼び掛ける際に、協力しま
す。
　その他、県及び市町は遺体の火葬や安置に関して
も、必要な施設や物資の確保を進めます。

3-1.県民生活の安定の確保を対象とした対応
3-2.社会経済活動の安定の確保を対象とした
　　対応
3-3.県民生活及び社会経済活動の両方の
　　安定の確保を対象とした対応

P143
P146

P147

　県は国が、生活関連物資の購入に当たって適切な
行動を呼び掛ける際や、価格の高騰や買占め・売惜
しみが生じないよう呼び掛ける際に、引き続き協力
します。
　県はまん延の防止に関する措置により生じた、心
身への影響への対策を講じます。それとともに、国
が要配慮者等への生活支援等を行う際に協力しま
す。
　その他、県及び市町は埋葬・火葬の特例の適用、
事業者支援や雇用など多岐にわたる施策において国
と協力して対応します。

⑬
県
民
生
活
・

地
域
経
済

見出し ページ 概要 見出し ページ 概要 見出し ページ 概要

１．準備期　 ２．初動期　 ３．対応期　

１．準備期　 ２．初動期　 ３．対応期　



1
フェーズ毎で対応内容や目的が変わる
が、フェーズの切替え主体は誰か。

・感染のフェーズの切替えの判
断の主体を記載する

総論
Ⅱ新型インフルエンザ等対策に
関する基本方針
４新型インフルエンザ等対策実
施上の留意事項
(2)感染拡大防止と社会経済活
動のバランスを踏まえた対策の
切替え（P15)

（略）感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた対策の切替えを国、JIHSと連携しセン
ターが判断した上で、県が円滑に行い、住民の生命及び健康の保護と県民生活及び社会経済活動
に及ぼす影響が最小となるよう対策を講ずる。

2
・県対策本部のメンバー構成はどのよ
うなものか。

・県対策本部のメンバー構成を
記載

略称等一覧
県対策本部：特措法第23条に規定する静岡県新型インフルエンザ等対策本部。知事が本部長とな
り、副知事、県教育委員会教育長、県警察本部長の他、県庁各部局の職員により構成。

3
・対策本部のメンバーに医療従事者は
含まれるのか。

・医療関係者等の意見が県対策
本部に反映される仕組の記載

各段階における対策
Ⅰ初動期
２対応(1)実施体制
2-1新型インフルエンザ等の発
生の疑いを把握した場合の措置
③(P74)

③　県は、連携協議会の提言を受けて、必要であれば県対策本部を設置するとともに、連携協議
会からの提言を活用した初動対応を進める。

4
感染症の発生初期において、パニック
を避けるために、情報発信をうまく
行ってほしい。

・感染症の発生初期において、
県民がパニックにならないよう
に、うまく伝わる情報発信の方
法について記載

各段階における対策
Ⅰ初動期
２対応(4)情報提供・共有、リ
スクコミュニケーション
2-1迅速かつ一体的な情報提
供・共有①(P80)

①　県は、（略）準備期にあらかじめ定めた方法等を踏まえ、利用可能なあらゆる情報媒体を整
備・活用し、下記の情報について、効果的かつ一体的な情報提供・共有を迅速に行う。 （略）
行動変容に資する啓発を進めるとともに、パニックを防ぐために冷静な対応を促すメッセージを
発出するよう努める。（略）

【参考】準備期にあらかじめ定めた方法等の記載内容
Ⅰ準備期２対応(4)情報提供・共有、リスクコミュニケーション1-2-2②
県及び市町は、ホームページやSNS等分かりやすいツールを活用する（略）（P40)

5

政府や自治体によるワクチンに関する
情報提供は住民の安心のために重要。
政府や自治体が情報提供することで、
住民も安心すると思う。

・ワクチンに関する情報提供と
相談窓口の設置は重要で、政府
や自治体が情報提供すること
で、住民も安心すると思うた
め、しっかりと記載

各段階における対策
Ⅲ対応期
２対応(7)ワクチン
3-2-2-4接種に関する情報提
供・共有④(P118)

④　センターは、（略）ワクチンの有効性・安全性に関する情報、相談窓口（コールセンター
等）の連絡先等の周知を行う。
（略）次のような点に留意する。 
（略） 
ｂ) 科学的根拠に基づく情報提供が住民の安心につながることに留意し、ワクチンの有効性・安
全性についての情報をできる限り公開するとともに、分かりやすく伝えることが必要である。 

6
ワクチン接種が開始された際に、その
対象者や接種場所について、住民が混
乱しないような情報提供の仕方が重
要。

・ワクチン接種が開始された際
に、その対象者や接種場所につ
いて、住民が混乱しないような
情報提供の仕方について整理し
て記載

各段階における対策
Ⅲ対応期
２対応(7)ワクチン
3-2-2-4接種に関する情報提
供・共有③(P118)

住民接種に関して、国及びセンターは、問い合わせに応えるための窓口を設置し、対応を強化す
る。市町は、実施主体として、円滑な接種の実施のため、接種の対象者、具体的な接種スケ
ジュールや接種の実施場所・方法等のわかりやすい情報提供に努めるとともに、住民からの基本
的な相談に応じる。

●県行動計画素案に対する病院部会からの御意見と対応案　（令和６年11月22日開催）

番号 いただいた御意見 御意見を踏まえた追記の方向性 県行動計画素案の記載場所 県行動計画の記載内容（下線部分は御意見を踏まえた追記又は修正案）
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番号 いただいた御意見 御意見を踏まえた追記の方向性 県行動計画素案の記載場所 県行動計画の記載内容（下線部分は御意見を踏まえた追記又は修正案）

各段階における対策
Ⅰ準備期
２対応(8)医療
1-1基本的な医療提供体制①
(P48)

センターが新型インフルエンザ等に係る医療提供の司令塔となり、県内の保健所とも有事の検査
体制やワクチン・治療薬の普及状況を想定した医療機関への要請の順序も含めた役割分担をあら
かじめ整理した上で、（略）住民等に対して必要な医療を提供する。

各段階における対策
Ⅱ初動期
２対応(8)医療
2-2医療提供体制の確保等①
(P85)

センターは、新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表前に、国の要請を受けて、県内
の感染症指定医療機関において、速やかに患者に適切な医療を提供する体制を確保するととも
に、判明している限りの病原体の性状に応じた協定締結医療機関への要請順序を検討する。

各段階における対策
Ⅰ準備期
２対応(8)医療
1-8特に配慮が必要な患者に関
する医療提供体制の確保①②
(P53)

1-8特に配慮が必要な患者及び重症者に関する医療提供体制の確保
①　県及び保健所は、透析患者、小児、妊婦、緊急手術患者等、特に配慮が必要な患者や、人工
呼吸器やECMO等による対応が必要な重症患者について、準備期から医療圏毎に受入れ医療機関の
役割分担を決め、初動期早期にその確実な患者受入れの実施を確認する。
②　県は、地域によっては、透析、小児、妊産婦や重症者等の医療にひっ迫が生じる可能性があ
ることから、そのような場合の広域的な感染症患者等の移送・他の疾患等の傷病者の搬送手段等
について保健所、消防機関、患者等搬送事業者等との間で、平時から協議を行う。

各段階における対策
Ⅱ初動期
２対応(8)医療
2-2医療提供体制の確保等②
(P85)

②　センターは、県内の感染症指定医療機関における感染症患者の受入体制を確保するととも
に、保健所、医療機関、消防機関等と連携し、入院調整に係る体制構築を進め、準備期において
連携協議会等で整理した相談・受診から入退院までの流れを迅速に整備する。
【追加】
③県及び保健所は、透析患者、小児、妊婦、緊急手術患者等、特に配慮が必要な患者や、人工呼
吸器やECMO等による対応が必要な重症患者について、準備期において医療圏毎に定めた役割分担
に基づいて、受入れ医療機関の確実な患者受入れ体制を確認する。あわせて、センターは、県内
の医療機関に対し、G-MISに確保病床数・稼働状況、病床使用率、重症者用病床使用率、外来
ひっ迫状況等を確実に入力するよう要請を行う。

各段階における対策
Ⅱ初動期
２対応(8)医療
2-2医療提供体制の確保等
（P85)

【追加】
⑧今後流行する新型インフルエンザ等感染症の主要症状が発熱とは限らないため、県及び保健所
設置市の相談センターにおいて、新型インフルエンザ等感染症の症状に応じて疑い患者を診察す
る外来に適切に受診させることが出来るよう、センターは症例定義の周知等、対応に努める。
（健康福祉部）

各段階における対策
Ⅲ対応期
２対応(8)医療
3-2-2-3病原体の性状等に応じ
た対応(P124)

【追加】
③今後流行する新型インフルエンザ等感染症の主要症状が発熱とは限らないため、県及び保健所
設置市の相談センターにおいて、新型インフルエンザ等感染症の症状に応じて疑い患者を診察す
る外来に適切に受診させることが出来るよう、センターは症例定義の周知等、対応に努める。
（健康福祉部）

10
感染症がまん延状態になった後は通常
医療体制へ移行することを明確にした
ほうがよい。

・感染症が蔓延状態になった場
合に通常医療に移行していくこ
とについて明確に記載してほし
い（医療・対応期）

各段階における対策
Ⅲ対応期
２対応(8)医療
3-1新型インフルエンザ等に関
する基本の対応⑦(P120)

国が、通常医療との両立を図りつつ、患者の相談・受診から入退院までの流れが円滑に行われる
よう都道府県が定期的に状況を確認するための項目を示すので、センターはそれら項目を定期的
に確認し、国と連携しつつ、通常医療体制への段階的移行のタイミングの検討も含めて、必要に
応じて医療提供体制の改善を行う。

7
初動期に感染症の検査・診断能力に応
じ、フェーズを細分化してほしい。

・1日の検査可能件数等、感染症
の診断能力に応じて、初動期の
フェーズをもう少し細かく分け
て対応を記載

8

感染初期における確保病床について配
慮が必要な患者（透析、妊婦、手術が
必要）や重症者が多く発生した場合の
人工呼吸管理が必要な患者の受入れ医
療機関の取り決めを詳細に決めた方が
よいと思う。

・感染症発生初期において、新
型コロナの際に一番対応に苦慮
した透析・妊婦・手術が必要な
方等の受入医療機関の取り決め
の記載が必要（医療・準備期＋
初動期）

・重症者が多く発生した場合、
人工呼吸管理が必要な重症者の
受入医療機関の取り決めの記載
も必要（医療・準備期＋初動
期）

9

発熱外来について、発熱を基準とする
と感染者が有熱者ばかりでない場合に
患者が入り乱れてしまい通常医療に支
障を来す可能性がある。

・感染者が有熱者ばかりではな
い場合に、感染者の外来診療が
通常医療に支障を来さないよう
に、うまく運用する方策につい
て記載してほしい（医療・初動
期＋対応期）

- 2/3 -



番号 いただいた御意見 御意見を踏まえた追記の方向性 県行動計画素案の記載場所 県行動計画の記載内容（下線部分は御意見を踏まえた追記又は修正案）

11
新型コロナの際は、発生初期に検査体
制が限定された。検体の運び方やどこ
で検査をするのか等、特に初期につい
ては記載しておく方がよい。

・感染症発生初期において、検
査施設や検体搬送方法について
詳細に記載してほしい（検査・
初動期）

各段階における対策
Ⅱ初動期
２対応(10)検査
2-1検査体制の整備(P88)

（略）県環境衛生科学研究所等や県においては検査等措置協定締結機関等における検査実施能力
の確保状況を確認し、（略）迅速に検査体制を立ち上げる。同時に、検体の搬送を含む、検査に
必要となる予算・人員を確保し、必要に応じて研修等を実施し、更なる人員確保を図る

各段階における対策
Ⅰ準備期
２対応(11)保健
1-3-2多様な主体との連携体制
の構築（表）(P62)

表：連携協議会等において協議・整理を行う事項及び各事項における関係機関の例における「搬
送・移動・救急体制」の関係機関「県、保健所設置市、保健所、医療機関、消防機関、民間搬送
事業者等」

各段階における対策
Ⅱ初動期
２対応(8)医療
2-2医療提供体制の確保等②
(P85)

②　センターは、県内の感染症指定医療機関における感染症患者の受入体制を確保するととも
に、保健所、医療機関、消防機関等と連携し、入院調整に係る体制構築を進め、準備期において
連携協議会等で整理した相談・受診から入退院までの流れを迅速に整備する。（略）

各段階における対策
Ⅱ初動期
２対応(11)保健
2-1有事体制への移行準備①
(P90)

県及び保健所設置市は、国の要請を受けて、予防計画に基づく保健所の感染症有事体制（保健所
における流行開始から１か月間において想定される業務量に対応する人員確保数及びIHEAT要員
の確保数）及び県環境衛生科学研究所等の有事の検査体制への移行の準備状況を適時適切に把握
する。

Ⅲ対応期
２対応(11)保健
3-2主な対応業務の実施
（P133）

センター及び保健所設置市、保健所及び県環境衛生科学研究所等は、予防計画、健康危機対処計
画、準備期に整備・整理した組織・業務体制や役割分担等に基づき、相互に連携するとともに、
市町、医療機関、消防機関等の関係機関と連携して、以下3-2-1から3-2-7までに記載する感染症
対応業務を実施する。

各段階における対策
Ⅰ準備期
２対応(12)物資
1-2感染症対策物資等の備蓄等
②(P67)

県は、県内の医療機関等に個人防護具を迅速に配布し、医療提供体制を維持する観点から、初動
１か月分の備蓄の確保を行う。（略）

Ⅱ初動期
２対応（12）物資
2-1.感染症対策物資等の備蓄
状況等の確認①（P93） 

（略）個人防護具の供給が不足するおそれがある場合等においては、G-MISを通じた緊急配布を
含め、国及び県は、医療機関等に対し個人防護具を円滑に配布する準備を進める。

12
発生初期の感染症指定医療機関や感染
症協定指定医療機関への患者の搬送は
どのように行うのか。

・感染症発生初期の患者の感染
症指定医療機関や協定指定医療
機関等への搬送方法について詳
細に記載してほしい（医療＋保
健。初動期）

13

新型コロナの際は発生初期に個人防護
具が不足した。各病院で備蓄をしてい
ると思うが、県の備蓄体制はどのよう
なものになるのか。

・新型コロナの際は発生初期に
個人防護具が不足したことを踏
まえ、県の備蓄体制や供給体制
について記載してほしい（物
資・準備期＋初動期）

- 3/3 -



1

ワクチン接種体制の構築等に
ついて、郡市医師会と市町の
連携が重要。市町と意見交換
をするとともに、平時から訓
練等を市町とともに実施して
いくことが重要と思われる。

・市町でのワクチン接種体制につ
いて、平時から郡市医師会等と連
携体制を構築し、準備や訓練を行
うことを記載してほしい（ワクチ
ン・準備期）

各段階における対策
Ⅰ準備期
２対応(7)ワクチン
1-5-3住民接種ア(P45)

ア　市町又は県は、（略）速やかにワクチンを接種するための体制の構築を図る
ため、（略）地域医師会等と連携の上、接種体制について検討を行う。また、必
要に応じ、接種会場において接種の流れを確認するシミュレーションを行う等、
訓練を平時から行い、有事における円滑な接種のため、連携体制を構築する。

2

新型コロナの際は保健所業務
のデジタル化が進んでいな
かった。保健所業務のDX化に
取組んでほしい。

・新型コロナの際は保健所業務の
デジタル化が進んでおらず、業務
がひっ迫した。保健所業務のDX化
の取組について記載してほしい
（保健・準備期）。

各段階における対策
Ⅰ準備期
２対応(11)保健
1-5DXの推進(P65）

（略）感染症サーベイランスシステムによる感染者数の把握、健康観察（略）や
センターが構築した情報プラットフォームの活用、G-MISによる医療機関の病床
の稼働状況、医療スタッフの状況、受診者数の把握等について、平時からの使
用、研修・訓練等により活用方法を習得しておく。

●県行動計画素案に対する診療所部会からの御意見と対応案　（令和６年11月26日開催）

番号 いただいた御意見 御意見を踏まえた追記の方向性 県行動計画素案の記載場所 県行動計画の記載内容（下線部分は御意見を踏まえた追記又は修正案）



静岡県新型インフルエンザ等対策行動計画改定に係る保健所設置市からの意見による修正案

記載部分箇所 記載内容 記載内容に対する意見 修正箇所 修正内容 考え方

各段階における対策
Ⅱ初動期２対応
（4）情報提供・共有、リスク
コミュニケーション
2-2双方向のコミュニケーショ
ンの実施②（P80)

県及び市町は、国が作成した都道府県及び市町
村向けの新型インフルエンザ等に関するQ&A等を
住民に周知するとともに、 県においてはコール
センター等を設置する。コールセンターに寄せ
られた質問事項等から、住民等の関心事項等を
整理し、県作成のQ&A等に反映するとともに、県
庁各部局等で共有し、情報提供・共有する内容
に反映する。

各段階における対策
Ⅲ対応期２対応
（4）情報提供・共有、リスク
コミュニケーション
3-1-2双方向のコミュニケー
ションの実施②（P106)

県及び市町は、国が改定した都道府県及び市町
村向けの新型インフルエンザ等に関するQ&A等を
住民に周知するとともに、 県においてはコール
センター等の体制を必要に応じて強化・継続す
る。コールセンターに寄せられた質問事項等か
ら、住民等の関心事項等を整理し、県作成のQ&A
等に反映するとともに、県庁各部局等で共有
し、情報提供・共有する内容に反映する。

各段階における対策
Ⅱ初動期２対応
（5）水際対策
2-3国との連携①（P82)

…また、県環境衛生科学研究所等や
医療機関、民間検査会社は、新型イ
ンフルエンザ等に対するPCR 検査等
の検査を実施するために国が行う技
術的支援を受け、県は国とともに検
査体制を速やかに整備する。

４～５行目の「…を受け、県
は」を、政令市も検査体制を整
備する必要があるため、「…を
受け、県及び保健所設置市は」
にしてはどうか。

同左

2-3.① …また、県環境衛生科学研究所等や医療
機関、民間検査会社は、新型インフルエンザ等
に対するPCR 検査等の検査を実施するために国
が行う技術的支援を受け、県及び保健所設置市
は国とともに検査体制を速やかに整備する。

保健所設置市においても地衛研
における体制整備を実施するこ
とから。

静岡市
地衛研

各段階における対策
Ⅲ対応期２対応
（11）保健
3-2-5健康観察及び生活支援③
（P138)

県及び保健所設置市は、新型インフ
ルエンザ等にり患し入院、宿泊療
養、自宅療養をする患者の同居者や
家族に、生活支援を要する障害者や
高齢者がいる場合には、県は市町の
協力を得て相談支援専門員やケアマ
ネジャー等と連携し、必要な支援
（見回り、食事の提供、医療機関へ
の搬送）を行う。

・冒頭の主語は、「県及び保健
所設置市」になっているが、要
支援者家族への必要な支援は、
「県が市町の協力を得て行うと
書かれている。後段の主語
「県」とはどの部署を指すの
か。「県及び保健所設置市」で
なくて良いか。
⇒どこが対応するのか。

同左

【修正する】
(11)3-2-5.③ 県及び保健所設置市は、新型イン
フルエンザ等にり患し入院、宿泊療養、自宅療
養をする患者の同居者や家族に、生活支援を要
する障害者や高齢者がいる場合には、県におい
ては市町と情報共有し、市町は相談支援専門員
やケアマネジャー等と連携し、必要な支援（見
回り、食事の提供、医療機関への搬送）を行
う。

政府ガイドラインに当該業務に
おいては市町を主語とする旨追
記があったことから。
※特措法24条における県から市
町への協力要請を根拠

浜松市HC

素案に対する意見 対応
所属

各段階における対策
Ⅱ初動期２対応
（4）情報提供・共有、リスク
コミュニケーション
2-2双方向のコミュニケーショ
ンの実施②（P80)

県及び市町は、国が作成した都道府
県及び市町村向けの新型インフルエ
ンザ等に関するQ&A等を住民に周知す
るとともに、県においてはコールセ
ンター等を設置する。コールセン
ターに寄せられた質問事項等から、
住民等の関心事項等を整理し、県作
成のQ&A等に反映するとともに、県庁
各部局等で共有し、情報提供・共有
する内容に反映する。

相談センターとは別のものとい
う理解でよいか。政令市を含め
て利用できるサービスである
か。

一般相談に関するコールセン
ターは県及び市町が設置するこ
ととなっているため。
※疑似症患者等に対応する「相
談センター」は県及び保健所設
置市が設置。

浜松市HC

別冊資料４

00243856
四角形
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事 務 連 絡 

令和６年 11 月 26 日 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局） 御中 

特 別 区 

 

  都 道 府 県 

各 指 定 都 市  介護保険担当主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

  都 道 府 県 

各 指 定 都 市  障害保健福祉主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

  都 道 府 県 

各 指 定 都 市  児童福祉主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

各 地方厚生（支）局医療課 御中 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 地 域 医 療 計 画 課 

厚生労働省医政局医薬産業振興・医療情報企画課 

厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部感染症対策課 

厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部予防接種課 

厚 生 労 働 省 医 薬 局 総 務 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課 

こ ど も 家 庭 庁 支 援 局 障 害 児 支 援 課 

 

今冬の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備えた 

保健・医療提供体制の確認等について 

 

別冊資料５
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平素より、新型コロナウイルス感染症対策に御尽力、御協力を賜り、誠にあ

りがとうございます。 

新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）については、多

くの医療機関において、感染症患者の受入れや一般患者への対応等の役割を果

たしていただいています。 

今夏、全国の定点医療機関から報告される新規患者数の増加傾向がみられた

際には、「今夏の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備えた保健・医療提

供体制の確認等について」（令和６年７月 24 日付け厚生労働省医政局地域医療

計画課ほか連名事務連絡）をお示しし、各都道府県において、感染拡大局面に

も対応できる実効性のある体制を整備していただくようお願いしたところです

が、今般、冬の感染拡大に対応できるよう、外来・入院医療体制の強化、高齢

者施設等における対応の強化や地域住民への注意喚起等に関し、ご留意いただ

きたい内容を下記のとおり改めて整理いたしました。 

各都道府県におかれては、下記の内容を踏まえつつ、改めて庁内関係部局と

の連携を強化するほか、都道府県医師会等の医療関係者や、管内の高齢者施設

等関係者、消防機関とも連携した上で、各地域における体制を確認いただくよ

うお願いします。 

 

記 

 

１．新型コロナの医療提供体制に関する基本的な考え方 

 ○ 新型コロナについては、昨年５月８日から感染症法上の位置づけが５類

感染症に変更され、新型コロナの医療提供体制については、本年３月末ま

でを移行期間として、入院措置を原則とした行政の関与を前提とする限ら

れた医療機関による特別な対応から、幅広い医療機関による自律的な通常

の対応に移行してきたところ。 

 

○ 今後、全国で増加傾向が継続し、冬の間に一定の感染拡大が生じた場合、

医療提供体制のひっ迫を招くおそれがあることから、今後想定される感染

拡大にも対応できるよう、２及び３の内容にご留意いただき、あらかじめ

外来・入院医療体制の強化に取り組んでいただきたい。 
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２．外来医療体制 

(1) 基本的考え方 

○ 外来医療体制については、患者が幅広い医療機関で受診できるようにす

るため、これまでに、外来診療にあたる医療機関での感染対策の見直し、

設備整備等への支援、応招義務の整理、医療機関向け啓発資材の作成・普

及を行い、感染対策の強化を図ってきた（※）。 

（※）医療機関向け啓発資材について 

・「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う啓発資材について

（第四報）」（令和５年 10 月 20 日付け事務連絡） 

 

 ○ 各都道府県においては、今冬に想定される感染拡大に備え、広く一般的

な医療機関において、新型コロナの診療に対応できるよう、発熱等の症状

を有する患者を受け入れるための適切な準備を行っていただき、それでも

なお診療が困難な場合には、少なくとも診療可能な医療機関への受診を適

切に勧奨いただきたいことについて、あらためて管下の医療機関等に周知

いただきたい。 

 

 ○ その際、感染症法第 38条第２項の規定に基づいた都道府県知事の指定に

よる第二種協定指定医療機関（発熱外来を行うもの）であることは、診療

報酬における外来感染対策向上加算等の施設基準（※）の一つとされてお

り、また、これまでに医療措置協定の締結を進めてきたことも踏まえ、各

都道府県においては、新型コロナ患者の外来診療について、第二種協定指

定医療機関に協力を依頼することも考えられる。 

   なお、本年３月 31日において現に外来感染対策向上加算等の届出を行っ

ている保険医療機関においては、本年 12 月 31 日までの間に限り、第二種

協定指定医療機関（発熱外来を行うもの）に係る施設基準に該当するもの

とみなすことが可能となっており、本年 12 月 31 日までの間に協定締結を

検討する医療機関もあると考えられるほか、厚生労働省においては、医療

機関が発熱外来の医療措置協定に対応するための財政支援を実施している

ことから、各都道府県においては、引き続き、管内の医療機関との協定締

結を進めていただきたい。 

  （※）外来感染対策向上加算の施設基準（「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する

手続きの取扱いについて」（令和６年３月５日付け保医発 0305 第５号）より当該施設基

準の一部を抜粋） 

第１の４ 外来感染対策向上加算 

１ 外来感染対策向上加算に関する施設基準 
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     (３)  感染防止対策部門内に、専任の医師、看護師又は薬剤師その他の医療有資格

者が院内感染管理者として配置されており、感染防止に係る日常業務を行うこ

と。なお、当該職員は別添３の第 20 の１の(１)アに規定する医療安全対策加算

に係る医療安全管理者とは兼任できないが、医科点数表第１章第２部通則７に

規定する院内感染防止対策に掲げる業務は行うことができる。 

(６) (３)の院内感染管理者により、職員を対象として、少なくとも年２回程度、

定期的に院内感染対策に関する研修を行っていること。なお、当該研修は別添

２の第１の３の(５)に規定する安全管理の体制確保のための職員研修とは別に

行うこと。 

(12) 当該保険医療機関の外来において、受診歴の有無に関わらず、発熱その他感

染症を疑わせるような症状を呈する患者の受入れを行う旨を公表し、受入れを

行うために必要な感染防止対策として、空間的・時間的分離により発熱患者等

の動線を分ける等の対応を行う体制を有していること。 

(13) 感染症法第 38 条第２項の規定に基づき都道府県知事の指定を受けている第

二種協定指定医療機関（同法第 36 条の２第１項の規定による通知（同項第２

号に掲げる措置をその内容に含むものに限る。）又は医療措置協定（同号に掲

げる措置をその内容に含むものに限る。）に基づく措置を講ずる医療機関に限

る。）であること。 

(14) 新興感染症の発生時等に、発熱患者等の診療を実施することを念頭に、発熱

患者等の動線を分けることができる体制を有すること。 

 

 ○ また、新型コロナ診療に対する医療機関の増加に対応するためには、薬

局における経口抗ウイルス薬の提供体制の確保も重要となる。薬局におい

ては、これまでも自宅療養者に対し、経口抗ウイルス薬等を提供し、必要

な服薬指導等を実施していただいているところであるが、引き続き、地域

において経口抗ウイルス薬等の必要な医薬品が適切に提供される体制の確

保に向けた取組を行っていくことが重要である。 

 

(2) 受診相談体制の強化・注意喚起等 

（♯7119、♯8000 等の活用） 

○ 特に、救急車の適時・適切な利用の推進及び救急医療のひっ迫回避の観

点から、都道府県で構築してきた電話等による相談体制（♯7119、♯8000、

救急相談アプリ等を活用した相談体制）の活用を図ることが有効であり、

当該相談体制について、地域住民に改めて周知することが望ましい。 

 

（抗原定性検査キットの用意等） 

○ 更なる感染拡大が想定される場合には、あらかじめ国が承認した抗原定

性検査キットや解熱鎮痛薬を用意すること等を住民に呼びかけるとともに、

有症状者のうち重症化リスクの低い方に対しては、抗原定性検査キットに

よる自己検査及び自宅療養を実施いただくよう周知することも考えられる。 
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（証明書等の取得のための外来受診について） 

○ 特に感染拡大局面においては、医療機関等が発行する検査の結果を証明

する書類や診断書を求めるため受診すること（とりわけ救急外来を利用す

ること）は、外来ひっ迫の一因となることから、これらを目的とした受診

は控えていただくよう、改めて周知することが望ましい。 

 

(3) 医療機関等情報支援システム（G-MIS）の活用 

○ 医療機関等情報支援システム（G-MIS）について、新型コロナ感染の疑

いのある外来患者への診療・検査の状況等の入力ができる日次調査の機能

は継続している。都道府県においては、医療機関におけるひっ迫状況の把

握に当たり、感染状況を踏まえ、管轄下の医療機関に対して G-MIS への入

力を依頼する等、活用されたい。なお、本年 11月末までに G-MISの改修を

予定しており、その後の取扱いについては追って通知する予定である。 

    

３．入院医療体制 

(1) 基本的考え方 

○ 入院医療体制については、本年３月末までに、幅広い医療機関において

新型コロナの入院患者を受け入れる通常の医療提供体制に移行したところ

であるが、各都道府県においては、今冬に想定される感染拡大に備え、機

能に応じて各医療機関で新型コロナ患者の入院受入れ体制の構築を進めて

いただくよう、あらためて管下の医療機関等に周知いただきたい。 

 

 ○ その際、感染症法第 38条第２項の規定に基づき都道府県知事の指定を受

けている第一種協定指定医療機関は、診療報酬の感染対策向上加算（※）

においても、将来の新興感染症への備え等が評価されている医療機関であ

り、また、これまでに医療措置協定の締結を進めてきたことから、各都道

府県においては、新型コロナ患者の入院受入れについて、第一種協定指定

医療機関に協力を依頼することも考えられる。 

   なお、本年３月 31日において現に感染対策向上加算の届出を行っている

保険医療機関においては、本年 12 月 31 日までの間に限り、第一種協定指

定医療機関又は第二種協定指定医療機関（発熱外来を行うもの）に係る施

設基準に該当するものとみなすことが可能となっており、本年 12 月 31 日

までの間に協定締結を検討する医療機関もあると考えられるほか、厚生労

働省においては、医療機関が病床確保の医療措置協定に対応するための財
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政支援を実施していることから、各都道府県においては、引き続き、管内

の医療機関との協定締結を進めていただきたい。 

 （※）感染対策向上加算１の施設基準（「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手

続きの取扱いについて」（令和６年３月５日付け保医発 0305 第５号）より当該施設基準

の一部を抜粋） 

第 21 感染対策向上加算 

１ 感染対策向上加算１の施設基準 

(２)  感染防止対策部門内に以下の構成員からなる感染制御チームを組織し、感染

防止に係る日常業務を行うこと。 

ア 感染症対策に３年以上の経験を有する専任の常勤医師（歯科医療を担当   

する保険医療機関にあっては、当該経験を有する専任の常勤歯科医師） 

イ ５年以上感染管理に従事した経験を有し、感染管理に係る適切な研修を修了

した専任の看護師 

ウ ３年以上の病院勤務経験を持つ感染防止対策にかかわる専任の薬剤師 

エ ３年以上の病院勤務経験を持つ専任の臨床検査技師 

アに定める医師又はイに定める看護師のうち１名は専従であること。なお、

感染制御チームの専従の職員については、抗菌薬適正使用支援チームの業務

を行う場合及び感染対策向上加算２、感染対策向上加算３又は外来感染対策

向上加算に係る届出を行った他の保険医療機関に対する助言に係る業務を行

う場合及び介護保険施設等又は指定障害者支援施設等からの求めに応じ、当

該介護保険施設等又は指定障害者支援施設等に対する助言に係る業務を行う

場合には、感染制御チームの業務について専従とみなすことができる。ただ

し、介護保険施設等又は指定障害者支援施設等に赴いて行う助言に携わる時

間は、原則として月 10 時間以下であること。 

当該保険医療機関内に上記のアからエまでに定める者のうち１名が院内感染

管理者として配置されていること。なお、当該職員は「Ａ２３４」に掲げる

医療安全対策加算に規定する医療安全管理者とは兼任できないが、第２部通

則７に規定する院内感染防止対策に掲げる業務は行うことができる。 

また、アに掲げる常勤医師については、週３日以上常態として勤務しており、

かつ、所定労働時間が週 22 時間以上の勤務を行っている専任の非常勤医師

（感染症対策に３年以上の経験を有する医師に限る。）を２名組み合わせるこ

とにより、常勤医師の勤務時間帯と同じ時間帯にこれらの非常勤医師が配置

されている場合には、当該２名の非常勤医師が感染制御チームの業務に従事

する場合に限り、当該基準を満たしていることとみなすことができる。 

(６) (２)のチームにより、職員を対象として、少なくとも年２回程度、定期的に院

内感染対策に関する研修を行っていること。なお当該研修は別添２の第１の３

の(５)に規定する安全管理の体制確保のための職員研修とは別に行うこと。 

(７) (２)のチームにより、保健所及び地域の医師会と連携し、感染対策向上加算２

又は３に係る届出を行った保険医療機関と合同で、少なくとも年４回程度、定

期的に院内感染対策に関するカンファレンスを行い、その内容を記録している

こと。また、このうち少なくとも１回は、新興感染症の発生等を想定した訓練

を実施すること。 

(15) 感染症法第 38 条の第２項の規定に基づき都道府県知事の指定を受けている第

一種協定指定医療機関であること。 

(16) 新興感染症の発生時等に、感染症患者を受け入れることを念頭に、汚染区域や

清潔区域のゾーニングを行うことができる体制を有すること。 
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(2) 地域における医療機関間の役割分担の確認・明確化 

 ○ 感染拡大局面において、特定の医療機関に負担を偏らせないようにする

ため、あらためて、地域での役割分担の確認・明確化をしておくことが重

要である。特に、円滑な入院調整を行うためには、症状悪化の際の転院

（いわゆる上り搬送）を担う医療機関、症状軽快の際の転院（いわゆる下

り搬送）を担う医療機関、特別な配慮が必要な患者（妊産婦、小児、障害

児者、認知症患者、がん患者、透析患者、精神疾患を有する患者、外国人

等）の受入れを担う医療機関などの医療機関間の役割分担が重要である。 

 

 ○ このため、これまでの新型コロナの対応を通じて構築された医療機関間

での連携体制、ノウハウについては、今後の感染拡大局面においても重要

であり、救急搬送増加への対応にも資することから、地域での実情等を踏

まえつつ、医療関係者、消防関係者等との間で、医療機関間の役割分担を

改めて確認することが重要である。 

 

○ なお、緊急性の乏しい転院搬送については、本来、消防機関が実施する

ものではないため、医療機関が所有するいわゆる病院救急車、消防機関が

認定する患者等搬送事業者等を活用することを検討すること。 

（参考）転院搬送における救急車の適正利用の推進について 

・「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（平成 28 年３月 31 日付け消

防救第 34号消防庁次長、医政発 0331第 48号厚生労働省医政局長連名通知） 

 

(3) 医療機関等情報支援システム（G-MIS）の活用 

○ 医療機関等情報支援システム（G-MIS）について、新型コロナ患者の受

入可能病床数及び新型コロナ入院患者を受け入れた場合の入院患者数の入

力ができる日次調査の機能は継続している。都道府県においては、医療機

関における入院者数等を把握するため、感染状況を踏まえ、管轄下の医療

機関に対して G-MIS への入力を依頼する等、活用されたい。なお、本年 11

月末までに G-MIS の改修を予定しており、その後の取扱いについては追っ

て通知する予定である。 

 

(4) 都道府県による入院先決定への協力の検討 

○ 新型コロナ患者については、引き続き、原則、医療機関間で入院先の決

定（入院調整）を行うこととしているが、都道府県においては、感染拡大
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局面において、地域の実情を踏まえ、G-MIS の活用等を通じて入院先の決

定への協力や支援等を行うことを検討されたい。 

 

(5) 院内感染対策の徹底 

○ 院内感染対策については、手指衛生の徹底、適切な個人防護具の着用、

ゾーニングや室内換気の徹底が重要である。 

    こうした院内感染対策の例は「診療の手引き（※）」においても、記載

しているため、適宜活用・周知されたい。 

 （※）「新型コロナウイルス感染症 COVID-19 診療の手引き 第 10.1 版」（p.59～64）参照 

https://www.mhlw.go.jp/content/001248424.pdf 

 

４．地域住民等に対する基本的な感染対策の再周知 

  ○ 新型コロナウイルス感染症の感染予防には、換気、手洗い・手指消毒な

どの基本的な感染対策が有効である。特に、高齢者や基礎疾患のある方が

感染すれば重症化リスクも高まるため、通院や高齢者施設を訪問する時な

どは、感染予防としてマスクの着用が効果的である。帰省等で高齢の方と

会う場合や大人数で集まる場合は、感染予防を心掛け体調を整えるように

することがポイントとなる。 

    こうした感染対策のポイントについては、厚生労働省のホームページ

（※）や SNS 等において周知しており、これらのツールを活用をしながら、

地域住民等への周知をお願いする。 

（※）厚生労働省ウェブサイト「基本的な感染症対策」参照 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 

 ○ また、この秋冬から、重症化予防を目的として新型コロナウイルス感染

症の定期接種を開始している。現在、新型コロナウイルスは、JN.1 系統の

下位系統である KP.3系統とその下位系統が主流となっているところ、今シ

ーズンの定期接種に用いられているのは JN.1系統に対応したワクチンであ

り、現在の流行株に対する有効性が期待されている。今冬の感染拡大に備

え、定期接種の対象である高齢者等の重症化リスクの高い方に接種をご検

討いただけるよう、周知をお願いする。なお、昨年度までとは異なり、自

治体によっては接種券を配布していない場合もあるが、接種券がなくとも

ワクチン接種は可能である旨、あわせて周知いただきたい。 

   周知の際の留意点や、周知に活用できる資料については、厚生労働省か

ら事務連絡（※）を発出しており、参考にされたい。 

（※）「新型コロナウイルス感染症に係る定期の予防接種の実施にあたっての留意点について
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（依頼）」（令和６年 10 月 24 日付け厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部予防接種課

事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001321043.pdf 

 

５．高齢者施設等における対応 

【高齢者施設等における対応】 

 ○ 高齢者施設等については、重症化リスクが高い高齢者が多く生活してい

ることを踏まえ、入院が必要な高齢者が適切かつ確実に入院できる体制を

確保するとともに、感染症対応に円滑につながるよう、平時からの取組を

強化しつつ、施設等における感染対策の徹底、医療機関との連携強化、療

養体制の確保等の取組を自治体や関係団体の協力のもと進めてきたところ。 

 今後の感染拡大に備え、これまでに構築した医療機関との連携体制等に

ついては、引き続き確保いただきたい。 

 

○ その際、感染対策向上加算の届出をしている医療機関においては、施設

基準において、介護保険施設等から求めがあった場合には当該施設等に赴

いて実地指導等、感染対策に関する助言を行うとともに、院内感染対策に

関する研修を合同で実施することが望ましい、とされていることから、特

に当該医療機関の協力を依頼することも考えられる。 

 

○ また、令和６年度介護報酬改定において、高齢者施設等における感染症

対応力の向上を目的として、「高齢者施設等感染対策向上加算」（※）が創

設された。本加算の取得を推進することにより、平時における感染対策及

び医療機関との連携体制の確保を更に進めていただきたい。 

※ 高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）の算定要件は下記①～③のとお

りであり、このうち、②については、上記のこれまでの新型コロナに係

る医療機関との連携体制を引き続き確保していることを算定の要件とし

ている。 

① 新興感染症への対応として、第二種協定指定医療機関との連携体制

を構築していること 

② その他の感染症（新型コロナ含む）への対応として、協力医療機関

等との連携体制を構築していること 

③ 感染症対策にかかる一定の要件を満たす医療機関等や地域の医師会

が行う感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加している

こと 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001321043.pdf
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○ さらに、高齢者施設等における感染対策については、これまでも徹底し

ていただいているところであるが、「介護現場における感染対策の手引き

（第３版）」や「高齢者施設等における感染対策等について」（令和５年４

月 18日厚生労働省老健局高齢者支援課ほか連名事務連絡）において高齢者

施設等における感染対策として重要と考えられる点をまとめているため、

あらためて周知いただきたい。 

・「介護現場における感染対策の手引き（第３版）」 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001149870.pdf 

・「高齢者施設等における感染対策等について」（令和５年４月 18日付け事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001089956.pdf 

 

【障害者施設等における対応】 

 ○ 障害者施設等についても、上述の高齢者施設等における対応と同様、感

染症対応に円滑につながるよう、平時からの取組を強化しつつ、施設等に

おける感染対策の徹底、医療機関との連携強化、療養体制の確保等の取組

を自治体や関係団体の協力のもと進めてきたところ。 

引き続き、今後の感染拡大に備え、これまでに構築した医療機関との連

携体制等については、引き続き確保いただきたい。  

  

 ○ また、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、障害者施設等

における感染症対応力の向上を目的として、「障害者支援施設等感染対策

向上加算」（※）が創設された。本加算の取得を推進することにより、平

時における感染対策及び医療機関との連携体制の確保を更に進めていただ

きたい。  

 ※ 障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅰ）の算定要件は下記①～③の

とおりであり、このうち、②については、上記のこれまでの新型コロナ

に係る医療機関との連携体制を引き続き確保していることを算定の要件

としている。 

  ① 新興感染症への対応として、第二種協定指定医療機関との連携体制

を構築していること  

  ② その他の感染症（新型コロナ含む）への対応として、協力医療機関

等との連携体制を構築していること  

  ③ 感染症対策にかかる一定の要件を満たす医療機関等や地域の医師会

が行う感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加している

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001149870.pdf
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こと 

  

 ○ さらに、障害者施設等における感染対策については、これまでも徹底し

ていただいているところであるが、厚生労働省のホームページ（※）にお

いて、障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル等

を公表しているため、あらためて周知いただきたい。  

（※）厚生労働省ウェブサイト「感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等」参照 

    https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

 

６．その他  

【検査について】 

 ○ 行政検査については、新型コロナを含む感染症全般について、実施主体

である都道府県等においてその必要性や範囲等を判断しつつ、実施してい

ただきたい。なお、実施する際には、その実施から結果の把握までを迅速

に行うことが重要であるため、検査機関や、検査を実施する可能性のある

各種施設等と連携を密にしていただくようお願いする。 

 

 ○ 各自治体で実施していただいているゲノムサーベイランスについては、

「新型コロナウイルス感染症の積極的疫学調査におけるゲノム解析及び変

異株 PCR 検査について」（令和３年２月５日付け健感発 0205 第４号、令和

６年 10 月 17 日最終改正）に基づいて、引き続き実施いただきたい。なお、

当該検査は、行政検査として取り扱う。 

 

【医薬品について】 

 ○ 新型コロナウイルス感染症等の対症療法薬として使用される解熱鎮痛薬、

鎮咳薬（咳止め）、去痰薬、トラネキサム酸や新型コロナウイルス感染症

治療薬については、現時点において、昨年同期以上の出荷量を確保可能で

あり、また、感染状況等に応じて、在庫の放出等により更に出荷量を増加

させることも可能な状況である。しかしながら、冬の感染拡大に対応し、

必要な患者に必要な医薬品が広く行き渡るよう、以下の点について、周知

をお願いしたい。 

①医療機関及び薬局におかれては、感染症対症療法薬等について、過剰な

発注を控えていただき、当面の必要量に見合う量のみの購入をお願いし

たいこと。 

②薬局におかれては、処方された感染症対症療法薬等について、自らの店
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舗や系列店舗だけでは供給が困難な場合であっても、地域の薬局間にお

ける連携により可能な限り調整をしていただきたいこと。 

③卸売販売業者及び薬局におかれては、感染症対症療法薬等について、需

給状況を踏まえて適切な在庫を確保する等、必要な措置を講じていただ

きたいこと。なお、卸売販売業者におかれては営業所単位でも適切な在

庫を確保いただくなど、可能な限り迅速に供給できる体制を整えていた

だきたいこと。 

④医療機関及び薬局におかれては、医薬品の供給状況によって、他社製品

や代替薬の使用についても考慮していただきたいこと。なお、医療用医

薬品の供給状況については、厚生労働省のウェブサイトにおいて参照可

能である。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/ir

you/kouhatu-iyaku/04_00003.html 

  

 ○ 感染症対症療法薬については、「医療用解熱鎮痛薬等の安定供給に関す

る相談窓口（※）」の活用についても、あらためて管下の医療機関や薬局

に周知いただきたい。 

（※）医療用解熱鎮痛薬等の安定供給に関する相談窓口について（令和５年９月 29 日付

け厚生労働省医政局医薬産業振興・医療情報企画課事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/10807000/001151654.pdf 

 

【抗原定性検査キットについて】 

 ○ 抗原定性検査キットについては、現時点において製造販売業者に一定程

度の在庫があるほか、今後生産量等が一定程度増加する見込みもある状況

である。今後、冬の感染拡大に備える観点から、以下の点について、周知

をお願いしたい。 

①医療機関や薬局におかれては、一定期間内に必要となる数量を見据えて、

必要な数量をあらかじめ計画的に発注いただきたいこと。 

②発注に当たっては、これまでの感染拡大における必要量を踏まえながら、

過剰な発注を控えていただきたいこと。 

③供給状況によっては、他社製品の使用についても考慮していただきたい

こと。なお、各製造販売業者における在庫状況及び各医薬品卸売販売業

者における取扱状況については、厚生労働省のウェブサイトにおいて参

照可能である。 

https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001335725.pdf 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/kouhatu-iyaku/04_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/kouhatu-iyaku/04_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/content/10807000/001151654.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001335725.pdf


13 

 

 

【新型コロナワクチンの定期接種の実施時期について】 

○ 新型コロナワクチンの定期接種については、重症化予防を目的としてお

り、これまで冬にかけて感染拡大が見られていること等から、秋冬に実施

している。先般、「季節性インフルエンザワクチン及び新型コロナワクチ

ンの定期の予防接種における接種時期等について」（令和６年 11月 20日付

け厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部予防接種課事務連絡）にてお

示ししたところであるが、定期接種を受けることを希望される方が、令和

７年１月以降も確実に接種できるよう、地域医師会等とも相談の上、同月

以降も今年度の定期接種の費用助成期間とする等、十分な対応をお願いす

る。 

なお、各新型コロナワクチン製造販売業者からは、今年度の定期接種に

用いる新型コロナワクチンについて、約 3,002 万回分が既に市場へ供給さ

れ、11 月 22 日 （金）現在では約 2,421万回分の流通在庫がある旨の報

告を受けている。このため、 今年度の新型コロナワクチンは、引き続き安

定的に供給できる見込みである。 
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静岡県感染症対策連携協議会運営規約（令和5年7月25日施行）新旧対照表

改正前 改正後

（組織）

第４条 （略）

２ 前項に規定する機関の代表者は、委員として協議会に参画する。

３～６ （略）

（会議）

第５条 （略）

２ 会長は、必要と認めるときは、他の委員の同意を得て、委員以外の者

の出席を求めることができる。

３ 協議会は、各委員の命により、代理出席を認める。

４ （略）

（組織）

第４条 （略）

２ 前項に規定する機関から推薦され、知事が委嘱した者は、委員として

協議会に参画する。

３ 委員の任期は、委嘱の日からその日の属する年度の翌年度の末日ま

でとする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は前

任者の残任期間とする。

４ 委員は、再任されることができる。

５ 委員の任期満了の１か月前までに、本人から特別の申し出がない場

合は、更に任期を２年間延長するものとし、以後も同様とする。

６～９ （略）

（会議）

第５条 （略）

２ 会長は、必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めることがで

きる。

３ 委員は、やむを得ない理由により会議に出席できないときは、代理

者を出席させることができる。

４ 協議会は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、

特定の者に利益若しくは不利益をもたらすおそれがあるとき、又は、

円滑若しくは公正な審議に著しい支障を及ぼすおそれのあるときは、

非公開とすることができる。

５ （略）

別冊資料６－１
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改正前 改正後

（部会）

第６条 協議会には、各論点ごとに議論する場として、部会を置くこと

ができる。

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。ただし、いずれの部会も、

静岡県保健所長会長、静岡市保健所長及び浜松市保健所長を必要に応

じて指名する。

３ 会長は、必要と認めるときは、他の委員の同意を得て、委員以外の

者を部会員として指名することができる。

４ 部会は、各委員又は部会員の命により、代理出席を認める。

５ 部会には部会長１人及び副部会長２人以内を置く。

６ 部会長及び副部会長は、部会に属する委員及び部会員の互選により

選任する。

７ 部会長は、部会を代表し、会務を総理する。

８ 部会長に事故があるときは、副部会長が、部会長の職務を代理する。

９ 部会において協議した事項は、次の協議会において報告するものと

する。

（会議の公開）

第７条 協議会は、原則として公開とする。ただし、公開することによ

り、特定の者に利益若しくは不利益をもたらすおそれがあるとき、又

は、円滑若しくは公正な審議に著しい支障を及ぼすおそれのあるとき

は、非公開とすることができる。

２ 部会は、原則非公開とし、部会の協議事項を会議へ報告することに

より、公開とみなす。

（部会）

第６条 協議会には、論点ごとに議論する場として、部会を置くことが

できる。

２ 部会の組織その他必要な事項は、別に定める。

削る（部会運営規約へ）

削る（第５条第４項へ）

削る
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改正前 改正後

（会議の開催形式）

第８条 協議会の会議及び部会は、諸般の事情により、対面での会議開

催が困難な場合には、書面等での開催とすることができる。

（協議会資料等の公表）

第９条 協議会に提出された資料等については、速やかに公表するもの

とする。ただし、個人情報等で公表が適切でない資料等については、

協議会の了解を得て公表しないものとする。

２ 協議会の議事については、議事概要を作成し、出席した委員の確認を

得た後、公表するものとする。ただし、第７条第１項ただし書きにより

非公開とした会議に係るものは非公開とする。

（庶務）

第10条 （略）

（雑則）

第11条 （略）

附 則

この規約は、令和５年７月25日から施行する。

この規約は、令和５年10月25日から施行する。

この規約は、令和６年７月８日から施行する。

削る

（協議会資料等の公表）

第７条 協議会の議事については、議事概要を作成し、出席した委員の

確認を得た後、公表するものとする。

（庶務）

第８条 （略）

（雑則）

第９条 （略）

附 則

この規約は、令和５年７月25日から施行する。

附 則

この規約は、令和５年10月25日から施行する。

附 則

この規約は、令和６年７月８日から施行する。

附 則

この規約は、令和６年12月10日から施行する。
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改正前 改正後

別表 静岡県感染症対策連携協議会 構成機関 別表 静岡県感染症対策連携協議会 構成機関

区分 機関名

都道府県 静岡県

保健所設置市等
静岡市保健所

浜松市保健所

感染症指定医療機関 静岡市立静岡病院

診療に関する

学識経験者の

団体

医師会 県医師会

歯科医師会 県歯科医師会

薬剤師会 県薬剤師会

看護協会 県看護協会

職能団体

県精神科病院協会

県病院協会

県慢性期医療協会

消防機関 県消防長会

その他の関係

機関

高齢者施設等の関係団体 県老人福祉施設協議会

介護・障害福祉サー

ビス事業所の関係団

体

県社会福祉協議会

保健所 県保健所長会

区分 機関名

都道府県 静岡県

保健所設置市等
静岡市保健所

浜松市保健所

感染症指定医療機関 地方独立行政法人静岡市立静岡病院

診療に関する学識経験者の団体

一般社団法人静岡県医師会

公益社団法人静岡県看護協会

一般社団法人静岡県歯科医師会

静岡県精神科病院協会

公益社団法人静岡県病院協会

静岡県慢性期医療協会

公益社団法人静岡県薬剤師会

消防機関 静岡県消防長会

その他の関係

機関

高齢者施設等の関係団体 静岡県老人福祉施設協議会

介護・障害福祉サー

ビス事業所の関係団

体

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会

保健所 静岡県保健所長会
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※区分の内容・掲載順は、感染症法及び国通知に準じる。 ※区分の内容・掲載順は、感染症法及び国通知に準じる。

地方衛生研究所等 環境衛生科学研究所

検疫所 名古屋検疫所清水検疫所支所

教育機関 県教育委員会

保健所設置市等以外

の市町村等

焼津市

小山町

地域の実情に応じた

幅広い関係機関

県感染症対策専門家会議

県立総合病院

静岡がんセンター

順天堂大学医学部附属静岡病院

浜松医科大学

弁護士会

地方衛生研究所等 静岡県環境衛生科学研究所

検疫所 厚生労働省名古屋検疫所清水検疫所支所

教育機関 静岡県県教育委員会

保健所設置市等以外

の市町村等

焼津市

小山町

地域の実情に応じた

幅広い関係機関

静岡県感染症対策専門家会議

地方独立行政法人静岡県立病

院機構静岡県立総合病院

静岡県立静岡がんセンター

順天堂大学医学部附属静岡病院

国立大学法人浜松医科大学

静岡県弁護士会



静岡県感染症対策連携協議会運営規約

（設置）

第 1 条 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第

114 号。以下「法」という｡)第 10 条の２第１項の規定に基づき静岡県感染症対策連携

協議会（以下「協議会」という｡)を設置する。

（趣旨）

第２条 この規約は、法第 10 条の２第５項の規定に基づき、協議会の運営に関し必要な

事項を定めるものとする。

（目的）
第３条 協議会は、法第 16 条第２項に規定する新型インフルエンザ等感染症等に係る発
生等の公表が行われたときは、当該感染症の発生の予防及びそのまん延を防止するため
に必要な対策の実施について協議を行うよう努める。

２ 協議会は、その構成する機関が相互の連絡を図ることにより、構成する機関及び関係
団体等が定めた予防計画の実施状況及びその実施に有用な情報を共有し、連携の緊密化
を図る。

３ 協議会は、予防計画を定め、又は変更しようとするとき、施策との整合性の確保及び
専門的知見の活用を図るため協議を行う。

（組織）
第４条 協議会は、別表に掲げる機関をもって構成する。
２ 前項に規定する機関から推薦され、知事が委嘱した者は、委員として協議会に参画す
る。

３ 委員の任期は、委嘱の日からその日の属する年度の翌年度の末日までとする。ただ
し、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。

４ 委員は、再任されることができる。
５ 委員の任期満了の１か月前までに、本人から特別の申し出がない場合は、更に任期を
２年間延長するものとし、以後も同様とする。

６ 協議会には、会長１人及び副会長２人を置く。
７ 会長及び副会長は、委員の互選により選任する。
８ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。
９ 会長に事故があるときは、副会長が会長の職務を代理する。

（会議）

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。

２ 会長は、必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。
３ 委員は、やむを得ない理由により会議に出席できないときは、代理者を出席させるこ
とができる。

４ 協議会は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、特定の者に利益若

しくは不利益をもたらすおそれがあるとき、又は、円滑若しくは公正な審議に著しい支

障を及ぼすおそれのあるときは、非公開とすることができる。

５ 会議において協議が調った事項について、委員は、その協議の結果を尊重しなければな

らない。

（部会）

第６条 協議会には、論点ごとに議論する場として、部会を置くことができる。

２ 部会の組織その他必要な事項は、別に定める。

（協議会資料等の公表）

第７条 協議会の議事については、議事概要を作成し、出席した委員の確認を得た後、公

表するものとする。

別冊資料６－２
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（庶務）
第８条 協議会の庶務は、静岡県健康福祉部感染症対策課において処理する。

（雑則）

第９条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この規約は、令和５年７月 25 日から施行する。

附 則

この規約は、令和５年 10 月 25 日から施行する。

附 則

この規約は、令和６年７月８日から施行する。

附 則

この規約は、令和６年 12 月 10 日から施行する。



別表 静岡県感染症対策連携協議会 構成機関

※区分の内容・掲載順は、感染症法及び国通知に準じる。

区分 機関名

都道府県 静岡県

保健所設置市等
静岡市保健所

浜松市保健所

感染症指定医療機関 地方独立行政法人静岡市立静岡病院

診療に関する学識経験者の団体

一般社団法人静岡県医師会

公益社団法人静岡県看護協会

一般社団法人静岡県歯科医師会

静岡県精神科病院協会

公益社団法人静岡県病院協会

静岡県慢性期医療協会

公益社団法人静岡県薬剤師会

消防機関 静岡県消防長会

その他の関係機関

高齢者施設等の関係団体 静岡県老人福祉施設協議会

介護・障害福祉サービス事業

所の関係団体
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会

保健所 静岡県保健所長会

地方衛生研究所等 静岡県環境衛生科学研究所

検疫所 厚生労働省名古屋検疫所清水検疫所支所

教育機関 静岡県県教育委員会

保健所設置市等以外の市町村等
焼津市

小山町

地域の実情に応じた幅広い

関係機関

静岡県感染症対策専門家会議

地方独立行政法人静岡県立病院機構静岡県

立総合病院

静岡県立静岡がんセンター

順天堂大学医学部附属静岡病院

国立大学法人浜松医科大学

静岡県弁護士会



静岡県感染症対策連携協議会部会運営規約

（趣旨）

第 1 条 この規約は、静岡県感染症対策連携協議会運営規約第６条第２項の規定に基づ

き、静岡県感染症対策連携協議会（以下「協議会」という｡)に置く部会（以下「部会」

という｡)の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。

（組織）

第２条 部会員は、協議会の委員、協議会の構成機関の長の推薦を受けた者及びその他の

専門的な知見を有する者の中から、協議会長が指名する。
２ 部会員の任期は、指名の日からその日の属する年度の翌年度の末日までとする。ただ
し、部会員が欠けた場合における補欠の部会員の任期は前任者の残任期間とする。

３ 部会員は、再任されることができる。
４ 部会員の任期満了の１か月前までに、本人から特別の申し出がない場合は、更に任期
を２年間延長するものとし、以後も同様とする。

５ 部会には部会長１人及び副部会長２人以内を置く。

６ 部会長及び副部会長は、部会員の互選により選任する。
７ 部会長は、部会を代表し、会務を総理する。

８ 部会長に事故があるときは、副部会長が、部会長の職務を代理する。

（会議）

第３条 部会の会議は、部会長が招集し、会議の議長となる。

２ 部会長は、必要と認めるときは、部会員以外の者の出席を求めることができる。

３ 部会員は、やむを得ない理由により会議に出席できないときは、代理者を出席させる

ことができる。

（庶務）
第４条 部会の庶務は、静岡県健康福祉部感染症対策課において処理する。

（雑則）

第５条 この規約に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この規約は、令和６年 12 月 10 日から施行する。
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